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一地域型ベンチャー・インキュベーションめ設計一

小樽商科大学ビジネス創造センター

　　　日本開発銀行三三支店



はじめに

北海道は今，開拓以来の危機にさらされていると言われている。危機的状況の訪れはこ

れが初めてではない。過去の歴史の中でも石炭産業や重厚長大産業の蓑退，経済の國際

化に伴う国内企業誘致の行き詰まり等，何度も構造的な危機を迎えている。その度に公

共事業に支えられてきた土木建設業や農林水産業を中心とした脆弱な産業構造が指摘さ

れ，：域際収支の大幅な赤字や公共事業依存体質からの脱却のための自立化が叫ばれ続け

てきた。しかし残念ながらこのような根本的な問題は解決されぬまま今日に至っている。

この間，北海道経済を救ってきたのは，景気対策のための公共事業の積み増しや様々な

形での地域優遇政策あるいは道外の景気回復の波及であった。

しかしとうとう狼は来た。バブル崩壊後，長期にわたり道内の景気も低迷し，一昨年秋

の北海道拓殖銀行の破綻以降，大型の倒産も続発，厳しい状況にある。重要な点は北海

道を巡る3っの環境変化である。第1が三三破綻に見られるような市場主義への移行で

あり，地域の枠組みを超えて競争が激化することになる。第2が経済のグO一バル化で

あり，企業が国境を超えて立地環境を考える時代に，≡大都市圏等から地方圏へ工場を

誘致することはさらに困難になっている。第3は少子高齢化による成熟化社会への移行

であり，これに伴い長期的に財政が逼迫し公共事業縮減が見込まれる。行財政改革の一

環として決定された北海道開発庁の国土交通省への統合は，これら環境変化の一つの現

れである。

今回の報告書は，平成9・10年度の2年間にわたる小樽商科大学ビジネス創造センタ

ー（旧経済研究所）と鷺本開発銀行札幌支店の共同研究成果をまとめたものである。私

達はどうずれば北海道経済活性化のために新規事業を創造することができるか，という

課題に対して1つの解を得た。岡じ目的のために既に違うアプローチで様々な実践的活

動を展開している人達が多くいる。今回の報告書が，これら北海道経済活性化のための

活動に関与されている方々に対し何らかの示唆を与えるものとなれば幸いである。

なお，最後に今回の調査にご協力いただいた企業，学校，自治体およびその関連団体等

の方々にこの場をお借りして厚く御礼を申し上げたい。

平成丸年6月
研究副主査　村田　明夫
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要旨

（1）前提

われわれは，北海道には日本・アジアの成長地域となりうるく地域優i位性〉が存在する

との共通仮説に立ち，この地に新たな成長産業を根付かせるために必要なく地域型ベン

チャー支援〉に関する「小樽商大＋開銀／2力年共同研究プロジェクト」を平成9年度
より開始した。

第一年度である平成9年度研究では（平成10年7月公表），北海道にとって有望な成
長産業を探るため，北海道の主要な中核都市におけるベンチャー系企業に関するフィー

ルド調査を行った。その結果，北海道のく地：域優位性〉を活かした独自戦略に基づき成

長する7社の製造系ベンチャー企業が浮上した。そして，これらの製造系ベンチャー企

業のく創業者〉〈創業環境〉〈経営資源〉に関して類型化を行ったところ，地元高専を

卒業後首都圏大手メーカーに10－15年勤務した技術者が，地元にU（1）ターンし
た後，およそ10年間の苦労を重ねて起業に成功するまでのパターンが検畠された。

そこで，研究二年度である平成10年度研究では，これから北海道内に銭本・アジアの
成長地域を形成するにあたって，中核を担うであろうベンチャーの創業者として，地元

高専卒業者で首都圏メーカーに勤務経験がありく篇ア技術〉とく道外マーケティング先

〉を既に有していると考えられる〈U工種一ン技術者〉に焦点を絞り，彼らに対するベ

ンチャー支援システムの研究に着手した。

（2）理由

われわれは，本研究報告書のなかで彼らを〈U工夕一ン＆ベンチャー〉と定義した。そ

の対象となる地元高専卒業生とベンチャーの関連性を調べるため，善都圏におけるビジ

ネスマンの学歴別・年代別のUターンと独立意識に関する調査データを入手して分析し

た。次に，地元4高専のうちパイロットスタディとして函館高専卒業者を対象とする道

外勤務者の起業意識調査を実施した。

その結果，首都圏ビジネスマンのうち，年齢別では30歳代，学歴別では高専卒業生の

独立起業意識が特に高いことがわかった。また，Uターンでは北海道出身者の希望が最

も高いことがわかった。さらに，道外に勤務する函館高奪卒業者（有効回答者151名）

のうち蓬7．9％が起業希望であると回答し，起業かつUターンを希望する者の割合は

10．6％に達した。すなわち，アンケートに回答者の約5．6人に蓬人が起業希望を有

し，約9，4人に1人が起業かつUターン希望を有していることが確認された。

（3）結論

そこで，はじめに，既存の道内インキュペーシ3ン施設を調査してその現状を分析した。

つぎに，技術力と道外マーケティング先を有する高専卒業技術者を〈UIターン＆ベン

チャー〉として受け止め，彼らに対して創業期に必要とされる支援プログラムを提供す

ることができる理想的なインキュベーションについて，ハード薗とソフト面の両面から

設計を試みた。

最後に，われわれは，既存の道内インキュペーシ霧ン施設がより効果的に〈Uエターン

＆ベンチャー〉を受け入れ，事業化の促進を支援していくためには何が必要なのかとい

う点について考えた。特に，：スタンフォード大学の夕一マン教授や，台湾・新竹サイエ

ンススパークの工業技術院が果たした役割を参考にして，効果的なコーディネート機能

について考察し，本研究のまとめとした。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　砺究主査　瀬戸　篤



1　従来の地域型ベンチャー起業プロセス

地元高専卒業　→　首都圏大手メーカー勤務15年今　　独力で起業準備10年
　　　20歳　　　　　　20歳一35歳　　　　　　　　35歳一45歳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地元ベンチャーとして起業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　45歳

ll　これからの地域型〈U工夕一ン＆ベンチャー〉起業プロセス

地回高専卒業　　→首都圏大手メーカー勤務15隼

　　　20歳　　　　　　20歳一35歳

　　　　　　　　　　　　　　↓

（内外の各種支援）→ 道内ベンチャー・インキュペーシ黛ンへの入居（起業準備）

　　　35歳一38歳

　　　　　↓

地充ベンチャーとして起業

　　　　38歳



序章　小樽商科大学と日本開発銀行の共同研究体制

発足経緯と研究目的

1－1　小樽商科大学

小樽商科大学（以下，小樽商：大）は，東京商科大学（現一橋大学）と神戸商業大学（現

神戸大学）に続き1910年（明治43年）に設立された国内唯一の国立商科大学であ
る。長年にわたり北海道はもとより広く心内および海外へ人材を輩出している。

今，大学には研究機関としての質の高さ，教育機関としての良質な人材供給とともに，

社会・地域への貢献が期待されている。このような動きに一早く対応し，小樽商大は，

平成9年5月に札幌市内中心部に「札幌サテライト」を設置して社会人大学院生の受け

入れに積極的に対応している。本研究は「札幌サテライト」を活縮し地：域への翼献を翻

的に社会人大学院生もメンバーに含めた共同研究プロジェクトとして組織されたもので
ある。

さらに，平成11年4月から学内組織の経済研究所を改組し，個人や企業から新規事業

や二丁に関する相談を受ける「ビジネス創造センター（CBC＞」を開設した。CBC
（Ce醜er　for　8uslness　Creatioのは，産学連携により新産業創出や地域活性化を目指

す企業経蛍に直結した実践的な学内組織であり，学内外の研究者や専門家によるプロジ

ェクト単位でく事業計画の作成〉〈マーケティング〉〈法的問題〉など新規事業の立ち

上げ時に発生する様々な問題について相談に応じて，適切な助言と支援を行う戦略的な

ビジネスのための組織である。

1－2　日本開発銀行

日本開発銀行（以下，開銀）は，金額政府出資の総合政策金融機関として1951年（昭

和26年）に設立されて以来，国の時々の政策課題に対応し幅広い分野にわたり多面的

な活動を行っている。その重点対象分野については常に見直しが行われ，現在では，①

国民生活の基盤となる社会資本の丸山な整備，②地球環境問題への取り組みを含む環境・

エネルギー対策，③新規事業の支援などの経済構造改革や地域活性化を重要な政策課題

としている。

これらの課題に対する開銀の基本的な機能は，長期低利資金の融資を中心とした与信業

務に加え，プロジェクトの形成を支援するためにその企画段階からノウハウを提供，参

加者闘の調整等にも取り組んでいるほか，各種政策提言，プ日ジェクトに対するコンサ

ルティング，マクロ経済・産i業調査等の調査研究・情報提供活動等を行っている。

〈知的財産権担保融資制度の導入とベンチャー融資〉

開銀がベンチャー支援に本格的に取り組んだのは，平成7年度からである。経済のグ目

1



一バル化，国内既存産業の成熟化等により鈍化した成長力を高めるには次世代を担う新

たな事業者を育成していくことが不可欠と考えたからである。

しかしながら，ベンチャー企業に低利資金を融資するには1つの大きな問題が存在した。

そもそもベンチャー企業の資金調達が困難なのは，金融機関からの借入に際し事業の収

益性が不透明なことに加え，土地彊物等の不動産や機械設備等の動産を保有していな

いため担保力に乏しいからである。このため開銀では　ベンチャー企業の持つ特許権や

プログラム著作権等を担保として評価する「知的財産権担保融資　を導入した。

知的財産権担保は，特許権やプログラム著作権により得られる将来収益からその収益を

あげるための将来費用を控除して，現在価値に割り引くことにより評価する。この手法

の導入により，物的担保に乏しいベンチャー企業にも融資による資金調達の道が開かれ

ることになった。また開銀が知的財産権を摂保として融資を行うことが呼び水となり，

民間金融機関の協調融資が誘発されるという効果も現れている。

〈新銀行の発足〉

開銀は，平成11年10月から北海道東北開発公庫（以下，北東公庫）とともに，新た

な政府系金融機関「日本政策投資銀行」としてスタートする予定である。開銀は全国レ

’ベルでの国の政策課題に対応し地域の発展を目指してきた。他方，北東公庫は北海道・

東北地方の地：域開発を三二的とする機関である。このような両機関を統合し設立される

新銀行の重点は，①経済社会の活力の向上および持続的発展，②豊かな国民生活の実現，

③地域経済の自立的発展，の3分野であり，ベンチャー企業の育成により北海道経済を

活性化し豊かな地域社会の構築に糞献していくことは新銀行においても引き続き重要な

i業務と位置づけられている。

1－3　共同研究の発足と研究ステージ

小樽商大は地域社会への貢献を霞指すく社会科学系国立：大学〉として　開銀札幌支店は

地域経済の振興を量的としたく総合政策金融機閣〉として　両者とも北海道において地

域のベンチャー企業を育成・支援していこうとする方向性は共通している。この2つの

機関を共同研究に結びつけたのが，小樽商大「札幌サテライト」であった。サテライト

は両者がベンチャー支援に関し意見を交換する出会いの場となり，共同研究発足後は繁

密な定例研究会を実施する絶好の場所となったのである。

それでは，両者が共同研究することにどのような意義があるのだろうか。小樽商大は国

内唯一の国立商科大学としてのビジネス分野における知晃と，長い歴史の中で培ってき

た地域とのネットワークがある。開銀には金融機関として民間企業と直接取引する中で

蓄積してきた企業経営に関するノウハウと，国や臼治体等様々な公的政策機関とのネッ

トワークがある。これらを融合することによって，全国でもめずらしい社会科学系大学

を核とするく産学連携共同研究プロジェクト〉が成立したのである。

研究は平成9年度から2年間におよび，研究ステージの概略は以下のとおりである。な

お，第1段階については中間報告書として既に平成康○年7月に，小樽商科大学経済研

究所と日本開発銀行札幌支店の共同で『地：域型ベンチャー支援システムの研究1一道内
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製造系ベンチャー企業のケーススタディー』（小樽商大経済研究所ディスカッシ滋ン・ペ

ーパー・シリーズNo．48）として公表済みである。

〈研究ステージ〉

第4段階（平成9年度）：道内で創業した製造系を中心とする中小企業のフィールドサ

ーベイを行い，彼らが遭遇した創業期における問題点とその解決策を探る。これらの結

果から，①人材，②技術，③マーケティング，④資金，の4分野において共通して有効

と考えられる経営戦略を抽出し，地：域型ベンチャー企業の創業プロセスをモデル化する。

第2段階（平成10年度）：平成9年度の研究成果から得られた創業プロセスのモデル

実現に向けて，その具体的かつ実践的な支援システムの構築を圏指す。すなわち，北海

道で新たにベンチャービジネスをスタートさせるために必要とされる支援システムのあ

り方について，潜在的支援対象者と想定される工業高等専門学校卒業生にアンケート調

査を実施する。さらに，道内既存のインキュベーション施設に対しインタビュー調査を

実施し，今後望まれる地域型ベンチャー・インキュベーションの設計を試みる。

1－4　まとめ

以上のような研究ステージを経て，われわれは道内の工業高等専門学校を卒業し首都圏

等で活躍している二二を〈U三夕一ン＆ベンチャー〉という形で誘致し，彼らの有する

技芸力により，広く道外に市場を求められる製造系ベンチャー企業へと発展させるため

のく地：域型ベンチャー・インキュペーシ藷ン〉を設計する。

そもそも北海道が開拓以来今日の姿まで成長を遂げたのは進取の精神に富んだ多くの入

植者の努力によるところが大きい。このことは北海道が潜在的には新産業創出に適した

風土であることを示していると思われる。われわれは現在の危機的状況を第2の開拓期

到来ととらえ，U工夕一ン技術者によるベンチャー企業が21世紀の北海道経済を担う

存在となってくれることを期待し，これを支援していきたい。
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第2章　平成9年度研究のまとめと示唆

現在，北海道は国内公共投資削減のなかで拓銀破綻を経て重大な経済危機に直面してい

る。こうした状況を打破するためには，〈企業家〉によるベンチャー企業の創出を促し

地域経済を新たな発展段階に移行させる他ない。だが，従来型の経済社会システムでは

情報と経済の東京一極集中が避けられず，遠隔地域におけるベンチャー企業創出は困難

と考えられてきた。このことが事実とするならば：，570万人の人口と，欧州の一国に

も匹敵する経済力を有する北海道に将来はないことになってしまう。

しかしながら，ベンチャー企業の輩出で有名なシリコンバレーも，躍大なアメリカ合衆

国の東部にある首都ワシントンDCから遠く離れた西海岸カリフォルニアの針の点ぼど

の狭い地域に過ぎない。そこで，小樽商科大学「ビジネス創造センター一（CBC）」（旧

経済研究所）と日本開発銀行札幌支店は，北海道という遠隔地域におけるベンチャー創

出の可能性について，実証分析を行うべく共同研究を開始した。

2－1　コスト比較

まず，岡研究チームは「菖都圏からの遠隔地域におけるベンチャー創出は不利である？

との仮説を立て，ベンチャー企業が事業展開を回る上でのコスト負担について，北海道

内の5都市（札幌・函館・苫小牧・旭川・釧路）と国内他地：域4都市（仙台横浜・大阪・福

岡），アジア7ヵ国（韓国・中国・香港・台湾シンガポール・マレーシア・タイ）の間でコ

スト比較を行った。

それによると，国内他地域およびアジアとのコスト比較面では　「ベンチャー創出面で

地域は不利である？」ことの積極的な理由は見つけられなカ・つた。なぜなら，

第1に，用地費や人件費について，北海道には国内他地：域はもとよりアジアに対しても

優位性が認められた。

第2に，物流コストや交通コストについて，エアー・ドゥの就航や新千歳空港からソウ

ル・アムステルダムへの定期便の就航などにより，北海道は対東京や対アジアの道外マ

ーケティング面で格段不利とは欝えない。

第3に，北海道拓殖銀行の破綻後困難な状況にあるといわれる金融コストについて，貸

出金利に明確な差異は認められず，各種公的資金の投入メニューも豊蜜であることを考

えると，北海道はベンチャー企業の資金調達面で格段不利とは繕えない。

とは濯うものの，北海道地：域が官依存体質から抜けきらず，公共事業の削減がただちに

地：域経済のパフォーマンスを悪化させることにつながっていることは紛れもない事実で

ある。これは，とりもなおさず製造業の産業集積が未成熟なことに起因しており，ベン

チャー企業の創業面でも多くの地：域的ハンディが存在することを示唆している。そこで，

次に，道内を基盤として活躍するベンチャー企業についてフィールドサーベイを行った。
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2－2　道内製造系ベンチャー企業のフィールドサーベイ

同研究チームは，予備的調査と経営者への直接ヒアリングを行い，①現経営者が創業者

であること　②創業場所が北海道であること　③道外マーケティングに積極的であるこ

と　の3条件を満たしながら現在も急成長を遂げる道内製造系ベンチャー企業7社を取

り上げることとした。なお，このフィールドサーベイの対象7社プ［］フィールとその調

査口耳は次のとおりである。

図表2－1　道内製造系ベンチャー企業7社のプロフィール

A社 B社 C社 D社 ε社 F社 G社

概要 金属加工
半導体製

｢装置
食品機械 バイオ 住宅

エンジニ

Aリング
ソフトゥ

@ェア
設立後経過年 10奪 9年 20年 14年 蓬3年 雀0奪 7年

資
本
金

設立時曽　　曽　　曽　　一　　需　　冊　　需　　彌　　柳　　腎　　甲

@現在

20菖万円曽魅一一一謄盟扁冊騨騨静

Q0欝万円

5百万円鵯　　嘩　　一　　一　　髄　　一　　一　　圏　　圏　　謄　　瞥　　團　　需

H3百万円

10百万円騨　　騨　　輔　　騨　　僻　　，　　一　　脚　　嘩　　単　　嘔　　一

R0百万円

5百万円幽”曹曽幽“一瞥望一髄■憎

R壕0颪万円

組百万円曾需冊一目輔轄噌“噛魅駒

W7百万円

15百万円髄曽髄唖曹凹一謄曽謄辮需”

P5蕎万円

穏否万円騨　　，　　補　　柵　　”　　｝　　椿　　齢　　轄　　”　　尊　　い　　即

R◎百万円

年平均

ｬ長率
0．G％ 11．2％ 5．6％ 352％ 18」％ G．0％ 15．尋％

従
業
員

設立時騨粛騨陶一幽幽髄酬噛閥

@現在

　絡名騨，”騨辱胃静棒魑畠曽瞥

@青嵐

　3名謄需隔需”卿¶r隔需卿鱒囎

@52名

　3名甲幽幽一幽謄謄謄曽旧帽盟

@47名

　5名需　　胴　　”　　需　　”　　，　　”　　需　　”　　旧　　”　　需　　俸

@38名

　4名｝曹P憎幽働幽一圏響腫開

@37名

　2名需需一辱榊湘縣静騨唱管夢一

@8名

　7名幽嘗嘗髄幽幽曽謄曽需帽謄縣

@60名
年平均

ｬ長率
誓．6％ 37．3％ 14．7％ 15．6％ 18．7％ 14．9％ 35．9％

道外売上比率 75％ 40％ 50％ 8G％ 20％ 5ア％ 70％

インターネッ

g導入年月
8年葉0月 7年7月 9年12月 9年2月 10年3月 10年2月 7黛12月

産学連携先 道立研
道立研

送ｧ大
道立研二

国立研
送ｧ：大

道立研

（注）従業員数には社長本人を含まない。

図表2－2　調査項闘
調査項霞 内容

1．会社概要 会社の事業内容

o営者が北海道で事業をスタートさせるに至った経緯

2．経理理念と

@伝達方法
会社経営に当たって経営者がどのような理念を有しているか

ｻの理念をいかなる手段を通じて各社員に伝達・薬有しているか

3．競争力の源泉 競争の中で成長を遂げていく上で，自社にとって最大の競争力の

ｹ泉は何か
4，，経営資源の

@獲得プロセス
経営資源をいかにして獲i得してきたか

ｻ時点での経営資源の蓄積状況はどうか

iA）人材，（B）技術，（C）マーケティング，（D）資金の4
ﾂの視点から整理

5．企業経営

@環境の比較
北海道という立地環境は国内外の他地域と比較して，有利不利い

ｸれと考えるか
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図褒2－3 フィールドサーベイ対象企業の一人当たりの売上高・当期利益
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2－3　ケーススタディ（創業者，創業環境，経営資源）

そして，フィールドサーベイに墓づき，（壕）創業者，（2）創業環境，（3）経営資源，

の3っの観点で，地：域における革新的なベンチャー企業の創業プ〔］セスに関するモデル

化を行った。その結果，次のことが明らかとなった。

（1）創業者

図表2－4　創業者のパーソナル・データ

出身地 最終学歴／専攻 新卒時職業／地域 創業直前職業／地域 創業時年齢
A 神奈川 高校／機械 自営　　／神奈川 自営　　／群馬 33

B 北海道 毒縛／機械 大手企業／東京 中小企業／北海道 36

C 北海道 高専／機械 中堅企業／東京 自営　　／北海道 33

D 北海道 大学／農業経済 無職　　／北海道 自営　　／北海道 28

E 北海道 大学／建築 中堅企業／北海道 自営　　／北海道 30

F 北海道 大学／電気 大手企業／北海道 大季企業／北海道 57

G 北海道 大学／経営情報 大手企業／神奈想 中小企業／北海道 42

7社のうち，創業者が設立当初から明確なストラテジー（企業戦略）をもって企業創造

したケースは1社に過ぎなかった。また，経営者（創業時平均年齢　37歳）の出身背

景を見ると全員が理工系（農業経済および経営情報を含む）の出身であった。さらに，

その出身地を見ると6名（大卒4名，高専卒2名）が道内出身者であり，うち3名が首

都圏からのUターン組であった。

すなわち，首都圏で勤務するメーカー技術者が　故郷に家族とともにUターンし　無我

夢中で働いた結果がく地域型ベンチャー企業の創造〉につながっている。

（2）禽弓業環境

図表2－5　地域ハンディと各社インタビュー結果

地理的要因 コスト要因 自然環境要因

A社 ○ ◎ ◎

8社 ◎ ◎ ○

C社 ◎ ＠ ○

o社 ◎ ◎ ◎

E社 ○ ◎ ◎

F社 × ◎ ○

G社 △ ◎ ○

ベンチャー企業にとっての創業環境における地域のハンディをまとめると，（イ）地理

的要因，（a）コスト要因，（ハ）自然環境要因，の3つに大別された。分析の結果，7

社は「地域におけるハンディ」をぽとんど感じていないことが明らかとなった。すなわ

ち，ダイナミックに成長を続けるく地：域型ベンチャー企業〉にとって　地域ハンディは
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存在せず　一般的にはハンディと考えられる地：域特性をかえってアドバンテージとする

ことが判明した。

（3）経営資源

図表2－6　経営資源と地：域特性

（A）人材 （8）技術 （C）マーケティング （D）資金

地理的要因 ◎（Uターン） ◎ωターン） △（遠隔性） ○（地元儒金）

コスト要因 ◎（低生活費） △（委託先無） ×（航空運賃） ◎（用地費安）

自然環境要因 ◎（通華加ス無） O（環境関連） ○（地域ブランド） ○（冷房費安）

少数ながらも存在する地：域型ベンチャー企業は　製品開発製造販売の各段階における

低コスト化と積極的な道外マーケティングに基づき　技術水準において何等遜色ないか

それ以上の技術水準にある製品を善意圏価格で納入することによって　首都圏企業をは

るかに上回る高付加価値（利潤）を実現している。

このようなく低コスト高付加価値経営〉を可能とする要因は，蒼都圏と比較すると恵ま

れた生活環境等を活かして首都圏に準ずる給与で優秀な人材を獲得するとともに，経営

パートナーあるいは持ち株等を通じた経営参加により強い一体感を確立し，高い技術力

を活かして顧客のニーズに即したもの（少品種少量の受注生産）を，極めて短期間（大

企業で3－4年かかる開発期間を3－6ヵ月に短縮）に開発することである。

特に，会社から車で5分圏内に社員の半数が戸建て住宅を取得した結果，可能となった

24時間のフレキシブルな出勤体制の実現による効率的な開発生産体制が達成されて

いる。また，インターネットと飛躍的に向上した航空アクセスを活用することにより，

コストを低減するとともに遠隔地であることが先方企業の稟議を早めるなど時間という

大きなコストを軽減できるメリットもある。さらに，，創業期におけるく地元細金地銀

支店〉の役割は極めて高いことなどから，地域にあることがアドバンテージ足り得るこ

とが確認された。

そして，7社金てが「人材と技術は不可分な関係にあり，技術力のある人材がベンチャ

ー企業にとって簸大かつ最良の経営資源である　ことを強調している。地：範型ベンチャ

ー企業は，立ち上げ時には当然ながら人材をく三途採用〉でスタートするのが常である

が，地域であるがゆえに首都圏では望めない逸材を無名のベンチャー企業が採用できる

優i位性があり，特に，北海道出身のUターン希望技術者を首都圏で見出すことはそれほ

ど困難な作i業ではない。

図表2－7 ケースB社（従業員48名／インタビュー時点）における技術系社員
（23名）の学歴構成

歴学終最

専高

校学修専

学大

社員数

　16名

　4名
　　3名
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例えば，B社においては技術系社員の約70％を地元の高専の卒業生が占めているが，

経営者が地元の高専のOBであることを活かして，首都圏の中堅以上のメーカーで生産

担当エンジニアとして5－10年働いている岡窓生を中途採用の対象とするとともに，

企業の成長にあわせて中途・新卒のベストミックスを考え高専の卒業生を申心に効果的・

効率的に採驚し，新たな製品開発に結び付けている。

2－4　まとめ

以上のように，ベンチャー企業の創造にあたって一般的には不利と考えられる地：域のハ

ンディを，かえってアドバンテージとして見事な成長を遂げるくベンチャー企業〉とく

企業家〉が北海道にも存在することが明らかとなった。すなわち，韮塵鍵篁
で触れるA・サクセニアン博士のいう「Re｛o桑a蓬Adva眈a　e（地域の優i位性）が　少な

くとも技術者獲得面では存在することをわれわれは発見した。

したがって，このような「Uターン技術者にターゲットを絞った支援システムの構築

が効果的であるという仮説に到達した。次なる課題は，彼らをどのように発掘してどの

ように支援するかである。

このため，研究2年目にあたる平成10年度では，「UI夕一ンと創業を有機的に結合

した地：域型ベンチャー創造に対する支援システムのあり方」について，自治体，高専，

そして潜在的起業者を対象と：する各種インタビューとアンケート調査を実施し，連携事

業の異体的設計に着手した。

（担当：佐藤）
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第3章　函館高専卒業者対象起業意識調査アンケート

前章で振り返ったように，平成9年度研究によって，道外に就業在住する北海道出身技

術者によるU（1）ターンと起業との有機的結合が，北海道における製造系ベンチャー創

出にとって極めて有望であることが明らかになった。特に，ベンチャー創業者の人物像

として，また，その後の人材獲得面において，地元工業高等専門学校（工業高専）卒業

生の優位性は顕著であった。

（高い技術力をもった人材資源＝高専＋Uターン）

本研究のケーススタディで注目されたのがく高専〉卒業考の存在である。対象ケースのB社お

よびC社の社長の最終学歴が高専となっており，B社社長の出身地と高富および会社所在地は

一致している。

こうしたことは弛のケースでは発生していない。そこで，B社およびC社の経営者に「三三出

身であることのメりット」を質問したところ，極めて酷似した回答が得られた。それはく人材

獲得面での有利さ〉である。

（中略）

これらエンジニアたちが，35歳前後に20年目キャリアをもって出身地にUターンし製造系

のベンチャー企業を起こした場合，地域型ベンチャー企業の誕生と地域の産業構造の高度化に

多大な貢献をはたしうる存在であることが，今回のフィールドサーベイから得られた歯釜な惰

報となった。

（『地域型ベンチャー支援システムの研究1£PP．62－63）

（A＞経営資源一人霧一からみた地域アドバンテージ

以上に述べたUターン人材の集三体としての地域型ベンチャー企業とは，他のベンチャーには

見られないく地縁〉を経済活動の主軸においた新たな原始共鶴体の再構築として見ることもで

きる。このように地域におけるアドバンテージの人材禰で各社が指摘している点は，①採用面

での優位性，②北海道生まれ，である。

（『地域型ベンチャー支援システムの研究増ひ．49）

さらに，高専卒業生による〈UI夕一ン＆ベンチャー〉の可能性を確認するため，巻来

参考資料にあるとおり，（株）リクルートリサーチによる『蒼都圏ビジネスマンの就業

意識に関する調査望997』において，「高奪卒の首都圏ビジネスマンの独立意向やそ

の課題」，「北海道出身者のUターン意向やその課題」などについての検証を行った。

この調査は，（株）リクルートリサーチが，首都圏在住のビジネスマンが望む働き方を

明らかにするために1990年から1997年までの間5園にわたり実施している大規
模調査であり，大きく変動する社会環境や企業の人事制度に対して，働く人々がどのよ

うな働き方を望んでいるのかを探っている。

今回は，その最新調査である『首都圏ビジネスマンの就業意識に関する調査1997』
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のデータを分析することにより，以下の6項目において，〈U工夕一ン＆ベンチャー〉

の可能性が支持されることを確認できた。

①最終学歴が高専卒のビジネスマンは，他学歴のグループと比較して，明らかに独立

　意向の比率が高い。

②独立意向度に関する質問に対して，最終学歴が高専卒の20歳代，30歳代のグル
　ープでは「すぐにでも独立したい」「近い将来独立したい」との積極的な回答の比

　率が明らかに高い。

③独立意向者が回答したく独立に向けた課題〉からは，「高専卒で30歳代の独立意

　唖者は，商品力・技術力をもち，独立について家族の理解・協力を得やすいが，経営

　ノウハウに乏しく，資金が足りない」と推測できる。すなわち，これらの課題を解

　消できれば彼らは独立という選択肢に大きく踏み出すことが可能になるということ

　である。

④北海道出身で首都圏在住のビジネスマンは，他のどの地域出身者よりもUターン転

　職意向が強い。Uターン転職を希望する理由としては，「生まれ育った土地への愛

　着」および「両親の世話をしなければならない」の2つが多い。

⑤Uターン転職意向者が回答した〈Uターン転職が困難な理由〉としては，「希望を
　満たす会社がない」，「求人の絶対数が少ない」，「年収が下がってしまう」という3

　つに加えて，「家族が同意しない」，「子供の教育問題」も屠立った。すなわち，自

　分の培ってきた技術等を活かすことができ，年収のイメージがつき，家族の岡意が

　得られれば，独立への不安を解消でき，〈U群議一ン＆ベンチャー〉の実現可能性

　を高められるということである。

⑥Uターン転職意向の回答と独立意向の回答を単純にクロス集計したところ，Uター

　ン転職意向者は，独立意向の比率が高い。

次の課題は，以上の首都圏での調査結果が地元高専OBにもあてはまるか，という疑問

である。そこで，われわれは国立函館工業蕎等専門学校（以下，函館高専）卒業生を対

象とした起業意識調査アンケートを平成10年1－2月にかけて実施した。アンケート

では，「地元工i業高専出身者を中心的な担い手とするU（1）ターンと起業の有機的結

合は，北海道のく地：域優位性〉を活かす製造系ベンチャー創出の一形態として，極めて

現実的であり有望である」との仮説を検証するべく，高専卒業生の属性（プΩフィール，

職歴など），〈U王ターン＆ベンチャー〉の課題，求められる支援策などに関して質問

し詳細な回答を得た。
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3－1　工業高等専門学校

ここで，あらためて「工業高等二二学校」について概観しておく。

（1）高等専門学校（高専）

高専は，鶏本の経済・社会の発展を支える科学技術の著しい進歩に対応できる「優秀で

実践的な技術者」を養成し，科学技術の振興を図ることを目的として，昭和36年の学

校教育法一部改正によって37年度に創設された。中学校卒業程度を入学資格とする5

年制の高等教育機関である。

学生たちが多感な青春時代の5年間（おおよそ16－20歳）を分断なく高専で送るこ
とを考えれば，ロボット・コンテスト参加をはじめとする高専時代の思い出，恩師・友人・

同級生・先輩・後輩，懐かしい寮生活など，高専の所在地に特別の望郷心を感じる卒業生

が多いことは，決して不思議ではない。

『文部統計要覧（平成40年版短（文部省編；平成10年4月）および『平成9年度　学

校基本調査報告書（高等教育機関編）』（文部省編；平成10年3月）によると，平成9

年の高専の学生数，教職員数，就職者数などは図表3一喋のとおりである。

図表3一壌　国内高専，大学の学校数，学生数，教職員数，就職者数

学校数 学生数 教員数 職員数 就職者数　　　　i”腎髄一騨一曹謄需卿曽瘤髄罰騨一謄曽需需一曽帽

@　　　：製造業1技術者
高専 国立 54 49，203 3，823 3，009

公立 5 4，511 391 169

私立 3 2，580 170 28

合計 62 56，294 4，384 3，206 7，壕2喋　i　3，287i　6，406

道内 5 4，190 33蓬 撲．A． N．A．iN．A．iN．A．

大学 国立 98 614，669 58，855 58，486

公立 57 9ち642 8，880 1ち474

私立 43蓬 ち927，479 74，047 401，767
愚　　　　　　　　　　　　　　　　　1

合計 586 2，633，790 44ち782 171，727 349，27蓬　i71，155　i　73，291

理工 糾。A． 552，384 幾．A． 鑓．A． 　　　9　　　　　　　　　　　　　　　　　駈
V9，951　；25，760　1　62，007

道内 26 85，306 5，460 N．A． 40，388　1　　鑓．A．　i　　　糾．A．

（注）1．大学には，短期大学，大学院を含まない。

　　2、理工は，大学合計の内数で，専攻分野が理学および工学の者の数。

　　3．道内は，それぞれ高専合計，大学合計の内数で，道内の数。

現在，金国で，工業高専57校（国立49校，公立5校，私立3校），商船高専5校（国

立5校）の計62校が設置されており，うち道内には，工業高専5校（国立4校，公立

1校）が設置されている。道内人口の全国比約4．5％，道内大学数の全国比4．4％（国

立大学で7．4％）に比較して，道内高専数の：金国比は8．コ％（国立高専で7．4％）

と高く，北海道に優遇された配置となっている。

もし，高専卒業生によるベンチャー創出が有望であることが確認できるならば，北海道
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は高専数の面でも優位性を有した地域ということができる。

（2）道内4国立工業高専

道内には，4校の国立工業高専と1校の公立工業高専（インダストリアル・デザイン学

科を有する「札幌市立高等専門学校」）が存在するが，ここでは，対象を国立工業蕎専

に絞る。平成10年度の各校の『学校要覧』によると，道内4国立工業高専の概要は図

袈3－2のとおりである。

図表3－2　道内4国立高専
旭　　　　娼 釧　　　　路 苫　　小　　牧 函　　　　館

開　校　年　月 昭和37年4月 昭和40年4月 昭和39年4月 昭和37年4月
教　　　員　　数 63 75 78 78

事務系職員数 53 54 53 54

専　門　学　科 機械工学科
d気工学科
血苡﨣�H学科
ｨ質化学工学科

機械工学科

d気工学科
d子工学科
﨣�H学科
囃z学科

機械工学科

d気工学科
﨣�H学科
ｨ質工学科
ﾂ境都市工学科

機械工学科

d気工学科
﨣�H学科
ｨ質工学科
ﾂ境都輩工学科

学　　　生　　数

@　　量鴨　胴　刷　刷　一　層　■　曽　瞥　讐　曽　曽　轡　，

@　　i道内
o身地i道外
@　　i海外

機械　　204

d気　　柑5
ｧ御　　196
ｨ質　　190

機械　　190

d気　　栂6
d子　　197
﨣�@　200
囃z　　202

機械　　202

d気　　栂2
﨣�@　183
ｨ質　　194
ﾂ境　　206

機械　　喋99

d気　　209
﨣�@　200
ｨ質　　209
ﾂ境　　204

禽計　　985 合計　　977 合計　1，021
禽計　　785柳一¶需需”胴，曽一髄欝幽夢弊鱒卿脚胴”

@　　　775
@　　　　3
@　　　　7

1，027

@4
@11

964

@3

欝P鵯辱需騨用一曹X70

@41
@10

平成9奪度卒業者数 蓬39 嘩80 梓5 綿0

進学者数 39 21 46 36
　　　　151鼻静轄静補

喋29 暖37
就職者数　1襯需騨謄随層謄一嘗

@i道内
@i道外

　　　　9竃轄願輔柳輔冊冊一鴨需冊辮曹曽一一讐騨騨即

@　　　48
@　　　43

85

U6

63

U6

需需需

T6

W1

（注）釧路高専の学生出身地は，平成6一壌○年度の入学者数1，042名に対する内

　　訳。

3－2　起業意識調査アンケートの内容と結果

（1）アンケート実施要領

（1－a）実施地選定

研究チームが函館を第1番園のアンケート実施地に選んだ理由は，以下のとおりである。

〈第1の理由〉

平成9年度研究におけるフィールドサーベイ対象企業の中で，地元高専卒業者が創業者

であり，かつ，母校である地元高専からの人材獲得をく地：域優位性〉として活用してい

る企業の所在地であったこと。
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〈第2の理由〉

旧テクノポリス（高度技術集積都市）法の指定地：域（昭和59年7月に全国で12番目

の指定を受ける）であり，

①試験研究機関である「道立工業技術センター」（昭和61年10月開業）

②インキュベーション施設である「函館市産業支援センター」（平成窪○年4月開業）

③「テクノポリス函館」構想の推進母体として，道立工業技術センターおよび函館市

　産業支援センターの運営主体となるとともに，様々な助成・低利融資・債務保証制度

　を運用している「（財）テクノポリス函館技術振興協会」（昭和59年4月設立）

④工業団地，ジェット空港，港湾

など，新規産業創出・育成を支えるハードウェアが整っていること。

〈第3の理由〉

造船，漁業資材，水産食品加工など海洋関連分野において製造業の集積が比較的厚く，

かつ，マーケティング先として道外をにらんでいること。

アンケート実施に当たっては，函館蕎専，函館市（商工観光部テクノポリス推進室）お

よび（財）テクノポリス函館技術振興協会に対して平成9年度研究内容を説明し，函館

高専校長以下より錨研究の趣旨と意義に関してご理解を頂いた。同校地域交流委員会の

ご協力の下，平成11年1月初旬，「卒業者対象起業意識調査アンケート」を発送し，

2月中に回収し，データ入力作業を完了した。

（1－b）内容（質問項目）

アンケートの構成は，以下の6項目とした（図表3－3として実物を掲載）。

「函館高専卒i業者対象起i業意識調査アンケート」

1．プロフィール 高専卒業年，学科，現住所，家族構成，持ち家など

2．職歴 現勤務先，職種，E囎a君の利爾など

3．Uターン意識調査 Uターン希望，理由，障害など

4．起業意識調査 起業希望，プラン，起業場所，起業支援策，相談先

5．当研究への興味

6．自由コメント
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図蓑3－3　函館高専卒業者対象起業意識調査アンケート

小樽商大／起業意識調査

函館高専卒業者対象起業意識調査アンケート（秘密厳守）
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、．プロフィール
a）高専卒業年および卒業学科〉昭和　　　隼
b）年齢〉　　　歳
。）現住所（市町村名までで結構です）＞

d）出身地（市町村名までで結構です）＞

e）家族構成〉配偶者1蓋ユor処，子供：有り
f）持ち家〉有りor無し

学科卒業

入or無し

2、　職歴
a）勤務先企業の業種＞
b）勤務先企業の規模〉資本金　　　　　　円，従業員約　　　　　人

C）現在の担当職種〉麺or賞茎◎r難orその他（　　　　　　　　　　）
d）技術職種の場合の内容〉製雌亙or製品設計or製躍
　　　　　　　　　　　　　or製品製造or工壁理or量篁篁理
　　　　　　　　　　　　　orその他（　　　　　　　　　　　）

e）ε勲a日の利用〉墨or職場で利用or塑or麹里
f）これまでの職歴〉
（例；昭和○年○月一×年×月　電機関係中豊企業入社「プリント回路の設計」）

　　　　　年　月一　年　月
　　　　　年　月一　年　月
　　　　　年　月一　年　月
　　　　　年　月一　年　月

3．Uターン意識調査a）あなたはUターンしたいとお考えですか？＞YESor並旦
b）Uターンの例解時期〉　　　　　年先頃
G）Uターンしたいと考えている理由（Oを複数チェック）〉
　　⊂〕独立したい（起菜化したい〉

□故郷に帰りたい

O家族の希望
⊂］親の世話

0家業を継がねばならない
口現在の仕事に不帆足・将来に不安
口その他（

d）Uターンする上での障害（Oを複数チェック）〉
口独立のメドが立たない

O生活不安
臼適当な勤め先がない

ロ情報不足

［⊃収入の低下

口家族の反対

口現在の勤務先との関係

Oその他（

）

）
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小樽商大／起業意識調i萱

4．起業意識調査a）これまでの経験・技術を活かしたビジネス創業プランの有無〉直皇or匙
b＞それを起業したいと思うか〉思う◎r息わない
　c）その理由〉（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
d）起業するとすれば，いっ，どこで〉　　　　　　年先頃，　　　　　　市町村で
e）起業場所が北海道以外を想定しているとすれば，その理由

　　〉（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
f）現在，起業家に対する支援策を研究中です。あなたにとって有効な支援策とは何で
　　すか。（）内に優先順位を記入し，かつ必要なものを選択記入してください。

　　〈　）事業化までの生活資金支援〉隼収（　　　　　）万円程度＊（　　　）無程度

　　（　）事業化までのインキュベーションスペース〉実験室or事務室or両方
　　　　〉その場合に，望まれるインキュベーションスペースの設置場所〉大学内

　　　　　or融or公設試験研究所or公良・支1センター
　　（　）事業計画作成支援

）人　材〉雛or従業員　　orその他（
〉技　術〉試験依頼or共同研究orその他（
）事業資金〉融資　or儒用保証or出資
　　　　　　　　。rその他（
）マーケティング〉地元　◎r道外　　orその他（

）経営ノウハウ〉財務経理or法務or労務◎rその他（
）その他（※具体的に）〉

）

）
）

）

）

g）起業の公的支援制度についての情報〉知っているor知らない
h）起藁の公的支援制度の必妻性について〉必要or不要
1）起業を考えた時，誰，どの機関に相談するか

　　〉友人先輩or大学・高奪：等or公設試6r行政（国。「道or市町村）
　　　or金遡orその他〈　　　　　　　　　　　　）
ゴ）起業化するのに要すると思われる期間〉麹…or≦≧隻or簸or　7年以上

5．私たちの研究に興味はありますか？（ご興味があればレポート『地域型ベンチャー支援システムの研究1一道内製造系ベンチ

ャー企業のケーススタディー』をお送りしますので，よろしければ送付先をご記入下さ
い。）

　送付先住所　　：

　　　　氏名

　E一二a耀、またはFAX：

6。自由コメント欄（＊別紙も使って舳に感想をお書き下さい）

　　　ご協力ありがとうございました。
主査：小樽商大商学部助教授　瀬芦　篤　翻FAX：0134－27－5306　翻E－ma11：seto＠res．〇七aru想。．ac．jp
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（喋一。）対象者・対象者数

函館高専は，昭和37年4月，機械工学科，電気工学科，土木工学科（平成7年度より

環境都市工学科へ改組）の3学科で開校した。昭和41年度に工業化学科（平成8年度

より物質工学科へ改組），平成3年度に情報工学科を増設し，現在，5学科体制になっ

ている。

昭和42年3月卒業の第1期生から平成9年3月卒業の第31回忌までで，合計4，0
53名の卒業生（機械工学科1，033名，電気工学科1，033名，情報工学科78名，
工業化学科・物質工学科867名，土木工学科・環境都市工学科1，042名）を輩出し
ている。

われわれ研究チームは，函館高専と事前調整を行った結果，この4，053名の卒業生

の中から，①卒業後既に10年以上が経過している第1期生から昭和62年3月卒業の
第21期生，かつ②最新の岡校卒業者名簿において，道外勤務かつ自宅住所が判明して

いる者，という条件によって抽出される841名を当アンケートの対象者とした。

（2）アンケート結果

（2－a）回答者数（回収率）

回答者数は151名（回収率18．○％）であった。

（2－b）集計

まず，回答者151名について，Uターン希望および起業希望の2つの質問事項への回
答によって，図表3－4のようなグループ分類を行った。

図表3－4 回答者のグループ分類

　　　　　　　　　回答者総数151名

Uターン希望者　43名 起業希望者　27名

起業希望なし

　　　　総名
蓬6名 11名

起業希望不明

　　　　12名

起業・Uターンとも希望せず　97名

門に，高専卒業生のプロフィール，〈Uエターン＆ベンチャー〉の課題，求められる支

援策などに係る國答について，図表3－4のグループ分類に基づき，

　①起業希望・Uターン希望の両方を有する者

　②起業希望のみ有する者

　③　Uターン希望のみ有する者

　④どちらの希望もない者

の4つの集計を行った。
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（A）高専卒業年／現在の年齢

図表3－5
卒i業年／基準年齢 起業・uター

投�L者
起業のみ希望

ﾒ
Uターンのみ
�]者

どちらの希望

烽ﾈい者
合計

昭和42年　52歳 0　　0鑑 0　　0冤 3　27罵 8　73冤 11　100鑑

43年　5職 0　　0箔 謹　　8箔 2　唾5％ 壌0　77覧 蓬3　100覧

44年　50歳 1　14黙 2　29瓢 蓬　蓬4髭 3　尋3箔 7　100箔

45年　49歳 0　　0箔 0　　0髭 蓬　蓬3髭 7　88冤 8　100翼

46年　48歳 蓬　　9鷺 0　　0冤 壌　　9箔 9　82覧 誓　10G％

47年　47歳 0　　0髭 2　22鑑 0　　◎冤 7　78箔 9　100冤

48年　46歳 0　　0箔 1　　9％ 2　薩8晃 8　73％ 肩　100％

49年　45歳 葉　20箔 0　　0箔 3　60髭 1　20％ 5　給◎％

50年　44歳 葉　誓％ 1　1壌％ 蓬　蓬拐 6　67％ 9　1GO％

51年　43歳 1　25箔 0　　0％ ◎　　0覧 3　75％ 4　給0％

52年　42歳 0　　0％ 0　　0髭 ◎　　0髭 8　100箔 8　総0晃

53年　41歳 0　　0髭 0　　0翼 1　蓬7鑑 5　83箔 6　蓬◎0％

54年　40歳 4　50瓢 1　13％ 2　25箔 1　13鑑 8　100％

55年　39歳 1　14％ 0　　0鴛 ◎　　◎％ 6　86箔 7　蓬00箔

56年　38歳 1　25％ 0　　0％ 2　50％ 1　25罵 4　達◎0％

57年　37歳 0　　0％ 0　　0髭 壌　50鑑 1　50髭 2　蓬00髭

58年　36歳 0　　0％ 2　20髭 2　20％ 6　60箔 10　蓬0◎％

59年　35歳 4　50箔 0　　0％ 1　13鑑 3　38髭 8　蓬00％

60年置34歳 0　　0覧 0　　0箔 1　33箔 2　67％ 3　100％

6簿　33歳 1　20箔 1　20鑑 2　40％ 1　20箔 5　嘆00鑑

62年　32歳 0　　0箔 0　　0箔 1　50％ 1　50髭 2　葉00髭

合計 16　　　11覧　　　　　　11　　　7髭　　　　　　27　　　18鑑　　　　　97　　　64箔　　　　　151　　茎00髭

（注）（）内の比率は，それぞれ横のく属性〉内での比率を示す。
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（B）卒業学科

図表3－7

起業・uター
投�]者

起業のみ希望

ﾒ
Uターンのみ
�]者

どちらの希望

烽ﾈい者
合計

機械工学科 5　　9％ 2　　4％ 9　16鑑 39　7蓬％ 55　100髭

電気工学科 3　蓬0冤 3　蓬0覧 4　13箔 20　67髭） 30　10◎％

工業化学科 3　喋6冤 3　蓬6箔 6　32％ 7　37％ 雀9　400％

土木工学科 5　蓬偶 3　6髭） 8　17髭 31　66％ 47　蓬00％

合計　　　　　　　　16　斜％　　11　務　　　27　18％　　97　6嬬　　蓬5嘆100％

（注）（　）内の比率は，それぞれ横のく属性〉内での比率を示す。

（C）現住所

図表3－8
起業・uター
投�L者

起業のみ希望

ﾒ
Uターンのみ
�]者

どちらの希望

烽ﾈい者
合計

東北 2　11％ 1　　6％ マ　　6％ 14　78髭 望8　マGC器

北関東 0　　0瓢 1　　8冤 5　38髭 7　54箔 董3　蓬00髭

首都圏 10　11％ 6　　6髭 19　20％ 59　63％ 94　蓬00冤

甲儒越・北陸 0　　0％ 0　（0％ 0　　0髭 5　100鑑 5　10G箔

東海 3　27髭 0　　0％ 1　　9％ 7　64覧 誓　100％

関西 0　　0銘 2　33％ 0　　0％ 4　67％ 6　100％

その他 1　25％ 蓬　25％ 1　25晃 1　25箔 4（100罵

舎計　　　　　　　　16　1傷）　　誓　　7％　　27　18箔　　97　64髭　　蓬51100％

（注）（）内の比率は，それぞれ横のく属性〉内での比率を示す。

図表3－9
起業・Uター
投�]者

起業のみ希望

ﾒ
Uターンのみ
�]者

どちらの希望

烽ﾈい者
含計

東北 2　蓬3％ 1　　9瓢 1　4捲） 肇4　14％ 達8　雀2％

北関東 0　　0箔 1　　9鑑 5　藤9箔 7　　7箔 凄3　　9易

首都圏 40　63冤 6（55％） 壌9　70髭 59　6雀％ 94　62覧

甲信越・北陸 0　　0％ 0　　0％ 0　　0晃 5　　5％ 5　　3覧

東海 3　蓬9覧） 0　（0覧） 1　　4晃 7　　7髭 誓　　7髭

関西 0　　0冤 2　18冤 0　　0髭 4　　4鑑 6　　4髭

その他 1　　6覧 1　9％） 壌　　4覧 1　　蓬％ 4　　3％

合計　　　　　　　　総掲0％）　　1110脇　　　2710脇　　　97鐙0％　　蓬5壕10脇

（注）（　）内の比率は，それぞれ縦のくグループ〉内での比率を示す。
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（D）家族構成

図表3－10

起業・Uター
投�､者

起業のみ希望

ﾒ
Uターンのみ
�L者

どちらの希望

烽ﾈい者
合計

配偶者・子供あり 蓬3　協） 7　　6冤 雀9　15箔 84　68％ 123　10◎覧

配偶者のみあり 潅　　6箔 2　壌3％ 5　31％ 8　50％） 16　100髭

独身 2（17髭 2　17％ 3　25髭 5（42％） 12　蓬OG箔

合計　　　　　　　　16　1藤％）　　11　7％　　27　1筋　　　97　64％　　1511◎脇

（注）（）内の比率は，それぞれ横のく属性〉内での比率を示す。

図表3－11

起業・uター
投�]者

起業のみ希望

ﾒ
Uターンのみ
�]者

どちらの希望

烽ﾈい者
禽計

配偶者・子供あり 13　8偶） 7　64髭 19　70％ 84　87毘） 123　8桃
配偶者のみあり 潅　　6箔 2（18％ 5　19髭 8　　8冤 蓬6　1桃
独身 2　13箔 2　18髭） 3　11箔 5　　5箔 蓬2　8％）

隷書十　　　　　　　　　　　　　　　　　　16　　100％　　　　　　11　　100％）　　　　　27　　マ00％　　　　　　97　　マ◎0毘　　　　　季51　　100％）

（注）（　）内の比率は，それぞれ縦のくグループ〉内での比率を示す。

（ε）持ち家

図表3一唾2

起業・Uター
投�]者

起業のみ希望

ﾒ
Uターンのみ
�]者

どちらの希望

烽ﾈい者
合計

持ち白あり 5　　5髭 7　　6踏 14　嘆3冤 84　76鑑 110　100覧

持ち家なし 8　2傷 4　11％） 13　3娚 13　34％ 38100覧）

不明 3蓬00箔） 0　　0髭 0　0覧） 0　　0罵 3　1◎0髭

合計　　　　　　　　16　蓬偶　　　眉　　窩　　　27　総％　　97　6娚　　15110脇

（注）（）内の比率は，それぞれ横のく属性〉内での比率を示す。

図表3一望3

起業・Uター
投�]者

起業のみ希望

ﾒ
Uターンのみ
�]者

どちらの希望

烽ﾈい者
五二

持ち家あり 5　3傷 7　64％ 蓬4　52％ 84　87箔 誓0　73冤

持ち家なし 8（50％ 4　36％ 達3（48髭 13　13覧 38　25髭

不明 3　19％ 0　　0％ ◎　　0箔 0　（0冤 3　　2％

合計　　　　　　　　16100％）　　n　総0％　　2710眺　　　97絡0％　　蓬5110膿

（注）（）内の比率は，それぞれ縦のくグループ〉内での比率を示す。
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（F）勤務先企業の従業員数

図表3－14

起業・uター
投�]者

起業のみ希望

ﾒ
Uターンのみ
�]者

どちらの希望

烽ﾈい者
合計

50名以下 4　13％ 1　　3％ 4　13％ 22　71覧 31　100瓢

500名以下 1　　6％ 3　17箔 5　28箔 9　50冤 18　100％

5000名以下 7　13髭 2　　4％ 12　22％ 33　61覧 54　茎00％

5000名吟 4　　8％ 5　蓬0％ 6　蓬3％ 33　69髭 48　100箔

合計　　　　　　　　16　1偶　　　11　祝　　　27　綿％　　97　6棚　　15110畷

（注）（　）内の比率は，それぞれ横のく属性〉内での比率を示す。

図表3－15

起業・uター
投�]者

起業のみ希望

ﾒ
Uターンのみ
�]者

どちらの希望

烽ﾈい者
合計

50名以下 4　25覧） 1　　9％ 4　蓬5箔 22　23髭 31　21瓢

500名以下 1　　6％ 3　27％ 5　肇9％ 9　　9％ 18　12鑑

5000名以下 7　44％ 2　董8％ 蓬2　44％） 33　34％ 54　36％

5000名超 4　25％ 5　45％ 6　22％ 33　34髭 48　32髭
合言手　　　　　　　　　　　　　　　　　16　　100鑑　　　　　　11　　100％　　　　　　27　　葉00％　　　　　　97　　凄00％　　　　　151　　100％

（注）（　）内の比率は，それぞれ縦のくグループ〉内での比率を示す。

（G）ε囎a臼の利罵

図褒3一蓬6

起業・Uター
投�]者

起業のみ希望

ﾒ
Uターンのみ
�]者

どちらの希鍍

烽ﾈい者
合計

職場・霞宅とも 4　橿％ 4　11髭 5　14％ 23　64箔 36　100％

職場のみ 9　10箔 6　　7髭 17　20％ 54　63冤 86　100％

麹宅のみ 董　25％ 0　　0％ 2　50％ 葉　25黙 4　100覧

どちらにもない 2　　8％ 1　　4箔 3　12％） 窪9　76鶉 25　100晃

舎書十　　　　　　　　　　　　　　　16　　1雀％　　　　　11　　　7ラ6　　　　　27　　18％　　　　　97　　64％　　　　15蓬　　100％

（注）（　）内の比率は，それぞれ横のく属性〉内での比率を示す。

図表3－17

起業・Uター
投�]者

起業のみ希豊

ﾒ
Uターンのみ
�L者

どちらの希墾

烽ﾈい者
禽言牽

職場・自宅とも 4　25髭 4　36髭 5　19％） 23　24％ 36　24髭）

職場のみ 9　56％ 6　55箔 17　63％ 54　56％ 86　57％

醸宅のみ 1　　6鑑 0　　0％ 2　　7％ 1　　1覧 4　（3％

どちらにもない 2　13％ 1　　9髭 3　1偶 19　20箔 25　17％

合計　　　　　　　　16100％　　11100％　　27100％　　97総0沿　　15110眺

（注）（　）内の比率は，それぞれ縦のくグループ〉内での比率を示す。
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（H）Uターンしたいと考えている理由（複数回答可）

図表3一唾8
起業・Uター
投�]者

起業のみ希望

ﾒ
Uターンのみ
�]者

どちらの希望

烽ﾈい者
合計

独立起業 6　38瓢 0　　0罵 0　　0瓢 歪　　携 7　　5髭

帰郷心 9　56％ 0　　0晃 17　63％ 5　　5％ 3壌　2秘

家族の希重 2　13瓢 ◎　　0晃 5　19冤 1　　桃 8　　5箔

親の世話 1鷹　69箔 0　　0％ 嘆2　44髭 5　　5箔 28　19巽

家業継承 O　　O％ 0　　0箔 1　　4駕 0　0覧） 1　　1鷺

現状に不満足 7　44髭 0　　0鑑 3　11％ 2　　2箔 蓬2　　8％

その他 0　　0％ 0　　0％ 5　19％ 2　　2銘 7　　5％

母数　　　　　　　　　　　　　　　　　16　　壌00晃　　　　　　壌濯　　100髭　　　　　　27　　薩00晃　　　　　　97　　100鑑　　　　　151　　嘩00％

（注）（　）内の比率は，それぞれ縦のくグループ〉の母数に占める比率を示す。

（1）Uターンする上での障害（複数回答可）

図表3－19
起業・uター
投�]者

起業のみ希望

ﾒ
Uターンのみ
�]者

どちらの希望
烽ﾈい者

合計

独立のメド立たず 4　25％ 0　　0％ 4　蓬5冤 13　13％ 2哩　14髭

生活不安 7　44覧 ◎　　0％ 9　33％ 肇4　14％ 30　20％

勤め先がない 判　　69箔 1　　9％ 21　78箔 30　3端 63　尋2％

情報不足 9　56嵩 0　　0罵 11　41覧 16　16％ 36　24％

収入低下 1壌　69罵 0　　0髭 14　52覧 24　25覧 49　32冤
家族の反対 1　　6％ 0　　0鑑 7　26鑑 層　　11髭 19　唾3％

現勤務先の反対 5　31％ 0　　0罵 2　　7髭 8　　8箔 雀5　10％

その他 0　　0冤 ◎　　0箔 3　1偶 3　　3箔 6　　4％

母数　　　　　　　　1610脇　　　1110筋　　　27100％　　9710脇　　151100％

（注）（　）内の比率は，それぞれ縦のくグループ〉の母数に占める比率を示す。

（J）ビジネス創業プランの有無

図表3－20
起業・uター
投�]者

起業のみ希望
ﾒ

Uターンのみ
�]者

どちらの希望

烽ﾈい者
合計

あり 総　　94髭 1歪100瓢） 3　11％ 8　　8％ 37　25％
なし 薩　　6冤 0　　0％ 24　89覧 89　92覧 質4　75％
合言ナ　　　　　　　　　　　　　　　　　16　　葉0◎％　　　　　　壌1　　100％　　　　　　27　　蓬00髭　　　　　　97　　1◎0％　　　　　肇51　　100％

（注）（）内の比率は，それぞれ縦のくグループ〉内での比率を示す。
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（K）起業場所

図表3－21
起業・uター
投�]者

起業のみ希望

ﾒ
Uターンのみ
�､者

どちらの希望

烽ﾈい者
合計

函館・道内 8　50髭 0　　0髭 1　　4鶉 0　　0鑑 9　　6％

東北 0　　0瓢 1　　9髭 0　　0箔 1　　1髭 2　　1瓢

北関東 0　　0髭 0　　0％ 0　　0覧 1　　1髭 1　　1髭

首都圏 1　　6％ 5　45％ 2　　7％ 4　　4晃 12　　8髭

甲信越・北陸 0　　0鑑 0　　0％ 0　◎髭） 0　　0鑑 0　　0％

東海 2　13髭 0　　0覧 0　　0晃 1　　葉％ 3　　2髭

関西 0　　0％ 1　　9晃 ◎　　◎覧 0　　0％ 1　　璃

その他 1　6％） 肇　　9霧 0　　0覧 0　　0％ 2　　嘆％

不明 4　25鑑 3　27箔 24　89毘 9◎　93毘 12マ　8◎％

合計　　　　　　　　1610脇　　　11沁脇　　　2710膿　　　971G◎％　　類　10艦）

（注）（）内の比率は，それぞれ縦のくグループ〉内での比率を示す。

（L）起業の公的支援制度は必要か

図表3－22
起業・uター
投�]者

起業のみ希望

ﾒ
Uターンのみ
�]者

どちらの希望

烽ﾈい者
合計

必要 15　94％ 9　82％ 17　63鑑 50　52％ 91　60晃

不要・不明 1　　6％ 2　18髭 10　37冤） 47　48鑑 60　40箔

合計　　　　　　　　16100％　　質　10眺　　　2710脳　　　97100％　　15110眺

（注）（）内の比率は，それぞれ縦のくグループ〉内での比率を示す。

（M）起業の公的支援制度を知っているか

図表3－23
起業・uター
投��ﾒ

起業のみ希望
ﾒ

Uターンのみ
�]者

どちらの希望

烽ﾈい者
禽計

知っている 2　蓬3冤 4　36箔 4　15％ 12　12％ 22　凄5％

知らない・不明 雀4　88晃 7　64髭 23　85％ 85　88髭 129（85鑑

合計　　　　　　　　裕総0％）　　1110眺　　　27100％　　97組0％）　151100％

（注）（　）内の比率は，それぞれ縦のくグループ〉内での比率を示す。
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（N）有効な起業支援策は何か（優先順位を付けて団答）

図褒3－24　起業・Uターン希望者の団答

粒 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位

事業化までの生活資金支援
…iiiiiiiiii4：i・iiiiii　i…iiiiiiii；s 0 0 壌 0 蓬 1 0

インキュベーション・スペース 0 0 0 1 2 1 1 2 0

事業計画作成支援 0 1 0 0 0≒難iiiiiii嚢3 2 雀 0

人材 1蓑i；鴇縛密iiii；……i三4 2 0 0 0 0 0

技術 0 0 1 1 1 蓬 壌 2 0

事業資金
i…i…i、iii…6 蓬：liii懸…；li；お 0 0 1 0 0 0

マーケティング 2 壌 Oi灘鷲iii：4 壌 0 2 0 0

経営ノウハウ 1 2 0 2；；；：1；…葦iii；i15 1 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0

図表3－25　起業のみ希望者の回答
1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位

事業化までの生活資金支援 2 0 1 1 壌 0 0 1 0

インキュベーション・スペース 1 1 0 0 蓬 0 灌 1 0

事業計画作成支援 0 1 0 0 Oi；i灘…iii；i：1：3 0 0 1

入籍
；…i…：…i；、3・…i・…… 、1・：：、：3 0 1 0 0 0 0 0

技術 1 2 1 ◎ 1 0 1 0 0

事業資金 2 1＜溝・3襲：＝1……i・i・3 0 0 0 0 0

マーケティング 0 蓬 2 1 ◎ 0 蓬 1 0

経営ノウハウ 1 1 1 1 壌 1 0 1 0

その他 0 0 0 0 0 0 1 0 0

図表3－26　Uターンのみ希望者の回答
1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位

事業化までの生活資金支擾
；……㍉：i∫6 0 0 蓬 2 0 曜 1 0

インキュベーション・スペース 0 0 0 1 2：ト撫i〆4 1 2 0

事業計画作成支援 1 1 2 2 2 0 2 1 0

人材 0 2 2 1 2容1贈3 0 1 0

技術 0 2 Oi；…i・i…塵4 0 1 2 0 0

事業資金
i；；i…iii、4・；i…i…i li……；，i、・…3・・：L； ：iき：：：i3 蓬 1 0 0 0 0

マーケティング 1 2闘病4 0 蓬 1 2 喋 0

経営ノウハウ 0 2 1 2 達 1 2灘：；：；：；：13 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 3

図蓑3－27　どちらの希望もない者の回答
1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位

事業化までの生活資金支援
…iii…ii；し8 3 1 1 壌 1 1 2 0

インキュベーション・スペース 0 2 3 1・髄i｝ii…：i・、4媛藷
吊
4

1 2 ◎

事業計画作成支援 1 3妬i凶4 1 1 1：……：ゴ舷5i：：1・i；：諭 、「ζ T 0

人材 0 2 3ン：競：・…、1；：7 2 2 ◎ 3 0

技術 唾 蓬階警4 2 2淫i：；i；；i…：1：4∵：：：…i攣4 0 0

事業資金 濾蓬。薫
1：・iiご1：5 2 2 2 0 1 0 0

マーケティング 2 3 2：：1紫霊4。調鎖4 3 2 0 0

経営ノウハウ 2 3 董 2 3 3 2 3 0

その他 0 0 蓬 0 0 ◎ o 0 2
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図表3－28　有効な起業支援策として優先順位1位に挙げられた割合

譲藁化までの生活資盒支援

インキュへ’一ション・スへ’一ス

事業計醐作成支援

人材

闇闇

箏鱒簑盆

マーケティング

経営ノウハウ

その勉

0 10 20 30 40 50

繊起業・Uターン希羨事者

総起叢のみ希剛者

麗Uターンのみ希唖者

鎧どちらの希蟄もない者

60　（％）

（O）盒業の相談先

図表3－29
起業・uター
投�]者

起業のみ希望

ﾒ
Uターンのみ
�]者

どちらの希望

烽ﾈい者
合計

友人・先輩 7　44踏 5　45％ 7　26％ 葉8　19％ 37　25％

大学・高専 1　　6％ 蓬　　9％ 2　　7黙 2　　2箔 6　　4％

行政 0　0冤） 1　　9箔 1　　4箔 6　　6％ 8　　5％

国 0　　0覧 0　　0箔 0　　0％ 0　　0％ 0　　0％

道 蓬　　6％ 蓬　　9箔 0　　0髭 0　　0髭 2　　1％

市町村 1　　6鑑 2　18冤 1　　4％ 蓬　　蓬％ 5　　3髭

公設試験場 ◎　　0％ 0　　0髭 0　　0％ 2　　2％ 2　　1％

金融機関 2　13％ 1　　9覧 1　　4％ 蓬3　壌3箔 壌7　竃桃

その他 3　19％ 0　　0％ 0　　0％ 4　　4鑑 7　　5％

不明 1　　6覧 0　　0髭 15　56％ 5壌　53鑑 67　44箔
三園ナ　　　　　　　　　　　　　　　　　蓬6　　100％　　　　　　1鷹　　嘆00箔　　　　　　27　　100ラ6　　　　　97　　壌00鑑　　　　　雀5崖　　蓬00箔

（注）（　）内の比率は，それぞれ縦のくグループ〉内での比率を示す。

（P）起業に要する期間

図表3－30

起業・Uター
投�]者

起業のみ希望

ﾒ
Uターンのみ
�]者

どちらの希望

烽ﾈい者
含計

蓬年 0　　0髭 1　　9箔 1　　4％ 4　　4％ 6　　4％

3年 12　75箔 4　36覧 9　33％ 24　25銘 49　32髭

5年 ◎　　0髭 4　36路 2　　7毘 9　　9髭 肇5　で0箔

7年以上 嘆　6％） 0　　0覧 1　　4％ 2　　2％ 4　　3髭

不明 3　19％ 2　18冤） 14　52％ 58　60瓢 77　5桃
舎計　　　　　　　　16（10脇　　　11蓬0脇　　　2710脳　　　9710脇　　撤　蓬0膿

（注）（　）内の比率は，それぞれ縦のくグループ〉内での比率を示す。
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（Q）当研究への興味

図表3－31
起業・Uター
投�]者

起業のみ希望

ﾒ
Uターンのみ
�O者

どちらの希望

烽ﾈい者
合計

興味あり 窪3　8偶 5　45箔 13　48％ 22　23髭 53　35覧

興味なし・不明 3　19箔 6　55髭　　　14　52冤 75　77髭 98　65箔

合計　　　　　　　　総扮膿　　　11給0％　　2710膿　　　9710醜　　15110脇

（注）（　）内の比率は，それぞれ縦のくグループ〉内での比率を示す。

（R）コメントの有無

図表3－32
起業・Uター
投�]者

起業のみ希望
ﾒ

Uターンのみ
�]者

どちらの希望　　合計
烽ﾈい者

あり 7　44％ 6　55冤 9　33％ 34　　　35箔　　　　　　56　　　37％

なし 9　56％ 5　45冤 18　67％ 63　　　65髭　　　　　　95　　　63箔

合計　　　　　　　　1610艦　　　H　10脇　　　2710臨　　　97給0％　　15壌100％

（注）（　）内の比率は，それぞれ縦のくグループ〉内での比率を示す。

3－3　アンケートの分析

〈起業希望・Uターン希望の高さ〉

図表3－4のとおり，金体では，蓬51名のうち27名（17。9％）が「起業希望あ
り」と回答し，そのうち半数以上である16名（10．6％）が「Uターン希望もあり」

と園丁している。すなわち，本アンケートに園答した函館高専卒業生の約5．6人に1

人が起業希望を有し，約9．4人に1人が起業かつUターン希望を有している。

起業かつUターン希望者

灘　起業のみ希錨
灘

1111巽］金糸17．9％

加えて，図表3－20のとおり，起業希望ありと國答した27名のうち26名は　既に
創業プランを有しており　極めて実現可能性の高い，具体性を伴った起業希望であるこ

とが推測できる。
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〈創業プランを有する比率の高さ〉

なお，起業希望なしと回答した者の申にも，創業プランを有すると回答した者は11名

もおり，全体では　151名のうち37名（24．5％）すなわち約4．1人に1人が
起業の出発点になりうる創業プランを有していることになる。

以上の数字を見れば，本アンケート調査結果も高専卒業生の起業意識の高さ，加えて，

Uターンとの結合によって　卒業生を輩出したく地域〉に優秀なく技術者〉が還流する

可能性の高さを十分裏付けるものといえるであろう。

〈属性（プロフィール，職歴など）側に視点をおいた分析〉

さらに，属性毎に見てみると，以下のとおり分析できる。

①図表3－5のとおり，
　業）の幽只者において

35歳（昭和59年3月卒業）　40歳（昭和54年3月卒
起業希望・Uターン希望の比率が高い。45歳（昭和49

年3月卒業）さらには50歳（昭和44年3月卒業）の回答者においても，同年代

の回答者と比較して起業希望Uターン希望が高いことから，5の倍数になる区切

りのよい年齢が，心理的に前向きな方向で，起業やUターンという新たな挑戦心を

鼓舞するものと推測できる。

②図表3－7のとおり，卒業学科では工業化学科（物質工学科）卒の回答者におい

て　起業希望の比率　Uターン希望の比率が明らかに高い。約3．2人に1入が「起

業希望あり」と回答し，そのうち半分は「Uターン希望もあり」と回答している。

③図表3－8のとおり，現住所では，東海および関西に住んでいる回答者において

起業希望の比率が高い。ただ，両者は対照的で，東海の方はそのうち金員がUター

ンをも希望しているのに対し，関西の方はそのうち全員が起業のみを希望している。

なお，図表3－9のとおり，起業かつUターン希望者の絶対数が多いのは，必然的

に母数の大きい首都圏である。

④図表3－10のとおり，
　希望の比率が高く，

家族構成では，独身回答者において　起業希望・Uターン

　　　　　　　　　図蓑3－19からも推測できるとおり，家族を考えた場禽，収

入低下や家族の反対など，起樂Uターンを行う上での障害が相対的に大きくなる

ものと考えられる。

⑤図表3－12のとおり，持ち家のある回答者においては明らカ’にUターン希望の
圭＝ヒ」率力｛’窪表；し、。
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⑥麟表3－14，3－16のとおり，勤務先企業の従業員数やε禰a11の利用では
明確な差異はないといえる。

以上，属性側に視点をおいた起業希望・Uターン希望の分析は，属性に着冒した効果的

かつ効率的な起業希望者・Uターン希望者の発掘策を検討するに当たって有効となるで

あろう。

〈実際の起業かつUターン希望者に視点をおいた分析〉

次に，視点を変えて，「実際の起業かつUターン希望者においてはどのような属性の者

が多いか」を分析する。属性側に視点をおいた分析により，ある属性において起業希望・

Uターン希望の比率が著しく高いことが分かっても，その属性を有する母数自体が小さ

ければ絶対数としては少なく，起業希望者・Uターン希望者の実態を見るにあたって不

十分なためである。

実際の起業力・つUターン希望者の属性は，以下のとおりである（図蓑3－6，9，11，

蓬3，15，17参照）。

図褻3－33
現在の年齢（卒業年） 35歳（昭和59奪3月卒業），40歳（昭和54年3月卒業）

ﾌ者が多い。

現住所 65％が首都圏に住んでいる。

家族構成 8蓬．3％が配偶者および子供を有している。

持ち家 50％は家を持っていないが，31．5％は：家を持っている。

勤務先企業の従業員数 68．8％が従業員数500名超の企業に勤務している。

E－mai1の利矯 87。5％が職場あるいは自宅でE一陥邦を利恭している。

〈Uターン意識の分析〉

①図表3一で8のとおり，Uターンを希望する理由としては，ヂ帰郷心」「親の世話」

　　「現状に不満足」「独立起業」などが多くあげられている。なお，起業かっUター

　ン希望者に係る特徴としては，「親の世話」「現状に不満足」をあげた比率が相対的

　に高い。

②図蓑3一蓬9のとおり，Uターンをする上での障害としては，「勤め先がない」「収

　入低下」「情報不足」が多くあげられている。また，起業かつUターン希望者に係る

　特徴としては，「家族の反対　が少ない反面　「現勤務先の反対　が多い。技術力な

どについて現勤務先から高く評価されていることが推測される。

〈起業意識の分析〉

①図表3－21のとおり，起業場所としては，やはり「首都圏」が多いが，地元「函

　一があげており，決して少なくない。
②図表3－22のとおり，起業の公的支援制度については，起業かっUターン希望者

の94％，起業のみ希望者の82％が必要と回答しているが，図表3－23のとお
り，実際に起i業の公的支援制度を知っているのは，起業かつUターン希望者で13％，

起業のみ希望者で36％にすぎず，ここでも情報不足の問題が指摘できる。
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③有効な起業支援策として高い優先順位を付けられたのは「事業資金「人材「事
業化までの生活資金支援　次いで「マーケティング　「経営ノウハウ　であり　「イ

ンキュベーション・スペース」は最下位である。さらに，図蓑3－24，3－25，

3－28などの比較により，起業のみ希望者においては，「事業資金」「事業化まで

の生活資金支援」という資金的支援より，「人材」に高い優先順位が付けられてい

るのに対し，起業かつUターン希望者になると，資金的支援がより重要視されてい

ることがわかる。

④図表3－29のとおり，起業の相談先としては「友人・先輩の比率が圧倒的に高
く，高専の人的つながりの強さが明示されるとともに，「市町村」「道」の地元自治

体の存在感が薄いことが推測される。

⑤図表3－30のとおり，起業に要する期間としては
　く　起業かつUターン希望者においては

「3年　と回答する比率が高

その比率は75％に達している。これは，

「3年」を超えるような〈U工夕一ン＆ベンチャー〉には踏み切りにくいというこ

との裏返しではないかと推測される。

3－4　まとめ

以上のように，①平成9年度研究，②（株）リクルートリサーチ『首都圏ビジネスマン

の就業意識に関する調査1997』の分析，および，③函館高専卒業者対象起業意識調

査アンケートにより，地元工業高専卒業生を中心的な担い手とするくUエターン＆ベン

チャー〉は　北海道のく地：域優位性〉を活かす製造系ベンチャー創出の一形態として

極めて現実的であり有望であることが検証された。

加えて，高奪卒業生の属性（プOフィール，職歴，現在の状況など），起業およびU（工）

ターンの障害や求められる支援に関して，貴重な情報を得ることができた。

すなわち，

①工業化学科（物質工学科），東海地方在住，独身，持ち家なしなどの属性に着目すれ

　ば，効果的かつ効率的に〈U葱ターン＆ベンチャー〉予備軍を発掘できる確率が高

　まるであろうこと，

②但し，実際の〈U工夕一ン＆ベンチャー〉希望者において絶対数が多い属性は，首

　都圏在住　配偶者・子供あり　持ち家ありであり　これらに配慮したくU工夕一ン＆

　ベンチャー〉支援策が必要となること。また，そのような支援策を整えることがで

　きれば，首都圏在住，配偶者・子供あり，持ち家ありという母数の大きい集団におい

　て〈U工二一ン＆ベンチャー〉希望の比率を高めることも可能であろうこと，

③実際の〈UIターン＆ベンチャー〉希望者が，有効な起業支援策として高い優先順
　位を付けているのは，「事業資金　「人材　「事業化までの生活資金支援　次いで「マ

　ニー△立⊥であり，Uターンが絡むことにより資金的支援への
　エーズが高まると推測されること，

④一方，各地に整備されている「インキュベーション・スペース」は，アンケートの中

　では，有効な起業支援策の最下位にランクされたこと，

などである。
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特に，「インキュベーション・スペース」が最下位にランクされたことは，どちらかとい

うと「スペース（施設）」という視点から捉えられることの多い現状のくインキュペー

シ3ン〉の考え方に一石を投じており，重要な示唆と考えられる。この結果によれば，

〈インキュベーション〉を「スペース（施設）　という狭い視点でだけ捉えることは意

味がないと欝わざるをえない。

出発点に戻って広く考えれば，アンケート質問項鼠の他の選択肢（起業支援策）もくイ

ンキューべ一ション〉であり，ここで，〈インキュベーション〉について，視野の広い

体系的な再検討を要する。

よって，次章以降においては，高専卒業者のU（工）ターン起業支援に有効と思われる

仕組みについてくインキュベーション〉に焦点を当てて検討を行う。

（担当：服部）
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第4章　道内ベンチャー・インキュベーションの調査

結果

道内既存のインキュペーシ謎ン施設は，道外技術者による〈UXターン＆ベンチャー〉

の受け皿として期待されいる。だが，第3章で明らかとなったように「有効な支援策」

としての認知度は低かった。そこで本章では，既存の道内ベンチャー・インキュベーシ

ョン施設の現状等を明らかにする。

4－1　インキュベーション施設とは

我が国においては，唾980年代半ば以降，数多くのインキュベーション施設が設立さ

れ，ベンチャー企業等に対する研究開発・経営支援が展開されてきた。また，北海道内

においても，1986年に「札幌エレクトロニクスセンター」が設立されて以来，同種

のインキュベーション施設が設立されている。

しかしながら，道内のインキュベーション施設の現状については，これまで十分に明ら

かにされていない。このため，既存のインキュベーション施設を道外技術者による〈U

I夕一ン＆ベンチャー〉の受け皿として活周できないかという闘題意識のもと，道内イ

ンキュペーシ3ン施設の調査に着手した。

もと：もとインキュベートとは，鰐化させる，育成するという意味の動詞である。そして，

全米ビジネス・インキュペーシ黛ン協会の定義によると，ビジネス・インキュベーターと

は「企業家的な中小企業に利回可能なスペース，共用の支援サービス，金融，マーケテ

ィング，マネージメントなどの企業開発サービスを提供する施設であり，若い企業が最

も困難な創業期に存続し，成長するのを助ける養育役」であるとされている。

つまり，インキュベーション施設を考える上でのポイントは　創業期の企業に対して

スペースを提供するとともにコンサルティングを行いその成長を支援することである。

そこで，道内のインキュベーション施設として，次の7ヵ所を調査対象として選定した。

名称 所在地

札幌エレクトロニクスセンター 札幌市

北海道ソフトウェア技術開発機構 札幌市

恵庭リサーチ・ビジネスパークセンタービル 恵庭市

旭川リサーチセンター 旭川市

函館市産業支援センター 函館市

北海道高度情報技術センター 塞蘭市

美唄ハイテクセンタービル 美唄市

なお，この7施設を選定した理由は，先に述べたインキュベーション施設を考える上で
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の3つのポイントのうち，最もわかりやすい基準であるくスペース〉に着昌し，北海道

庁が発行している『平成10年度版経済白書』に記載された道内のインキュベーション

施設の中から，インキュベート・ルームを有しているものを選定した。

4－2　道内インキュベーション施設の現状

前節で選定した7ヵ所について，次の項圏に基づき調査を行った。なお，調査は資料収

集とインタビューにより実施した。

（潅）設立時期

（2）設立目的

（3）設立主体

（4）運営主体

（5）施設概要

（6）設立費爾

（7）入居状況

（8）入居基準

（9）入居費用

（10）運営組織

（1⇔提供サービス

なお，設立費絹については調達方法，入居状況については退出企i業についても調査した。

また，提供サービスについては施設的サービスとソフト的サービスに分けて整理した。

以上の調査結果をまとめたものが，次頁の図表4－1の一覧表である。

32



園嚢4一1　遜内書地のインキュベート施殿一魔（筆999隼5縁旧理在）
札幌エレクトロエクスセンター （株1北溝道ソフトウエア技衛開登機構 羅甕リサーチ・．ビジ嘉スパークセンタービル 旭｝iiリサーチセンター 磁館市産難支援センター （株）北海蟻悪漫情報披術センター 美瞬ハイテクセンタービル

1．設鉱時期 1986年 葦991鋸 1989蕉 1995隼 1998無 1991年 199茎卑

2．設窯闘的

エレクト簾ニクス1芯用技衛に

ﾖする研究，醐癸，技術指灘
yび藩及啓発を促選し，札幌
sの開張脇寺の振興及び塘域
c藁の蕎度化を間り，もって
o済の発膿に寄与する

北海髄地域においてシステムエン
Wニア等萬度な悩蝦処理難務従事
ｱの欝成・確保を推進し，萬艇な
E輯処理魍爽環鏡を壁備し，かつ
cfル的な構報処理システム等㈱
ｽ監購｛彌を彗瞬簾…することにより北海

ﾊ地域のソフトウェアの供給ヵ拡
蜍yび寓蔑化を麟る

バイオテクノqジー，ソフトウェ
A縄親善などを中心とした先端技徳

ﾌ研究縄発，企纂化および異漿種
�ｬを総合的に支援し，地域企難
ﾌ爾成・臨固化を図るとともに，
u避央テクノポリス」における研
?開門機饒としての位置役を撞う
ｽめに設立

懇川袖口の産業の悪度化や旭
?リサーチパークに進鵠する
驪ﾆの浜動を寅援するために

ﾝ立

翻究や製品の閣登に適した劇
｢的な環境を備えた「函館テ
Nノパーク」の研究・翻業支援
{設として．特色ある企難劇
oと地域産簗の癸展に資する

ｽめ

情報化社会の慰逮な進歩に対

桙ｷるため，地域構報化を提
iずるとともに，蔑僕な情報
?理披術餐（上級システムエン
Wニア）を膏成し，幡蝦処理塵
qの振興．四四を圏ることを

?的

ソフトウェアの研究・開発・販
ｭ並びに受託叢務藩藁及び．＝］ンビューター機器・・情報処理

c鑑起難憲脅成施設の盤貸に
Jする難務を自的として設立

3．設立主体 札幌市
（株）北海道ソフトウェア披籍翻癸機構
k第三セクター方式〕

量目iリサーチ・ビジネスパーク
i株）　　　　〔簗蕊セクター芳式〕

（株〉旭川産業蔑度：イヒセンター 函館市 室蘭霧
（株）美喰ハイテクセン虫・一

k第五セクター方式）

4．四四主体 慣オ）札幌エレクト自ニクスセンター （株）北丁目ソフトウェア技衛隅発機構 慮塵リサーチ・．ビジネスパーク〈綜） （株〉旭川産鑑謹；壌：化センター （財〉テクノポリス函館技術撮興協会 （株）北海旧悪度構報技術センター （株）糞i釧員ハイテクセンター

立地堀所
札幌市摩別区下野幌テクノ

pーク1丁自1番m号
札幌7溝鍵石匿菊水1条3丁麟番
T号

悪廃市恵み野詑3丁屋1闇闇 糞旦11i市旭神楽町1丁三二葦3噂7 函嚢嚢葺ぎ毒吉凌憂二丁379番圭毯32 蜜下宿みゆき町2丁翻3番1号 美唄市茶志内購3区

5．施設概要 土地 12000rrf 6鳶46r㎡ 9800r㎡ 103茎5．7rづ 3000㎡ 6051㎡ 10162㎡

建物　（延べ床薗穣） 7ggo㎡ 3磯36㎡ 7758㎡ 5535．2㎡ 玉G59㎡ 2989㎡ 2614㎡

インキュベートルーム 3麗 15室 63室 ア窒 4璽（1璽　　　5G㎡）／4蜜（…蜜　　　IOO㎡） 17室 16窒

初期投資
3000万円く土地建物は札幌布より悩
?〉 94700万円 15080G万円 1GOOGO万習 363GO万円 40GOO万円 45600万司

6．設立費用

内訳
札幌市　1600万円（53．3％）
繼`…聡企業等　　　1400万戸ヨ（4647斑）

構載処理振興轟藁協会　40000
怏~（42．2鬼〉

ﾄ海道　800万Fヨ（0．8鷺〉

D幌市　800万円（O．8賜〉

哩ヒ海道　　300◎◎万円（蓬9．眺）

ｫ薩市　　380G◎万拝ヨ（25齢2箔）

R本膠轟発銀行　　董50GOフヲ（9．螂〉

ｯ閤企鑑等（36社）　6ア800万角
i45．（洩〉

地域振興整爾公蔭　6GOGO万円
i60．㈱
Sヒ海遜　　　13GOO＝巧「円（13．0錫〉

ｮ規電　13GOG万円G3．（寵〉
早c闘企鑑等（i5二二）　　等4GOO万F弓

ii4．（擁〉

圓　　董8i50万F弓　　　（5G．G罵〉

F葺館擁ヲ　　】815G万円　　　（50．（》霧〉

謹ヒ海道　　7000万門　　　（17．5％）

ｳ窒蘭市　　7GOO万鐸ヨ　　（17．5％）

k海遂菓詫開発公廠　6GOO万
~　（15。0覧〉

ｯ闘盗こ藁等（29率土）　　200GO万円

i50．㈱

地域振興整備公随　2GOGO万円
i43．9隆〉

k海道　1000◎万円　（21．9蜀
o降員市　　蓄GOOOフヲ円　　　（21．9踊〉

ｻの他　5600万円　（12．3知

企理数 …9祉 iO社 32社・三体 6社÷1機開 1社／3社 3社 8艇

入居瀧 9属 10〔｝箔 80．5鬼 100麗 5（璃 10（斑 50％

工種別内訳 ソフトウェフ7開発　　19祉 システム開発　10社
バイオテクノ日ジー閣逮　4社
¥フトウ鑑ア閥逮　ξ社
ｻの他（一般麟務駈を含む）　24穀

ソフ　トウニ罵アβ輪編　　3亭土

fザイン藁　蹴
@械設計叢　1社

ソフトウェア開発　1縫
ｻ造業　2社
Vステム鯛癸　1社

情報遜信錘　3社
建設業　2祇
Tービス業　1社

ア．入居状況 退出企雛 46社 5社 48社・鐡体 o社 1投 1社 4社

退出理由内訳

麗麗社移転　22社

Z期入居　7社
{社に統禽　6社
p業　3社
√ｹ　1社
s明　7社

吸収押堀　3祉

d祉屡凹凹…1社
e企業へ移転　1社

骨離絞合
p社歴移転　（企闇闇は不明） 一

不明 短期入居　1社
短期入居　三社

{社移転　i社
s明　2社

8．入居基準
纂種 エクト厳ニクス技徳開発 システム購癸

バイオテクノ職ジー．ソフト
Eェア蘭発

産業支援サービス業（特定16業
增j

構報サービス業，デザイン
?，食品力麟二難，機械製造叢

情報通信業 ソフトウェアの開発開業

期限 なし なし 灘浜彗3隼 献詞3隼　（継続口減 療購3隼　（簸大5年） なし なし

室麟（局額〉 1364円／甫 3303円／㎡ 1860円／㎡ 2500円／㎡
1800円／rτ｛（50r了ずタイフ）

TGO　㎡IOO㎡タイプ
1800円／㎡ 2424F…／㎡

9．入居費用
共厳費 1365Fl／㎡ 1700F…／㎡ go7円／㎡ 10段目円／嘱 その他翼費 3GO角／㎡ 712跨／㎡

近隣との比較 4618円／所 4618Fi／㎡ 4618円／㎡ 3254周目㎡ 3400円／㎡ 2563円／㎡ 3254円／㎡

10．遷営組織 職展数 23名 6名 2蓬名 16名 3名 3名 2名

H．樫供サービス 施設的サービス

マシン鍵

fィジタル工鰐
ｽ目的ホール
�ｬサロン
P温恒湿櫨室
H裳
vレゼンテーションルーム

､修鍵
?議窒
u賞

会議窒

､談蜜
u義蜜
縁K室
~ーティングコーナー

貸時蕪務所

?議璽
､修蜜
拠ｮ覚窯
�蜉ﾓ示窒
ｧ泊施設
抹卲^試験研究室
Rンピュータールーム

スタジオ

?議窒
?報プラザ
�ｬサロン
､修室
@械撫工蜜
ﾞ料試験窯
Z徳根談室
bG繍乍蜜

マルチメディアルーム
¥報管理室
Cンターネットコーナー
fザイン騰発蜜

実践指灘窯
ｻ信舗御室
¥報機器展示ロビー
潤[クステーシ銀ン蜜
券Cスタッフ室
u薮室
?議窒
i纏慧
樺k室
i策

企業誘致サ葭ン

､修霊
樺k室
nAショールーム



（1）設立時期

「札幌エレクトロニクスセンター」は1986年，「恵庭リサーチ・ビジネスパークセン

タービル」は藩989年に設立されている。我が国におけるインキユペーシ3ン施設の

草分けと言われる「かながわサイエンスパーク」が壌989年に設立されたことを考え

ると，道内におけるインキュベーション施設の設立は全国的にみても比較的篤い時期か

ら取り組みが開始されたといえる。

（2）設立目的

「札幌エレクトロエクスセンター」はく札幌市の情報産業の振興及び地域産業の高度化

〉，「旭川リサーチセンター」はく旭川地域の産業の高度化，リサーチパークに進出す

る企業活動の支援〉を目的として設立されている。このように，道内インキュペーシ露

ン施設の目的は，一般的かつ抽象的で，創業間もない企業やベンチャー企業に対する支

援が明確化されていない。唯一　「函館産業支援センターのみがく特色ある企業創出〉

を翻的の一つとして掲げている。

（3）設立主体

行政が設立したものが3ヵ所，第三セクターが4ヵ所となっている。このように，道内

のインキュベーション施設は公的セクターが中心である。

（4）運営主体

財団法人が運営しているものが2ヵ所，第三セクターが5ヵ所となっている。

（5）施設概要

インキュベート・ルームとして，「恵庭リサーチ・ビジネスパークセンタービル」が83

塞，「札幌エレクトロニクスセンター」が31塞を保有している。一方，「旭頬リサーチ

センター」は7室，「函館市産業支援センター」は8塞を保有しており，施設によって

その規模には大きな格蓬がある。

（6）設立費用

初期投資について，「札幌エレクトmニクスセン急心」の3000万円から「葱庭リサ

ーチ・ビジネスパークセンタービル」の雀5億円まで，施設によって大きな格差がある。

また，その資金については一部民間企業からの調達を除き，大半を行政や政府系金融機

関などの公的セクターに依存している。

（7）入居状況

入居状況についてはおおむね良好であるものの，実際の入居企業を観察すると一社で数

室借りている例が多く見受けられる。

また，退出企業については，10年に及ぶ運営実績を持つ「札幌エレクトロニクスセン

ター」や「恵庭リサーチ・ビジネスパークセンタービル」においてさえさほど多くはな

い。さらに，退出理由を見ると，インキュベーションの成功あるいは失敗というよりも，

一時的に入居していた大企業の研究開発部隊が退出した例が多く見受けられる。
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（8）入居基準

入居企業については，エレクトロニクス技術開発やシステム開発などと蓑現は異なるも

のの，情報産業関連に限定しているものが4ヵ所，他の3ヵ所も情報関連産業を含むこ

ととしている。したがって，道内のインキュベーション施設を入居対象業種から見ると，

総じて情報産業関連に手厚いものとなっている。なお，機械関連工業を入居対象業種と

して想定しているものは「函館市産業支援センター　のみである。

また，入居期限を特に定めていないものが4ヵ所，原則3年としているものが3カ所と

なっている。このため，道内のインキュベーション施設には　大企業・中竪企業の開発

部隊や出先が長年にわたって入居している例が見受けられる。

（9）入居費用

塞料については，月額1㎡あたり500円から3，300円まで，共益費については，

月額等㎡あたり300円から1，700円までとなっている。また，周辺オフィスの賃
料と比較すると，1ヵ所を除きすべて安価となっている

（10）運営組織

職員数については，「札幌エレクト。ニクスセンター」が23名，「旭川リサーチセンタ

ー」が16名の職員を擁しているが，その他の施設は数名にとどまっている。ただし，

「札幌エレクトロニクスセンター」職員の大半は札幌市や大手企業からの出向者である。。

（11）提供サービス

研修室や会議室などの共有施設をどの施設も提供している。

4－3　まとめ

本章では，〈UI二一ン＆ベンチャー〉の起業支援の方法として道内のインキュペーシ

覆ン施設の活用が有望であると考え，それらの現状を明らかにすることを目的とした。

調査の結果を簡単にまとめると以下の通りである。

「札幌エレクトロニクスセンター」や「恵庭リサーチパーク」など，道内インキュベーシ

ョン施設の歴史は1980年代後半にスタートしている。全国的に見てもかなり早い時

期にスタートしており，このような早期の立ち上げが道内の電子・情報関連技術に先進

的な位置づけをもたらすことに貢献した。しかしその反面，設備投資がかさんだ結果，

施設の維持管理コストが大きくなり経営薗における困難に直藏している。その結果，必

要なソフト面，人材面の拡充に資金が圓らないという状況に陥っているようである。

そこで，第5章においては，本章で見てきた道内の既存インキュベーション施設の現状

を参考にしながら，まず，〈北海道の地：域優位性〉を活かす＜U工夕一ン＆ベンチャー

〉を促進するく地：域型ベンチャー・インキュベーション〉とはどのようなものなのか，

その基本概念について明らかにする。さらに，第6章では，この基本概念を基にく地域

型ベンチャー・インキュベーション〉の具体的な設計に取りかかる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当：佐藤，依田）
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第5章地域型ベンチャー・インキュベーションの概念

一企業誘致から人材誘致ヘー

5－1　なぜ，道外マーケティングなのか？

（唾）域際収支における赤字

北海道は，域際収支面で2兆4000億円の赤字を抱えており，それは道内総支出のお

よそ13％にあたる。ところが，それを補って余りある公的支出が中央政府からの補助

金として北海道に手厚く投入されてきたため，現在までは県民所得では国内中位水準を

維持してきた。

しかしながら，今後は社会の少子高齢化が進み社会保障費用が増大するなかで，税収は

長期的に減少するため北海道地：域への従来通りの手厚い公的支出は望むべくもない。そ

の結果，：域際叡支の赤字を縮小させない限り，公的支出の減少は不可避的に道民所得の

減少を招く。

結果的に，道内GDPはマイナス成長が当たり前となるため，税叡が減少して財政赤字

が拡大し，地方税率を上げない限り公共事業等の財政規模と公務員の大幅縮小は避けが

たい。だが，それはく官依存型体質〉といわれる北海道経済の成長要因を直撃し，さら

に経済成長を悪化させる。

このようなスパイラルな経済成長の悪化に対処するためには，域際収支の赤字幅を縮小

させることに尽きる。だが，そもそも製造業が弱くサービス業に過度に依存（道内GD

Pの73％）する北海道地域において，域際収支の赤字幅を縮小させるために移輸入水

準を落とすことは，直ちに道内GDPの6割をしめる民間最終消費支出の減少と流通部

門をはじめとするサービス産業の蓑退をもたらす。それを避けるための唯一の手段とは，

密輸入に均衡する水準に達するまで北海道から他地域への移輸出を増やすことしかない。

（2）コスト競争力

本砺究プロジェクトの平成9年度研究成果である『地域型ベンチャー支援システムの研

究1一道内製造系ベンチャー企業のケーススタディー』の第2章において，道内中核都

市（函館，苫小牧，釧路，旭川）の場合，国内はもとよりアジア諸国と比較しても製造

系コストにおいて競争力が存在することがわかっている。

これらの地：域において，少数ではあるが固有の高い技術力を有し道外マーケティングで

成功をおさめる製造系ベンチャー企業が存在し，かれらの利潤率はきわめて高いことも

確認された。

なぜなら，これらの道内地方中核都市では，製造系企業にとって決定的なコスト要因と

なる土地価格および人件費が絶対的に安いからである。そのため，その地で開発製造さ

れた受注製贔が，首都圏と同じ髄格で販亮された場合，同地：域の同業他社に比べ圧倒的
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な低コストが望めるためである。

鑓本国内においては従来，土地を担保とする資金調達が一般的であったため，土地価格

の高騰がもたらすレンタルコストおよびレーバーコストの上昇と高コスト化という弊害

は看過されてきた。だが，生産物が国境を越えて取り引きされる時代に入って，土地価

格の水準は製造業にとって決定的なコスト要因となりつつある。

他方，為替要因と所得要因によって絶対的に地代が安い発展途上国へと製造現場がシフ

トすることによって，国内製造業の空洞化が1980年代前半の米国，後半の鐵本で加

速化した。そうした意味では，たとえ国内他地域と比べれば安くとも，世界全体で見れ

ばレンタルコストやレーバーコストにおいて北海道は競争力を持ち得ないというのが定

説であった。

だが実際に，北海道地域においては，〈超精密金属加工〉やく食品加工ロポット〉＜半

導体製造装置〉といった分野で，技術力で首都圏大手メーカーと変わらず，コストは半

分程度で生産可能である。自前設計や独自部品加工，納入からアフターメインテナンス

まで考えるとアジアなどの発展途上国では太刀打ちできない製造系ベンチャー企業が地

方中核都市に育っている。それは，北海道に隈らず徳島やその他国内地：域でも同様であ
る。

（3）道外マーケティングの重要性

たとえば，一機数筥億円する人工衛星を構成する重要部品や，小型軽量安価なGPS・

携帯電話などに使われる部品金型，また，0－157に対処すべく食品加工工場におけ

る金面的なロボット化などは，多少品質が劣っても安くて大量生産すればいいという分

野の対周にある製造業である。

だが，現実には，このような少品種・少量の生産体制を維持することは大企業にとって

きわめて重荷となりつつある。その結果，大手メーカーは　システムの一部または全部

にシャーシ・ケースのみ自社ブランドとして　中身は設計開発から納入据え付けおよび

アフターメインテナンスまで任せられる高い技術力がありかつ低コストな中小企業を国

内にもとめている。

もとより大手メーカーは技術力のある中小企業に対して，技術力÷コストに関して生産

を委託しているのであって，決して資金供給や囲い込みをすることを目的としていない。

それゆえ，その関係は支配・被支配といった従属関係ではなくむしろ相互補完的なパー

トナーシップに近い。それゆえ，系列化は発生しえず大手メーカーからの入の派遣もな

い。たとえそうしたくても資本関係はなく，出向者に対する給与補填も不可能になりつ

つある。

ただし，かつて勤務した経験を有し，ベンチャービジネスとして独立したのちも蕾の仲

間と良好な関係を維持している場合が多い。このようなベンチャー企業にとって　現在

の驚異的なくインターネット〉の発展はもっとも有利なマーケティング・プラットフォ

ームとなっている。

つまり，インターネットを介して大手メーカーの嘗業部門とベンチャー企業の設計開発

37



部門がリアルタイムで設計図等の逐次修正を行える結果，従来，日参していた営業担当

者の相手事業所訪問回数を激減させ，さらにまた企画提案，契約，納入などは地方ジェ

ット空港を稽いた頻繁かつ機動的な道外出張によって十分対応可能となっている。

それゆえ，道内企業による旺盛なく道外マーケティング〉こそが　北海道の弁解出力を

高めて持続的なマクロ成長をささえる重要な経済目標となりつつある。他方　個々の道

内中小企業にとっても　く道外マーケティング〉は利潤率の大きい販路拡大に絶対的に

有効かつ不可欠な経営戦略となっている。

5－2　なぜ，製造系コア技術なのか？

（璽）成長と発展

イノベーション理論の始祖である理論経済学者シュムペーターは，主著『経済発展の理

論』（1936）の中で，すべてのく経済発展〉は，〈経済成長〉すなわち所得や人口と

いった単なる量的な経済規模の増減と完全に区別して考えられるべきである，と主張す
る。

旧ソ連の農業経済学者コンドラチェフは，固有技術の誕生から成熟・蓑退にいたる50

数年間におよぶ長期波動の存在を明らかにした。このように必然的におとずれる経済成

長の停滞期に，「企業家」による既存の生産手段の組み替えが行われ，①新技術，②新

商品，③新原料，④新組織，⑤新販路，が生み出された経済は新たな発展段階に達する

とシュムペーターは考えた。

それゆえ，有力地元銀行の破綻消滅を国内でいち早く経験し，中央省庁再編によって北

海道開発の要ともいえる北海道開発庁が消えようとしている今，北海道経済を新たな発

展段階に導くためには，シュムペーターのいうく新結合〉が北海道に不可欠なことは説

明するまでもない。

そのためには，少数の天才的な技術者よりも　むしろ異なる既存技術の組み替えを遂行

して新たな新市場を創出可能な「企業家　が地元に多数必要である。こうした「企業家」

がどのような製品＝プロダクツを市場に投入するかによって，北海道における経済発展

のフレームワークが規定される。

（2）財の移輸出

5－1で述べたとおり，現在の危機的な北海道が抱える固有の問題点であるく域際収支

の大幅赤字〉を解決するためには，北海道から大幅な移輸出を増加させなければならな

い。その方法は，①競争力のあるく財〉を移輸出する，②競争力のあるくサービス〉を

移輸出する，③国内外の観光客をさらに誘致する，のどれかを増加させる必要がある。

だが，北海道が首都圏より遠隔地にあるため在庫のできない商品であるくサービス〉を

移輸出することはぽとんど望めない。また，観光客も十分すぎるぼど流入している。だ

とすれば，生産時点と消費時点に差が作れるく財〉がもっとも望ましい移輸出商品とな

るであろう。
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そして，こうした財を商品として首都圏市場に投入するためには，その財が世界的な技

術水準に達している必要がある。なぜなら，高コストで円高の日本市場は，技術水準に

おいて世界的な水準に達していない限り国産晶で競争力を維持することは不可能に近い

からである。

それを可能とするコア技術を，北海道はどのように開発していけばよいのだろうか。

（3）技術移転の歴史

技術は本来「人材」に蓄積する。それは現在までのところコンピュータのソフトウェア

上で発展するものではないし，またハードが進化するコンピュータも実用化されてはい

ない。つまり，人間がすべての技術を生みだし，製品開発に応爾するのである。そして

歴史は，技術蓄積のなかった地域に人工的に高度な技術発展を生み出すことが可能であ

ることを証明している。

こうした例は，いくつかの技術発展史をみれば明確に確かめられる。

たとえば，ペリーが来航した1853年以前の日本には蒸気機関を動力源とする船舶は

存在しなかった。しかしながら，日露戦争の日本海海戦（1905年）では旧日本海軍

の戦艦は全て外国製であった。その後の太平洋戦争におけるミッドウェー海戦（蓬94

2年置では，旧海軍連禽艦隊に属するすべての匿大空母・戦艦は蒸気タービンエンジン

も含め国産であった。つまり，船の原材料である鉄鋼や機械の国産化に，日本はわずか

四半世紀で成功したのである。

さらにまた，太平洋戦争突入時の海軍主力機「三菱製　零式艦上戦闘機2唾型」（ゼ0

戦）は，世界最高の技術水準に達していた。純鼠産化したゼe戦は洗練された機体設計

に加え「住友金属製　巳SD超々ジュラルミン」や「中島飛行機製　栄21型発動機」

「海軍工廠製　99式1号20ミリ機銃」といった，すべて国産の超ハイテク精密機械

技術の集合体であった。

航空機は，現在でも精密機械技術（および電子エレクトロエクス技術）の粋である工業

製品である。満足な自動車すら国産化できなかった蓬930年代から4Q年代にかけて

の戦前期において，世界最高水準の航空機を日本が開発生産できた理由はたった一つし

かない。すなわち，欧米に直接留学し，また欧米から招いた技術者のもとで必死に学び

ながら，国内への技術移転につとめた多数のく技術者〉集団と，彼らを強力に育成保護

したく政策〉の結果であった。

つまり，技術は，〈輸入と模倣〉からはじまり，後にはきわめて短期間でく消化〉〈蓄

積〉〈開花〉したのである。ゆえに　技術は産業の未成熟な地域ですら　く人材〉によ

って短期的に移転されるといえるのである。

（4）北海道へのコア技術移転

ふたたび圏を北海道に転じてみると，大幅な域際収支の赤字解消を可能とする道外移輸

出を支えるくコア技術〉を，どのように道内に定着発震させてゆけばよいのだろうか。

その答えは身近に存在する。

39



答えは，十分な技術トレーニングを受けたく人材〉の道内への積極的なく誘致〉にある。

ここで意味する技術トレーニングとは，単に理工系高等教育機関においてエンジニアの

卵としての教育訓練を意味するのではなく，それを前提としたく企画〉〈設計〉＜開発

〉〈製造〉〈品質管理〉について，その全てまたはその一部の領：域について企業組織内

で「オン・ザ・ジョブトレーニング」を受け，業務として遂行してきたことを意味する。

そうした意味で，少なくとも北海道に生まれたか　もしくは何らかの理由で北海道に居

住することを希望する技術者が　道内に移住してその得意とする技術を体現する製品開

発に従事することは　すなわちくコア技術〉の道内移転と同義である。

しかも，戦前期の日本と異なり現在の北海道は，通信・エネルギー・物流などのインフラ

がくまなく整備されており，国際港湾と国際空港があってルートに制約はあるものの全

世界に向けた輸出も驚能な状態にある。さらに，未曾有の国内景気不況の下で投資の源

泉たる国内貯蓄はだぶつき，金利は世界のどの地域網よりも低金利・低インフレ状態に

ある。つまり，企業活動の根幹である設備投資の前提条件はすべて満たされている。

それでは，こうしたくコア技術〉を蓄積したく人材〉をどのようにして道内に移住させ，

技術移転を進めるか。それが，本論の課題であるく地：判型ベンチャー創出〉の具体的方

法論へとつながる。

5－3　地域優位性を活かしたベンチャー・インキュベーション

（1）A・サクセニアン博士の問題提起一地域優位性一

A・サクセニアン博土は　UCLAに提出した博士論文において「なぜベンチャー企業

は　東部のボストン周辺ではなく西部のシリコンバレーに育ったのか？　という疑問に

対して　く地：域優位性〉という概念を提示した。

すなわち，東部の大企業は首都ワシントンDCにも近く，巨大な公的投資である軍事研

究プ。グラムにも参加しやすくまたそれを好んだ。それに対して，シリ灘ンパレー周辺

はそのような機会にも恵まれず，周辺産業も育っていなかったために，HP（Hew耗t

Packerd）社に観られる大学周辺部におけるハイテク型ベンチャー企業創造に活路を見

出した。こうした地理的制約条件は，大学を核とする人々の密接な交流という条件下で，

ベンチャー創出にとって有利であるとサクセニアン博士は指摘した。

この点について，今年6月3－4日に東京で開催された国際交流会議「アジアの未来」

（日本経済新聞社主催；ホテルオークラ）において，世界最大のA8S樹脂メーカー「奇

美実業社」の創業者である許文竜（シーウーロン）会長は，「台湾における企業発展

は，中国大陸から流入した挙国昆党政府の庇護が金くない中で，数名から出発した零細

中小企業によるものである。つまり，台湾の中小企業は政府の庇護を期待できないから

生まれ　独自のグa一パル戦略を展開した。それゆえに，現在のアジアの国際通貨危機

に対して台湾は強いのである。」と述べている。

許会長は，歴史的に見て今日の台湾発農は，1895－1945年まで50年闘に及ん
だ日本の植民地統治下で形成された産業教育衛生インフラを背景として，戦後の1日国
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民党の蒋介石統治下で迫害・冷遇された台湾人によるベンチャー企業が努力した結果で

あるとコメントする。もし台湾を北海道地域と見れば，同様の発展は北海道地域にあっ

てしかるべきであろう。

なぜなら，北海道は台湾以上に手厚い開発投資が申央政府によって130年間にもわた

り続けられてきた。その産業教育・衛生インフラの水準は台湾の比ではない。しかしな

がら，旧北海道拓殖銀行といった手厚い政府の庇護のもとにあった都市銀行でさえ経営

破綻した。だとすれば，中小ベンチャー企業こそが北海道地：域において期待できる唯一

の経済エンジンであろうし，中央政府から遠く離れている北海道の中小企業はそれゆえ

に特殊な申央政府との関係を作りにくく，自らの創意と工夫で5つのイノベーション（新

技術，新商品，新原料，新販路，新組織）を果敢に試みるしか，ほかに活路は見出せな

いからである。

そして，A・サクセニアン博士が言うように，北海道地域は，①中央政府から遠いため，

政府調達や産業政策補助などを多く期待できない，②周辺に産業コンプレックスが形成

されていない，③頼りとなるのは知的資源（高専・大学）と豊富な知的労働力（U工夕

一ン技術者），といえる。

その結果，インフラが十分整った北海道は，許会長が説明するとおり，初めから貧困な

域内市場を前提としないグローバル戦略（諜道外マーケティング）を前提とした　数名

から出発するベンチャー企業による挑戦しか　たぶん成功の見込みはほとんどない。

（2）北海道におげる人材面での地域優位性

少子高齢化する社会において供給量が減少する良質な理工系人材の確保という面で，ま

た低コストな工場建設の基本前提である低廉な土地コストという面で，北海道地域の優

位性は：潜在的に上昇している。

はじめにく人材確保〉という点で北海道地：域にはく地域優位性〉が存在する。首都圏や

国内主要都市部では，労働市場における需絵のミスマッチが発生している。企業は新た

な事業分野に進出するために，通信ネットワークをはじめとする35歳以下の若手技術

者に対する大きな労働需要が存在する。だが，現実の市場における労働供給は，40歳

以上の事務系ホワイトカラーが主であるため以上の労働需要に応えられないでいる。

また，せっかく長年の製造技術を蓄積した中高年技術者が市場で再就職を得ようとして

も，年齢給としての一定水準の賃金を中小企業はオファーできないために再就職はスム

ーズに運ばない。その結果，意図せざる失業は大企業のリストラが進行し早期優遇退職

が拡大するとともに，それまでのキャリアを活かせない失業者の増大を招いている。

だが，北海道ではそもそも不動産取得をはじめとするあらゆる生活コストが安いため，

中小企業が出しうる賃金水準（大企業のおよそ60－70％）でも実質可処分所得は意

外に低くない。そのため，そもそも北海道出身の技術者の場合，故郷にUターンして親

との2世代同居または近隣での居住のメリットまで考えあわせると，首都圏大企業を辞

めてから道内への転職による給与ダウンはそれほど大きな生活水準の低下をもたらさな

い。その結果，たとえ，首都圏の6－7割の賃金でも転職は可能である。
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また，道内製造系ベンチャー企業の経嘗者が地元国立高専の出身者であった場合，人材

獲得面で2重のメリットが発生している。すなわち，①新たに獲得したい技術をすでに

保有する一流の技術系人材を高専08ネットワークの中から見つけだし，転職に向けた

説得を行うことはきわめて容易であること，②成長を始めた事業分野における新規採用

薗で，08企業として母校にリクルート活動を行うことは母校教官ならびに父兄の双方

から大歓迎されるため，多額のリクルート費用と予測不可能な人材採用リスクを大回に

低滅した確実な額規卒業者の採驚が可能になること，である。

（3）北海道におけるコスト面での地域優位性

くコスト〉面でも，北海道地域のく地域優位性〉は非常に増している。

前年度研究『地域型ベンチャー支援システムの研究1一道内製造系ベンチャー企業のケ

ーススタディー』の第2章で明らかにしたとおり，国立高専所在地にあたる道内中核都

市（函館，苫小牧，釧路，旭川）では，土地コスト，工業用水コスト，交通コストなど

で，国内4都市（仙台，横浜，大阪，福岡）はもちろん，ASεAN7ヵ国との比較で
も相対的または絶対的に安価であることがわかった。

たしかに，道内中核都市は未熟練労働力を集約的に用いる産業競争力をグローバル市場

で失っていることは，為替レート面からいっても明白である。しかしながら，設計開発

から独自部品の内製化，相手先への直接納入とその後のアフターメンテナンスまでを，

大手メーカーがベンチャー企業に発注すべてアウトソーシングする場合，東南アジアの

現地メーカーに発注することは非現実的である。なぜならこれらの国の最大のボトルネ

ックは，理工系の良質なエンジニア不足にあり，せっかく日本企業が育てた現地人エン

ジエアのジョブホッピング（高給闘当ての転職）が2－3ヵ月単位で発生することは日

常茶飯事である。

それゆえ，大手メーカーの第一線技術者が転職して働く道内ベンチャー企業のコスト競

争力は，一部の台湾や韓国の大手メーカーをのぞくとアジアのなかで相当優位にある。

加えて，国内製造業にとっての唯一のアキレス腱であるく高コスト〉の主たる要因であ

るく労働コスト〉とく工場用地取得コスト〉は，土地単価が5万円／坪を下園る道内中

核都市において全く問題とならない。

コスト面における残された問題点はく物流コスト〉であるが，重量あたりの付加価値が

高い製品であれば物流コスト比は低下する。たとえば，アタッシュケースに入れて運べ

る10cm×2c醗角の超精密金型部品の場合，その単価は10万円／個にも達する。これ

はセールス担当者が出張で一度に数十個運べる重量と容積であり，もちろん1500円

程度の宅配便による輸送も可能である。

また，一機2000万円程度する食品加工機械の輸送は，通常トラック＆フェリーによ

る国内輸送であり，そのコストは首都圏まで10万円／台程度である。はたして200

0万円する受注機械にしめる輸送費○．5％は高コストといえるのだろうか？

つまり　人材面およびコスト面で道内中核都市に立地する製造系ベンチャー企業には

国内はもとよりアジア各国と比べても明らかにく地域優位性〉が存在することが結論で

韮。
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5－4　まとめ一企業誘致から人材誘致ヘー

（壕）地：域優位性とUI夕一ン

巻末の資料一4でも明らかなとおり，首都圏ビジネスマンのなかで，北海道出身者のU

ターン志向は他地域出身者に比べて際立って高い値を示している。

その理由として，①人口密集・高温多湿になじめない，②豊かな自然環境への望郷，な

どが考えられる。だが，北海道に比べて住宅所有コストがきわめて高く生活コストがか

さむことが大きな原因となっていることは，首都圏が抱える根本的な問題点であるろう。

そうした点で，道内中核都市は，バブル経済による土地価格上昇の影響を受けなかった

ことが結果的に，U工夕一ン技術者獲得面でく地域優位性〉をもたらした。なぜなら，

それが首都圏との土地価格差を際立たせ，北海道内での住宅取得の相対的な有利性を押

し上げたためである。

また，国内におけるポストバブル経済における強いデフレ圧力と金融危機は，大手メー

カーの大規模な事業再構築すなわちリストラを拡大させ，首都圏における雇用不安がU

Iターン志向を助長し，道内雇二面でのく地域優位性〉を高めている。

最後に，従来から北海道に手厚く配分されてきた国内公的投資の長期的減少傾向や都市

銀行破綻による地域経済への強い危機感は，北海道における昆間ベンチャー育成の機運

を盛り上げている。こうした支援策の多くは，地方に優先的に配分されることが多く，

善都圏にくらべ比較的少数の競争で公的支援を受けやすい状況にある。これもまた，北

海道のく地域優位性〉に貢献しているといってよいだろう。

（2）企業誘致から人材誘致へ

道内中核都市には，国内外と直接結ばれるジェット空港，高速光ファイバー通信網，低

廉な臨空型工業鐡地と住宅地，国立工科系大学や国立工業高等専門学校，公設産業高度

化支援施設，がすでに存在している。

これらのインフラを有機的に結びつけたハード　および支援ソフトの備わったく地域型

ベンチャー・インキュベーション〉ができれば　国内製造系企業による大規模なリスト

うが進行中の現在　道内出身の理工系人材の移住当初の受け懸となろう。

誘致した人材が既存の地域経済の枠組みである地場企業に再雇矯されることも，地場企

業の中長期的な技術高度化といった薗で多大な貢献を果たすであろう。だが，すでにで

きあがった組織風土に自らを慣れさせるためには，多大な時間と労力を要する。

それよりも，誘致した理工系の人材にくベンチャー企業家〉として自立するために必要

なくビジネス教育〉と　より興体的なく企業設立と運営の手法〉に関する支援を行なえ

さえずれば，地域型ベンチャー企業の創出は　当事者本入が考えるよりもはるかにスピ

ードアップするであろう。以上のことは，米国の1980年代における「SB工R」の
成果が証明している。
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次章第6章では，こうした〈UIターン＆ベンチャー〉を受け止め，かれらにベンチャ

ー創業期までに必要とされる支援プログラムを提供可能なく地域型ベンチャ・一インキ

ュペーシ黛ン〉の設計を行う。

（担嶺：瀬芦）
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第6章　地域型ベンチャー・インキュベーション
　　　　　　の設計

　　　　　　一求められるハードとソフトー

6－1　地域型ベンチャーインキュベーションの立地条件

第2章で概観した前年度の研究『地：二型ベンチャー支援システムの研究1一道内

製造系ベンチャー企業のケーススタディー』から，第5章のく地域優位性〉を活
かす地：域型ベンチャー一・インキュベーションの立地条件とは，以下に述べる（a）

から（h）までの8項圏であることがわかった。

これらのうち，（a）（b）（c）は製造系ベンチャー企業にとってのく必要条
件〉であり，（d）と（e）はU三夕一ンを実行する段階で家族を説得し満足さ
せるために不可欠なく生活環境〉である。また，（f）（g）（h）は，それぞ
れ絶対的な必要条件ではないものの，ベンチャーの地：域における発展を考えた場
合のく十分条件〉である。

〈必要条件〉

（a）理工系高等教育機関（国立工業高専）が近隣に存在すること。

（b）首都圏等と直接結ばれるジェット空港が車で10－20分圏内にあり，工
　　　場用地取得費用が低廉であること。

（c）インターネット等の高速通信インフラとそのアクセスポイントが地充に存
　　　在すること。

＜生活環境＞

Cd）住宅地が起業地から近く，住宅取得費用も低廉であること。
（e）小学校・中学校が近隣に所在することと，良質な高等教育機関への進学環

　　　境が通学圏内にあること。

〈十分条件〉

（f）地元自治体の担当者が熱心かつ親身であること。

（g）財務体質の強固な信用金庫本店が存在すること。

（h）公的試験研究機関が近隣に存在すること。

はじめにく必要条件〉についてだが，（a）国立工業高専は，第3章で調べたと
おり函館，苫小牧，釧路，旭測の道内中核4都市に所在する。さらに，（b）ジ
ェット空港は，上4都市にそれぞれF函館空港」，「千歳空港」，「釧路空港」，

「旭川空港」が存在する。これらの空港に隣接する臨空型工業団地の多くは，坪

7－12万円前後で工場矯地を購入可能である。そしてNTTおよび地：域系民間
通信網による専用線サービスがこれら4都市と世界を結んでいる。

次にく生活環境〉では，道内中核都市における住宅土地実購入懸格は坪10万円
を下回る水準にある。その結果，70坪の土地で700万円以下となっており，

住宅建設に1500万円程度をかけても合計2200万円以下，すなわち200
万円程度の頭金で残額を住宅金融公庫ローンのみでマイホームを取得可能である。
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函館，苫小牧，釧路，旭川には，戦前の旧制中学以来の流れをくむ地元進学校が
それぞれ存在し，飼立大学等への進学者も数多く出ていることから，これらの中
核都市における教育衝での基本的なニーズは満たされていると考えられる。さら

に，札幌および函館には，付属寮を有する6年制の私立中学高校が男子，女子と
もに数校存在する。近年の首都圏における私立中学進学熱は北海道にも及んでお

り，ド函館ラ・サール中」への東京方面からの入学者は120名中，100名に
達している。

簸後にく十分条件〉であるが，道外から北海道の中核都市工i業団地に立地して成

功しているベンチャー創業者によると，地元工業団地担当の自治体担当者の熱意

が進出の契機であったという。また，用地の取得やさまざまな行政手続き面で多
くの支援があり助けられたという。こうした意味で，霞治体による立地支援はベ
ンチャー企業の創業期で大きな役割を果たしていることがわかる。

他方，ベンチャー企業の創業期において，銭々のキャッシュフ鐙一を管理しアド
バイスする経理役担当としての地元信金の存在感は大きい。幸い，函館，苫小牧，

釧路，旭川の各信金は道内でも自己資本比率が高い優良金融機関としての評価を

得ている。こうした地元儒金は，我々の調査結果ではおおむね5000万円まで
のキャッシュフ［コーを支える金融機関として実に重要な役割をベンチャー創業期
に果たしている。

最後に，公的試験研究機関だが，こうした公的機関を前提としたベンチャー創業
の実例を我々は道内で今のところ知らない。だが，ベンチャー企業が創業期を経
て次の発展期に入る頃，独自の研究醐発部門をもたないベンチャー企業は公的試
験研究機関とのパートナーシップを有効に活用し始める。それは，試験測定であ
ったり，共同研究であったり，またアドバイスであったり形態は様々であるが，
ベンチャー企業にとってのく研究開発部〉としての役割が今後も期待される。

6－2　地域型ベンチャーインキュベーションに求められる

ハード

前節6－1で明らかとなった「地域優位性を活かした地域型ベンチャー・インキ
ュベーションの立地条件」を満たすハードウェアを検討する。なお，検討を開始
するにあたって，海外のベンチャー・インキュベーションの調査結果を報告する。

本報告書の作成に先立ち，本砺究チームは，平成10年2月に「米国シリコンバ
レー＆スタンフォード大学」を，平成10年9月に「台湾新竹サイエンスパーク」，

平成11年3月に「国立シンガポール大学」における現地視察およびインタビュ
ー調査を実施した。

シリコンバレーの実状は，これまでにも多くのメディアならびに第5章のA・サ
ク下五アン博士の著書のなか詳細に語られているため，本章では特に台湾に関す
る興味深い先行例を取り上げる。

（1）台湾の実例

4970年代まで軽工業しかもたない典型的な農業国であった台湾は，嘆980
年代以降の台湾型産学官連携によるパソコン産業の発展によって，全世界のパソ
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コンモニターの60％のシェアをもつに至った。その背景にはいかなる要因が存
在するのだろうか。台湾における現地サーヘイから報告する。

1980年代に入り台湾政府は「台湾を一代ハイテク産業国家にする」という決
定を行った。そのため，首都の台北から高雄に向かう列車で1時間圏内（おおよ
そ東京と筑波の関係，たたし方向は阪神方向）の新竹（シンチュウ）市に，国立

のく新竹サイエンスパーク；約6QOOha，7万入の雇用〉を建設した。

新竹サイエンスパークは，3つの園的（①外国企業の受け皿，②流出人材の環流
を図る受け皿，③国内技術の高度化と定着のための拠点）をもって構想された。

そして，これらを実現するために3つのハード（①2つの国立工科系大学，②半
官半昆組織である（財）エi業技術院，③完金国有形態の銀行・ショッピングセン
ター・幼稚園から高校まで所有する工業団地）が有機的に結合されている。

驚くべきことは，その規模ではなく念入りに計画されたく戦略的な産学官の連携
〉にある。これら産学官は互いに競合せす　連続的に連携する領域を有している。
すなわち，①大学はく人材の供給源〉とく科学砺究〉，②工業技術院はく企業化
前提の開発試作〉とくビジネスインキュベーション〉，③国立工業団地は，工業
技術院で工場操業段階に入ったく企業立地〉（地元ヘンチャーおよひ外国企業進
出）の場である。

台湾およひ新竹の地図

渥鰭》／㌃漁：恥
㌻ご蒸藤多鋤慰　　　㌦～
零露鯵拶　摩伽糠・

　論
グ　臼◎翰Ko重、9

　　　　　　　　台北

　　　　　　　k轄
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サイエンスパークの地図
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〈工業技術院〉

台湾における産学富連携は，〈科学〉とく技術〉を戦略的に分離することが大き
な特徴となっている。〈科学〉は大学の重要な機能である。だが，〈技術〉とは
開発するものであって　明確な期限付きブOジェクトと大量の資金と人材を集中
的に投入して成功するものである（工業技術院長の林博士（阪大院）へのインタ
ビュー）。

それゆえ，工業技術院では基礎的な研究（論文作成など）を：金く行わず（それは

隣の工科大学の役割），製品の開発試作のみが行われる。その意味で，工業技術
院は政府から完全に独立した半官半民の財団として，政府からの大量の研究資金
を導入して半導体製造やパソ：コンなどの大型プロジェクトに関する全面委託を受

けている。資金の使途は工業技術院側に完全に委ねられており，プロジェクトメ
ンバーは期限とともに政府に報告義務がある。その結果，プロジェクトの成否は
明確である。ブ。シェクトのメンバーは，主に工業技術院の研究員によって構成

され，ほかに外部民闘企業からの参加や隣の工科大学大学院の学生および教授も
多く参加する。技術院のマネージャーは成果を出せば昇進し，失敗すれは解雇さ
れる。

プロジェクトが終了すると，それらの開発試作過程で購入された製造装置（ほと
んどが日本製）の償却が終了する。そして，成功したプ日ジエクトは速やかに事
業化されなければならない。その結果　プロジェクトメンバーは　退職するか工
業技術院のマネージャーとして残らない限り　事業化した企業；院内ベンチャー

の社員へと自動的に身分が変わる。当然，償却のおわった生産設備は彼らの社有
設備となるかわりに工業技術院に入居家賃を支払わなくてはならない。
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また，工業技術院内部にはくインキュベーションセンター〉が設置されており，

レンタルラボが多くのベンチャー創業直後の企業に3年間期限付き貸し出されて
いる。さらに，これらの企業に対するくベンチャーキャピタル制度〉もあり，年

間数社へ5000万円程度の投資（無担保かつ融資ではない）が行われている。
さらに，国内唾00社をこえる民間VCが，有望な企業発掘のために同センター
に日参している。

大学教授も企業化を前提とする技術開発やベンチャー起業にも関わっているが，

その場合は，大学と工業技術院間でのく兼任〉または技術院へのく転職〉によっ
て，大学外で行っているようである。

工業技術院の公用語は英語および中国語であるが，多数の米国・露本の大学院工

科系修士・博士課程修了者がマネージャーを務め，英語および日本語による技術
開発等で何ら問題がない。また，現地高校卒業程度のアシスタント職員について
も英会話は驚くほと流暢であった。

工業技術院
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〈国立工業団地〉

工業技術院での試験生産とサンプル出荷が軌遵に乗ったベンチャー企業は，隣の
工業団地に3年以内に移転して工場生産を始める。このとき注臼すべきは，電力
供給から高速デジタル通信ネットワークまで完備した工業用地を　く用地＋建屋

〉でもく用地のみ〉のどちらでも　一律月額4000円／㎡のレンタル料金で貸
し出す。つまり，自社工場を建設しても用地は国有地のままであり，建屋を含め
た国からのレンタルであればベンチャー企業の工場建設に伴う初期投資はぽとん
ど発生しないように設計されている。

工業団地は全く独立した国営事業で，敷地中央部にある「工業灘区管理局」では，

土地造成から光通信ネットワークを含むインフラ整備，学校運営，貿易関税業務

にいたるすべてのサービスがここで企画運営でき，出向元である台北本省に問い
合わせる必要はなく，かつ派遣元へのくノーリターン〉が原則である。工場用地
管理に加え，敷地内には，高層マンションが建ち並び，学校，銀行，ショッピン
グセンター，公園などが計画的に配置されている。そこでのモットーは「顧客（入

居企業）に尽くせ」である。

しかも，学校は，完全に英語で授業が行われる幼稚園から高校までが国によって

運営されているため，米国シリコンバレーなどから帰国した台湾人および現地に
進出した海外企業従業員も安心して子供の教育を任せられるシステムとなってい
る。その結果，サイエンスパークにおける海外からの引き上げ台湾人および外国
人の居住者数は1万人規模に達している。
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（2）道内既存インキュペーシ滋ンのハード比較

台湾におけるベンチャー・インキュベーションのハードは，意図的にシリコンウ
エハー，半導体集積回路，コンピュータ周辺機器，などのハイテク分野における
く開発〉〈試作〉〈量産〉，が事業化に向けたプ驚セス上で展開するように注意
深く設計されている。

つまり，台湾における成功は，「追いつけ追い越せ瓢キャッチアップ」タイプの
大量生産型製造業の発展にとって最も効率的な方法である。これらの政策は日本
では古典的なものであり，明治期におこなったく官営工場の立ち上げと民間への
払い下げ〉を現代風にアレンジしたものと言えなくもない。

こうしたことは，第5章でも述べたとおり我が国はく明治期における西欧システ
ムの導入〉〈大正期の造船〉〈昭和初期の航空〉などの各工業分野で世界的にも
例をみない輝かしい成功を納めた歴史をもつ。そこで，次に，第3章で明らかと
なった高溶OBによる〈UI夕一ン＆ベンチャー〉の受け皿施設を念頭に北海道
地域にデザインされた地域型ベンチャー・インキュペーシ∋ンを考える。

ここで，第4章において道内各地に既存のインキュベーション施設が点在するこ
とがわかっている。こうした施設のうち，国立高専が立地する4地：域（函館，苫
小牧，釧路，旭川）を基本前提に，6－1で明らかにした8つの立地条件がすべ
て合致する地点として，①「函館市産業支援センター」，および②「旭川リサー
チセンター」を抽出する。

〈第1の抽出理由〉
函館と旭川は，ともにく必要条件〉としての国立工業高専（函館高専，旭川高専），

ジェット空港（函館空港，旭川空港）と低廉な臨空型の工業団地をもち，高速通
信インフラを完備している。

〈第2の抽出理由〉
両地域は，〈生活環境〉としての低廉な住宅爾地を控え，かつ良質な高等教育機
関への進学環境が通学圏内にある。

〈第3の抽出理由〉
両地域は，〈十分条件〉として熱心な地元自治体と，有力な地元儒金本店（函館
信金，旭川信金）が存在する。また，公的試験研究機関としては，上の2つのセ
ンター自体がそれを意味しているし，理工系大学としては，函館には北大水産学
部，旭川には團立旭川医科大学および中小企業大学校旭川校が立地している。

このように恵まれた立地条件をもつ2つのセンターは，現在どのようなハードウ
ェアを有しているのか，第4章の調査結果から確認する。
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図表6－1　函館および旭川のインキュペーシ灘ン施設ハード比較
函館市産業高度化センター 旭川リサーチセンター

設立時期 で998年 1995年

設立目的

研究や製品の開発に適した麟造的な環

ｫを備えた「函館テクノパーク」の研

?・劇業支援施設として，特色ある企

ﾆ鰯出と地域産業の発展に資する。

旭川地域の産業の高度化や旭川リサー

`パークに進出する企業の活動を支援

ｷる。

運営主体 （財）テクノポリス函館技術振興協会 （株）旭川産i業高度化センター

建物面積 壕059㎡ 5535．2㎡
インキュペ略

@ルーム

8室（現在4社入居） 7室（現在7社入居）

入居基準 原則3年（最大5年） 原則3年（継続可）

室　　料 蓬800円／㎡（50㎡）
@500円／㎡（壌QO㎡）

2500円／㎡

共益金 実費 1000円／㎡
職員数 3名 壕6名

図表を観察する限り，建物全体では旭川が函館の5倍近い規模があり，職員も3
名に対し16名と5倍以上の配置がなされている。他方，賃貸料共益金を含めて
函館は，旭規のおよそ半分以下と予想される。そのコストは，インフラ等の比較

もふまえなければ単純には比較できないものの，台湾のケースでは月額4000
円／㎡であることを考えると，レンタルコスト面で両施設ともに十分な国際競争
力を有していることがわかる。

しかしながら，入居後3年を経た後，近隣の「函館テクノパーク」または「旭川
リサーチパーク」における用地分譲価格がそれぞれ，函館4万円／㎡，旭川2．
4万円／㎡であるから，ベンチャー企業が実際に操業生産に入った時点における
初期投資費用は台湾とは跳べものにならないほど大きくなってしまう。

以上，地：域型ベンチャー・インキュベーションの立地条件を照らし合わせると，

函館と旭川における施設がインキュベーションとしての条件にぽぽ適合すること
が確認された。残された課題は，実際にベンチャー企業が独り立ちするには，ど
のような課題が残されているかを明らかにすることである。つまり，問題は，我々

が第3章および第5章で想定した〈U工夕一ン＆ベンチャー〉にとって，これら
の施設のハード設計が使いやすいものとなっているかという点に絞られる。
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（3）ハード設計の前提となる仮想現実

第3章で行った函館高専の起業意識調査アンケートの中の「支援制度の優先順
位」に関して，上位3位の回答頻度を合計すると以下の通りであった。

図表6－2　全回答者（151名／当該設問未回答者含む）
順位 上位3位頻度 園答項目

1位 46（27箔） 事業資金

2位 30（18揚） 事業化までの生活支援

3位 24（14％） 人材

4位 20（12％） マーケティング

5位 15（9艶） 経営ノウハウ

6位 14（8髭） 事業計画作成支援

7位 13（8髭） 技術

8位 7（4晃） インキュベーション

9位 1（祝） その他

総数　　170dO◎箔）

図表6－3　「起業かつUターン希望」回答者（16名／当該設問回答者全員）
順位 上位3位頻度 回答項圏

1位 13（30％） 事業資金

2位 9（21箔） 事業化までの生活支援

2位 9（21％） 入材

4位 3（7％） マーケティング

4位 3（7箔） 経営ノウハウ

6位 蓬（2鑑） 事業計画作成支援

7位 1（2晃） 技術

圏外 0（0晃） インキュペーシ3ン
圏外 0（0髭） その他

総数 43（100箔）

上の2つの図表をみてもわかるとおり，求められる起業支援策は一致している。
すなわち，上位3位は経営資源であるく資金〉とく人材〉である。これから考え
ても，資金面でのベンチャーに対する地元での支援策の充実と，人材面での，既
卒・新卒を問わない人材供給の宝庫ともいうべき母校・高専の存在の重要性が理解
される。

また，4位　5位　および6位については　後に説明するインキュベーションが
提供するソフトとしてのくビジネス教育〉〈事業化支援〉に含まれる事獲である。
技術者に対するビジネス理解のための教育・事業化支援が地域型ベンチャー創出
にとって急務の課題であることがわかる。

〈起業ストーリーの設定〉

それでは，支援メニューをより具体的にイメージするため，過去の実際のデータ・
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経験を組み合わせたストーり一を仮設する。事実を素材としているが　ストーリ
ーは　それらの断片をつなぎ合わせたフィクションである。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊起業ストーリー開始＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
（北海道8市に生まれ，地元工業高専機械工学科を卒業して首都圏：大手メーカー

に15年間勤務し，このたび故郷に親の強い要請もあり帰ってきた35歳A氏の
ケース）

A氏は，大手メーカーで自動車組立工場に納入する産業縮臼ポットおける制御回
路の設計開発に従事してきた日ポット分野のエキスパートである。彼は産業爾ロ
ボットを元の会社から安く購入可能である。そこで，これまでの経験をもとにロ
ボットの制御系と触手部分に手を加えてく食品加工向けのロボット〉の製作と販
売を思いついた。

だが，15年も離れた故郷で，老いた両親以外に知己もなく果たしてビジネスは
始められるのだろうか。心配が募る中で，たまたま目にした経済新聞のベンチャ
ー欄にあった，北海道の国立C商科大学内に「ビジネス創造に関する相談センタ
ーが出来た」という記事を片手に，半靴半疑で電話をしてみた。すると，若い女
性の明るい声で，要件を直ちにスタッフに伝え折り返し連絡するとのこと。

待つこと1時間，やがて鳴った電話からは同センターの教官が「今週中にでも札
幌サテライトで会いましょう。履歴書を持参してください」との返事。丁度予定
していた札幌支社出張の帰りに，金曜日の昼，札幌市内中心部にあるオフィスビ
ルに向かった。そこにはC商科大学のオフィスがあって電話にでた助教授が待っ
ていた。「すぐに計画を練りましょう。母校高専の教授にも挨拶された方がいい。

金融機関は地元が賢明です。創業場所は出身地にある自治体が運営するインキュ
ベータ施設内のレンタルラボがいいでしょう。役に立つと思われる資料を送りま
すから，その後ビジネスプランを電子メールで送ってください。すぐにコメント
をお送りします。」

やがて，C商科大学のベンチャー論専攻という若い大学院生力、ら，教官の指示に
より集めたという道や自治体，国のベンチャー支援に関する資料が届き，どの書
類はいつまでにという詳纈なコメントがついていた。「そうだ，これならやれる

かもしれない。」，だが，これまでの貯蓄は500万円程度しかなく，退職金も
多くて500万円ほどだ。現状では，資本金壕000万円だけで精一杯という状
態だが大丈夫だろうか？

だが，仕事を終え疲れた自分を励ましながら，苦労して葭宅で深夜にワープロで
書き上げた事業計画書を大学のセンターに送ったところ，詳細な質問と指摘がな
されたうえで「有望」というコメントが帰ってきた。早速，これをもとに事業計
画書を作成し，すでに受け取っていた地元自治体設置のインキュベーションルー
ム入居申込書に添付して，これを送付した。

ダメでもともとと思っていたところが，8市役所から連絡がありヒアリングのた
め来いという。有給休暇をとって市役所で精一杯プレゼンテーションしたところ，

1ヵ馴まどの審査を経て100㎡の部屋に「入居を認める」との通知が届いた。
しかも敷金，礼金などの入居費矯はなく，家賃が月額5万円と格安で，あとは光
熱費等の実費負担のみである。首都圏の状況を考えるとあまりにも低コストなの
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には，あらためて驚かされた。

早速，故郷の両親に報告を兼ねて再び8市に飛び，入居が決定したセンターの見
学に行くと，たまたま道路をはさんで向かいに地元信金の支店があった。これま
での経歴と事業のメドを支店長に相談したところ，飛び込みであるにもかかわら
ず親切に対応してくれその場で取引口座を開設できた。

住居については，幸い三親の実家があるのでしばらく単身で過ごすことにした。
メドが付き次第，インキュペーシ篶ン近くの市営住宅に家族で入居する予定であ
る。3年後，インキュベーションを出て工場を建設する際に，近隣にマイホーム
の夢も実現したい。妻も大いに期待している。

レンタルラボには照明儒の電源程度しか設備されておらず，実際にロボットを搬
入して開発を始めるには，自らの費用で低圧電源を引き，設置にともなう基礎部
分の強化も行わなければならなかった。また，各種工作機械や治具もすべて独力
でそろえなければならないのかと落胆していたところ，先述の助教授の紹介で地
充製造系企業の異業種交流会を紹介され，その中からさらに部品の試作を請け負
ってくれる地発企業にコンタクトできた。しかも，その社長はなんと舞校高専の
先輩であった。

すでに首都圏に長年懇意にしていた食品機械メーカーがあり，そこの紹介で試作

機の照会がきている。6ヵ月後には600万Flで納入のメドがたっており，あと
は制御回路のプログラムを変更して，触手部分を道内D市にある食品加工機械メ
ーカーから購入すれば製品は納入できる。

人材募集についてもきわめてスムーズに進んだ。というのは，幸い恩師が高専に
今も在職しておられる関係で，5年後輩にあたる優れた卒業生をライバルメーカ
ーのZ社からUターン転職で獲得することに成功したからである。母校教授の紹
介推薦によるものであったため，初対面でも和気あいあいで話をすすめることが
できた。さらに，新卒が一人，来春より研究室から来てもらえることにもなった。

あとは，何としても約東通り1号機を先方に納入し評価を勝ち取ることにある。

金銭の収支はまるで素人だが，地元信金の担当者が毎鷺事務所に来て帳簿を見て
くれている。だから専門の経理事務轟を雇う必要は当爾ない。これから少しずつ
簿記も勉強しようと思う。お世話になる地元金融機関には何があっても返済だけ
はきちんと続ける覚悟だ。

幸い，北海道が始めた新規創業者への500万円×2年間の補助金も獲得できた
ので，元の会社から200万円相当の磁ポット1機を購入し，ロボット加工のた
めの工作機械と治異，そして道内メーカー製の素晴らしい触手を購入することが
できた。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊起業ストーリ終了＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

以上のイメージから，A氏が求める創業環境はおおよそ次のとおりであることが
イメージできる。
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（a）故郷のビジネス環境（各種創業支援メニューやインフラ）について全く知
　　らず，老いた爾親に頼める内容でもない。
（b）コア技術と道外のマーケティング先をもっている。

（c）ジェット空港とインターネットを使えば，道外の顧客との関係維持は容易

　　である。
（d）車で空港や高専に15分以内のアクセスが必要である。
（e）インターネットはジャックを差し込めば，すぐ使えるものが望ましい。

（f）開業資金は住宅取得用に貯金してきた500万円と退職金500万円の計
　　1000万円のみである。
（g）初期投資はほとんどロボット購入やインフラ整備に使われるため，試作室
　　やオフィスは格安のレンタル以外には考えられない。
（h）地元金融機関は全く知らないが，できれば入居先の近くに支店が望まれる。
（工）常時対応可能なビジネス相談窓欝が必要。

（4）地：域型ベンチャー・インキュベーションに求められるハードとは

われわれは6－2の（1）で海外のインキュペーシ黛ン事例として台湾を調べた。
次に，（2）で立地条件に適合する道内既存インキュベーション施設を抽出した。

さらに，（3）では第3章の函館高奪OBアンケートの分析結果をもとに高専O
Bの求める支援メエユーを検討し，さらに起業ストーリー（ただしデータはすべ
て実際）による支援メニューのイメージ化を試みた。

こうした情報をもとに，本節ではいよいよ地域に必要とされるベンチャーのイン
キュベーション施設のハード面を外部と内部に分けて設計する。設計スタイルは，

初めにその骨子を表で記したのち，各項圏についての詳細な説明を行う。

（4－a）地域型ベンチャ・一インキュペーシ3ンを外部面から見たハード設計
インキュベーション施設を設計する際に，初めに考えるべき点はく立地条件〉と
く環境〉である。そこで，はじめにインキュベーション施設を外部面から見たハ
ード設計から入る。

ベンチャー創業は極めて知的で下下な事業である。それは並大抵の知識や経験で
はとうてい成功するものではない。それゆえに，周辺の外部環境はインキュベー
ションの成否を大きく左右する。

加えて，入居予定者の家族に対する配慮も極めて重要である。なぜなら，われわ

れが想定するインキュベーション施設の入居者は，既に社会に出て15年たった
家族をもつU工夕一ン技術者だからである。
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図蓑6－4　地域型ベンチャー・インキュベーションの外部ハード設計

a）日ケーション 市中心地および国立高専から車で30分圏内

Wェット空港から車で10－20分圏内

b）生活支援

@と倥宅

インンキュベーション施設の臨時職員（年間更新で至大3年まで）と
ｵて雇用

ｩ転車で通える範囲内に，優先入居が可能な市営住宅
s営住宅の近隣には小中学校が隣接
pスで市内にアクセス可能なこと

。）金融機関 霞転車で通える範囲内に地元金融機関支店
d）環：境 芝生樹木などの周辺緑地に設置されたベンチ，及び広い駐車場

〈a）ロケーシ欝ン〉
高専：

卒業後，故郷を離れ10数年を経ての帰郷である。それまでに過ごした20歳ま
での学生生活，それ以後の技術者としての職業体験を重ねた蒼都圏での社会生活
との閤には，あまりに大きな隔たりが存在する。

こうしたギャップを速やかに解消し，U（または1）ターン先と自分を強力に結
びつけ新結合によるプラス効果を創出するためには，地域型インキュベーション
が（母校である）高専に通いやすい立地環境にあることが極めて重要である。そ
れはベンチャー創業の生命線であるといっても過言ではない。

独立開業を果たしたインキュペーシ葡ン入居者OBが市内に増加すれば，これら
の横の連帯もふえ相談者も厚みを増すであろう。だが，現時点ではこうしたイン
キュペーシ籏ン入居者が経験するく孤独感〉とく焦燥感〉は，筆舌に表し難いぼ
どのレベルにある。それゆえ，地元高専との良好な関係を構築することが重要で，

学生の教育と教授会等の学校運営で多忙を極める高専馬匹との，合間合間をねら
った頻繁な訪問が大切である。それ以外に技術産業蓄積と企業間競争密度の極め
て希薄な地域におけるくベンチャー創出〉のチャンスを想像することは大変難し
い。

ジェット空港：

域内の未成熟で貧困な市場しかもたない北海道において，高付加価値な製造系の
ベンチャービジネスを成功させる唯一の道はく道外マーケティング〉にあること
が，前年度研究から明らかになった。

しっかりとしたくコア技術〉をもつUI夕一ン技術者は，10数年という道外で
の長い技術者としての職業経験から潜在的な顧客を道外に豊富に有している。こ

うした道外の顧客を対象とする集中的なマーケティング活動を実施するためには，
フェース・ツー・フェースのく直接訪問営業〉と，その間を遅滞なく埋め合わせる

情報メディアとしてのインターネットによるくホームページ／電子メール〉が最
適である。

それゆえ，こうした道外マーケティングとしてのく直接訪問営業〉すなわち，会

食を伴う1泊2日出張または会食を伴わない日帰り出張はジェット窒港の利用が
大前提である。だが，壕ジェット便でのビジネスは担当者に多大な生理的肉体的
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ストレスをもたらす。それゆえに，自宅→会社→空港→会社今自宅，という経路

を自動車で10－20分程度で移動し，かつ自動車を安心かつ無料で置いてゆけ
る空港駐車場といった周辺環境がどうしても必要となる。

そのためには，ジェット空港から車で10－20分圏内に，インキュベーション
施設とその住宅（マイホーム建設までは市営住宅）が立地していることが必要で
ある。

〈b）生活支援と住宅〉
生活支援：

家族を有しているサラリーマンが企業を退職して独立開業するまでの準備期間に

当座の生活費援助は不可欠な施策である。だが，モラルハザードを回避して，ど
のように新たなる潜在的ベンチャー創業者に生活資金を提供すべきであろうか。

生活支援に関する公的資金投入は，一義的には低廉なインフラの提供（レンタル
ラボ・オフィス，住居）によるべきであろう。だが，現実的に考えれば，まだ貯

蓄も多くなく育ち盛りの子供を抱える，30歳半後半の技術者に対する最低限の
生活資金供与は欠かせない。

その給付方法についての決定的な案は存在しない。そこで，台湾の工業技術院に
見られるインキュベーション施設の臨時職員として採下することが考えられる。
その契約金額は自治体が雇用する水準に準拠して行われるべきであろう。また，
たとえ入居資格は3年保有していても，毎年末に開催されるプレゼンテーシ難ン
での評価が芳しくなければ，臨時職員としての契約は解消という選択肢もあるこ
とにより，モラルハザードの回避は可能であると考えられる。

住宅：

ベンチャービジネスを立ち上げることは時間との競争である。すでに市場で独占
的な寡占的支配力を有する大企業に対して，無名のベンチャーが製品を投入し市
場の評価を受けるためには，大企業よりく安く〉〈速く〉しかもく優れている〉
必要がある。それゆえに，開発時間の短縮がベンチャー企業には何物にも勝る経
営資源となる。

その場合，オフィスと住宅が近ければ近いぼど有利なことは明白である。だが，

それが同一でも好ましいとは隈らない。なぜなら，学生とは異なりUI夕一ン技
術者には家族がいるからだ。家族にとって，それまで大手メーカーの技術者であ
った夫・父が，大きな生活パターンの転換を余儀なくされることの弊害は大きい。

やはり出勤するという行為は，本人にとっても家族にとっても重要である。仕事
と生活の場を明確に線引きし　なおかっ車を使わなくても自転車で通える距離程
度にあることがインキュベーション施設の立地ポイントとなる。

さらに，U工夕一ンする夫・父にとって家族の生活場所の確保は　自らのオフィ
ス確保以上に重要な課題である。幸か不幸か，道内中核都市における民間賃貸住
宅の供給量は札幌などの人環集積地域に比べ絶対的に少ない。なぜなら，土地コ

ストが安いため家賃を払うより住宅臼一ン返済の方が安くなるため，戸建て所有
が一般的だからである◎
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だが，現実的に，こうしたインキュベーション施設に入居するU叉ターン者がマ
イホームの建設に着手するには，インキュベーション入居期限である3年を経て，
かつ会社および工場の立地決定後のこととなる。そのため，少なくとも3年間は
住める一時的な家族宿舎が必要である。

今後の新たなインキュベーション施設には，近くに専用宿舎を企画設計段階で盛
り込むことは可能である。だが，既存のインキュベーション施設を前提とする場
合は，近くにたまたま立地する市営住宅（または道営住宅）の一部を優先的に転

解することが現実的である。また，そうであれば，その通学圏にかならず市立の
小中学校が存在する。

加えて，われわれが想定するU・工夕一ン技術者の年齢は35歳前後にピークを
もっと予想される。なぜなら，就職後10数年を経て30歳代に入り子供が小学
校入学年齢に達し，そろそろ家族のために住宅取得を考えてかつ30年返済の住
宅日一ンを組むことが可能な年齢が，35歳前後だからである。また，故郷の親
が引退し年金受給年齢に到達する時期にも一致する。以上の点は，第3章の高専
OBアンケート調査結果および巻末資料の「（株）リクルートリサーチの調査結
果」が支持している。

こうした年代の優れたUI夕一ン技術者を迎えるためには，これらの中学校から
高専や地形進学高校へ進学が前提条件となっている。そのため，子供たちが安心
して通える塾や争奪・進学高校への通学手段として，また主婦が帯中心部に買い
物に出かけられるためのパスなど公共輸送手段がこれらの住宅インフラにアクセ
スしていることが重要である。

〈c）金融機関〉
従来のわれわれの研究では，独力でベンチャー創業を果たした成功者のぼとんど

が，創業までの10年以上にも及ぶ苦闘の時代を，電話受付から経理に至る妻の
献身的な協力と支援によって乗り切ってきた。だが，こうしたUエターン者がイ
ンキューペーシ鴛ン施設に入居した場合，妻のサポートを受けることはほとんど
考えられない。それは秘書機能も同様である。

こうした家族の犠牲によるベンチャー創出をわれわれは意図していないし，それ
では独身者の創業や3年程度での短期間の創業は実現できないことになる。そこ
で，これからのくU工夕一ン＆ベンチャー〉の受け皿としてのインキュベーショ
ン施設では，このような事業化支援体制を設計に盛り込む必要がある。

だが，すべてをインキュベーション施設に盛り込むことは現実的ではない。それ
を業務とする外部組織に施設を隣接させ，外部のアウトソーシングを驚能にすれ
ばよい。企業経営の要はキャッシュフローにある。だから，原料の仕入れから加
工・組立，出荷，代金の回収謹ですべての局面でキャッシュフロー・マネジメント

が重要である。だが，ベンチャーを立ち上げようとしている技術者にその経験と

時間的余裕はほとんどないし，経理担当の事務員を雇うことはコスト要因でしか

ない。絶対的に安心できかつ委託手数料がほとんどかからないく経理のアウトソ
ーシング〉はないのだろうか。

その答えとして，われわれが前年度のく道内製造系ベンチャー企業〉のケースス

タディで得られた回答が，地元金融機関なかでも儒爾金庫との取引であった。数
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ある金融機関のなかでも，地元信金の営業エリアは地域限定的であり，それゆえ
に中小の地場の商店，企業のキャッシュフローに信金渉外担当者は精通している。

そこで，こうした儒金支店がインキュペーシ蒸ン施設に隣接する場所にあれば，
毎日訪れる担当者にUI夕一ンした技術者は八幡の信頼をもってつき合うことで，
自己のキャッシュフロー・マネジメントに関するアウトソーシング化が可能だ。

加えて，すべての融資決済業務において，金融機関トップ瓢理事長が岡一地域内
に存在する二六としない場合の違いは，特に金融取縮期にある現在は決定的な金
融機関選考ファクターとなる。ベンチャー創業者がやがて成功し，実績を積みあ

げやがて信金トップとの交流が始まれば，〈顔の見える銀行家〉とくイノペーシ
欝ンの遂行者としての企業家〉との素晴らしいパートナーシップが生まれよう。
これが，経済発展の基本的条件であると，経済学者シュムペーターは彼の主著『経

済発展の理論』の「信用創造」の中で説明している。

それゆえに，キャッシュフローマネジメントのアウトソーシング化と，将来の
く地元銀行家〉とのパートナーシップの確立に向けて，毎日のつき合いが可能な
地元信金の支店の近隣立地は見逃せない外部のハード面である。

〈d）環境〉
北海道へのUIターン希望理由を聞くと，多くの人が必ずく豊かな自然環境〉を
理由にあげる。だが，朝7時から深夜1時近くまでインキュペーシ3ン施設内の
ラボでの開発と，オフィスでの事業計画づくりに没頭しなければならない技術者
にとって，施設の駐車場から玄関までの数メートルが彼にとって唯一の北海道ら
しいく豊かな自然環境〉である。

それゆえに，この数メートルは彼にとって極めて重要な意味を持つ。ラボやオフ

ィスからふと見る窓からの光景や，外に出てベンチに腰掛け開くメモ携帯電話
やノートパソコン上で，峻烈な技術や事業アイデアのブレークスルーはひらめく
かも知れない。それゆえに，強い日差しを遮りさわやかな風が通り過ぎる環境作
りは，こうしたインキュペーシ黛ン施設にとって何より大切な空間である。建物
を出ると，霞に入る景色はすべて無機的なアスファルトの駐車場ばかりでは，豊
かな知的創造は難しい。

よく手入れされた樹木と緑が霞にしみる芝生そして清潔なベンチは，こうした施
設にとってのアクセサリーではなく，重要な知的生産手段であることを認識した
い。そして，こうした景観を見て，初めてここを訪れた技術者はU工夕一ンを実
際に決心するのである。

（4－b）地域型ベンチャー・インキュペーシ欝ンを内部面から見たハード設計
次に，いよいよインキュベーション施設を内部面からみたハードを設計する。

インキュペーシ露ン施設を設計する際，その運営体制も見逃せないポイントであ
る。入居者の立場になって考えられた体制如何が，インキュベーションとしての
成否を分ける。

また，入居者としてく製造系技術者〉を想定していることも重要である。インキ

ュベーション施設は，それゆえにレンタル形式のくラボとオフィスのセット提供
〉が重要となる。
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図表6－5　地：域型ベンチャー・インキュペーシ灘ンの内部ハード設計

a）管理体制

24時間利用を可能とするためく各室：オートロック牽鍵併用弐〉

ｳ面玄関は：，夜間のみ電子式施錠システム入居者はくカード＋暗証番

?〉で入居可能
b）秘書機能

X時一17時

入膠者受付コーナー：電話来客取り次ぎおよび事務支援
@（専任アシスタント常駐）　コーヒー・湯茶の常時用意

。）外部供給

Cンフラ

電源：電灯100V及び低圧電力200V（個溺契約）
挙ｹ：工業用水（個別契約）
Kス；都市ガス（個別契約）’信1専用サーバー外部：專用線サービスに直結された1008－T

@　　構内LAN　（家賃に含む）
d）レン舛ラボ 100㎡＆50㎡で上記インフラ完備十ガスFF暖房
e）レンタ財フィス 10㎡：L机とチェア2騰，電灯100V，電話・LANジャック，

@　　　ガスFF暖房，小型ホワイトボード

f）共同利用

@施設＊
鮪末ｱ室以外

@は24時間
?用可能

事務室1室（入居者管理専門）

vレゼンテーシ箪ンルーム1塞（20－50名；液晶フ。6ジェクター装備）

~ーティングルーム数室（7名；楕円テーブル）

k話応接塞1室（4名；応接セット）
送ｿ・＝］ピールーム（ベンチャー雑誌＋高速デジタルコピー機2台）

蒼注ﾇ（電磁調理門付ギッチン＋冷蔵庫十電子レンジ）

〈a）管理体制および，b）秘書機能〉
インキュベーション施設は自由な出会いの場所として，誰でも出入りできること
が望ましい。それは，直接的なベンチャー関係者に限らず，銀行の担当者，ベン
チャーキャピタル関係者，出入りの部品納入業者，高専・大学などの共同研究者，

地元の企業経営者，企業見学を希望する学生，など多岐にわたる。

これらの外部の人々の出入りの自由を保証しながら，入居者の高度な機密を守り

24時間での開発体制を支援するためには，共綱施設を1階部に置き，レンタル
ラボ・オフィスを2階以上に設置することが望ましい。さらに，2階階段ホール
には入居者専用の受付コーナーを設け，外部からの入室をコントロールする必要
がある。

そうした意味では，インキュペーシ鋼ン施設全体が構内デジタル交換機による内

線・ダイヤルイン化が果たされたうえで，入居者への電話番号を受付コーナーに
統一し，ここから転送する方式が最良である。入居者はもちろんダイヤルインで
電話受付可能であるが，不在時の連絡と個人携帯電話・電子メールの普及状況を
考えると，むしろ積極的に電話・来客の受け付け機能を共用の受付コーナーにア
ウトソーシングすることが望ましい。

また，開発に没頭する技術者に管理体制を合わせるため，入居者のラボ・オフィ

スは24時間利用を可能とするく各室オートロック＋鍵併用式〉が望ましく，他
方，正面玄関は，タイマーにより昼間時間帯は開放，夜間のみくカード保持者に

よる暗証番号入力〉を採罵することが理想的である。カード保持者がインキュペ
ーシ滋ン施設の職員と入居者に限られることは震うまでもない。
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〈c）外部供給インフラ〉
入居者の初期投資を極力抑えるため，基本的な電源工事，ガス旧事，水道工事，
通信工事を終えているべきである。

特に，通信インフラについては，専用線をインキュペーシ珊ン施設まで引いたう
えで，余裕のある自前サーバーに結び独自構内LANを設備すべきである。その
結果，後にレンタルのラボ・オフィスや工場が拡張した場合にも，光ケーブルの

敷設のみで対応可能なインターネットインフラとなる。

今や「インターネットは情報産業向け」などという概念はナンセンスであり，地
域にあるすべての企業，学校，役所，家庭が高速デジタル回線で結ばれるべき時
代に入っている。道外マーケティングを盛んに行う以外に活路をもたない地域の
製造系ベンチャー企業の場舎，一瞬で全世界に詳細な設計図の書き込まれた大量
のファイルを転送する必要がある。そのためには，家庭用に設計された一般プ日
バイダーを使うことは非現実的であり，工業用水のように情報通儒が大量かつ高

速に行われなければならない。

注意すべき点は，こうした構内LANを経由した専用線によるインターネット環
境は，国立大学や高専，そして入居するUI五一ン技術者がかつて勤務した大手
メーカーでは当然のインフラであり，それがあることとないこととの差は決定的

である点だ。地域型インキュベータ施設に先駆けてこれらのインフラを設置する
ことは，グローバルな企業環境を地：域内に構築することと同義である。

〈d）レンタルラボおよび，e）レンタルオフィス〉
入居期限を厳密に適用することも必要である。第3章の高専OBに対する起業意
識調査では，事業プランをもつ高專OBの3／4が創業に要する期闘を「3年以
内」と回答している。それゆえ，入居期限を明確にすることで入居者には独立開
業までの時間制約が生まれ，さらに次に続くものへの施設の明け渡しも進む。

だが，その後の独立開業時点においても，罵地取得を含む設備投資を可能な限り
抑える必要がある。だから，台湾と二様にインキュベーション施設の隣接地にレ

ンタルの工場建屋を公的資金で建設し貸与してもよいのではないだろうか。とも
すればモラルハザードが置きやすい直接的な公的資金補助よりも，こうしたレン

タルの工場，レンタルのラボ・オフィスの格安提供がのぞましいのではないか，
とわれわれは現時点で考えている。

ラボと：オフィスともに，LAN（インターネットにつながる）のジャック，工S
DNの電話ジャック，電源は必ず装備されている必要がある。また，初期投資を
抑えるため，ラボには工業ガス・低圧電力線工業用水の設備が不可欠である。ま
た，オフィスにはL字型の机とワゴン，チェア2脚，壁面づけホワイトボード，
洗面台を装備することが望ましい。こうすることで，実験を必要とする入居者と，

製造はすべて外注するエンジエアリング関係の入居者にも，快適なラボやオフィ

ス空間を提供できる。他に，大型の実験棟にラボを設け事務棟にオフィスを設置

する方法も考えられる。

〈f）共同利用施設〉
事務室：

共岡利用施設はすべて1階に集中させる。特に重要なものはインキュベーション
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事務室である。ここは入居者の管理を奪門とする部門であり，施設および職員の
維持管理はもちろんのこと，〈入居者家族の住居手配〉，〈子供の学校案内〉，
〈新天地での生活情報提供〉などの後方支援業務に全力を投入すべきである。参
考までに，留学生を積極的に受け入れている大学の留学生センターでは，留学生
の住居手配から役所での公的申講まで強：力にサポートすることが日々の業務の主
たる内容となっている。

また，入居者に対するく各種公的補助申請の支援〉や，〈金融機関の紹介〉，〈
地元企業の紹介〉，〈事業説明会の開催企画〉など，インキュベーションとして
果たすべき課題は多い。それらを入居者自身が行った場合，事務手続きに要する

時間的コストは莫大であり，日本のように行政システムが国，道，市町村と分立
する縦割り社会においては，ベンチャー創業に致命的な高コスト要因となる。そ
れだけに，台湾や米国以上に，こうしたサービスが行えるインキュベーション施
設の入居者支援機能は重要である。

その他：

20名と50名程度を収容できる大小のプレゼンテーションルーム2室が必要で
ある。なぜなら，ベンチャーとして独立開業の準備段階にあるU工夕一ン技術者
が，開発の各段階で潜在的投資者（融資者）に対して事業説明を行える場所が必
要だからである。こうしたプレゼンテーションを出先で行うには説明者の数だけ
説明回数が必要となり，かつ開発現場を見せることもできない。ゆえに，開発現
場のあるインキュベーション施設内で，多くの外部関係者にプレゼンテーション
することが最も効率的かつ効果的である。

さらに，これらのプレゼンテーションルームは，後のソフト面設計で述べるく教
育プログラム〉の講義場所としても大いにその活爾が期待される。

さらに，来客が3－4名来た場合の打ち合わせ場所として，また，ベンチャーを
早期に立ち上げ人材を採用した場合の会議スペースとして，7名程度が全員向き
合って座れる楕円形のテーブルを装備したミーティングルームが各階に2室ずつ
程度必要である。ぽかに，1階に入居者・管理者に共用の応接室があるとよい。

判型コピー機が2台必要であることは言うまでもない。それは，高速シートフィ
ーダーを装備し，自動ソ一志ー機能と自動ホチキス機能をもつデジタルコピー機
であることが重要である。また，そこには資料塞として，ベンチャー関連雑誌が
バックナンバーとともに定期購読で閲覧されればさらに好ましい。

最後に，開発作業は深夜に及ぶ場合も多いため，入居者による簡単な食事を用意
可能なキッチンが必要である。

6－3　地域型ベンチャー・インキュベーションに求められる

ソフト

こうして出馬されたくハード〉としてのインキュベーション空間において，いま
までく企i業創業〉やく会社経営〉の経験・知識にほとんど触れることのなかった
技術者に対して，インキュペーシ簸ンの支援ソフトとしては，①教育プ〔］グラム，

および②事業化支援プログラム，の2つが考えられる。
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こうしたプログラムを考えるにあたって，世界のベンチャーのメッカであるシリ

コンバレーにおけるベンチャー企業第1号ともいえるHP（He沼ett　and
Packard）社について，　D．パッカードが自叙伝としてまとめているので，それ

をヒントに考えてみたい（卜書は1995年に米国・カナダで出版され直ちにベ
ストセラーとなった。現在も，スタンフォード大学書籍部において常に学生が購
入するベストセラーである。ペーパーバック＄12）。

（1）HP社の創業史から
HP社の創i業者の一人，D．パッカードは，彼らがスタンフォード大学工学部電
気工学科時代の恩師にベンチャー企業の創業をすすめられ，その後発展した経緯
について，麹叙伝『The牌Way－How　Bm　8釧1etもand　I　buう1tO群Company一』

を著している。その中から，ベンチャーの創業に大変貢献したと思われる部分を，

指導教授との関わりのなかから抽出する。

〈生活資金〉
　（Pぎ◎fessor）Fred丁er癖a湾わad　beeη燐矯king　about　how　B川and　l　mlght　proceed，

　and　in漁e　sum鵬er　of　1938　he　arranged　a　S斐aR蓄◎rd｛e縫owshlp　f◎r　me．縫carried

　astipend　o｛＄500　a　year，　but　more　l親Rportant，　it　reunl重ed搬e　wl重わHewle重t．

　　（ρ。32）

　　（筆者訳）（母校の）フレッド・ターマン教授は，ビルと私が一緒にやって

　いける手だてについてずっと考えてくれていたのだった。そして1938年
　の夏には，教授はスタンフォード大学の奨学金を私のために用意してくれた。

それは1年の生活費にあたる500ドルであったが，もっと重要なことは，
ビューレットと私を再び結びつけてくれたことだった。

＜ジ3ブトレーニングと学位取得＞
　Terrna轟had　arra総ged　for　me　to　do　the　Iaboratory　work　on　the　Varla轟research

　prolec重　縫p　a重　Charlle　Litton‘s　place，　L濃。汽　Engineerlr茎g　Laboratories，　lr遷

　Redwood　Ci童y，　He　had　also　arra轟ged　for　me　to　get　credit　f◎r　my　wor紋at　G圧

　so宝ha窒lc◎撮d　get　my　Ei旺degree　fro凱S生aR｛ord　wit鉄lust　o轟e　year　of
　residence．（P．34）

　　（筆者訳）夕一マン教授は　チャールズ・リットン氏によるレッドウッド市
の「リットン技術研究所」で立ち上がった「ヴァリアン研究プ日ジェクト
に参加する研究所勤めの機会を斡旋してくれた。教授はさらに（学部卒業後
就職した）GE（ジェネラル・エレクトリック）社（研究所）における勤務
経験の単位認定もしてくれた。おかげで，スタンフォード（大学院工学研究
科）からたった1年間の在籍で電子工学修士号を得ることができたのだ。

＜ビジネス教育＞

　lalso　gained　aめt　from　two　classes　l　t◎ok　a窒S窒a轟牽ord　that　fall　of壌938：

　b“sl轟ess　law　and　ma轟agement　acco医長tl轟9。　lhad　s19資ed縫ρbecause　l

　嶺ought　they　r橿gh重be　o至so願e縫se　in　o“r　new　business．　Locking　back，　they

　were　among　the　most　important　courses　l　ever生ook，　beca撲se　the撫st　ta嫉9絨

　鵜ee轟。縫9めaboutρar重轟ers揃ps，　co轟重罫acts，　aBd　incorpora重lo轟so　that　for　the

　Rext　few　years　we　rarely　req穫ired重he　services　of　lawyers，（P．44）

　　（筆者訳）私は，擁938年の秋学期に，スタンフォード〈大学院〉でとつ
　た2つの講義　すなわち「会社法　と「企業会計　から実に多くのことを学
んだ。履修した理由は，我々の新しいビジネスに有効なものがあるに違いな
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いと考えたからだ。省みるに，これらの講義はいままでとったなかで叢も重
要なコースだった。なぜなら，わたしがく共同経営〉やく契約〉〈法人設立
〉などについて学んだため，それから数年間は弁護士をぽとんど必要としな
かったからだ。

〈大学と技術シーズ〉
　［nthe　spr納g　of　1938，　wor紹ng　in　Termanls　Iaboratory，　a　group　o｛s勧deハts，

　inc搬d勧g　B川Hewle重重，　deveめped　so殖e　laboratory　eq繧ipment　aρplications‡or

　陀gative　feedback　　B鐸｝監s　impor窒ant　co賊ributio轟s　was　the　resls重a轟ce－

　stab薦zed　a“dio　osc謡lator．τerman　also　made　an　important　co轟trib縫tion．　By

　秘si舞g　some　apProxir轟ations　he　red雛ced漁e　Blac数equations　to　a　simpier　f◎rrn

　that　was　m疑ch　easier　to“se．（P．41）

　　（筆者訳）1938年の春までに，二一マン教授の研究室で働いていたビル・
ビューレットを含む学生たちは　「負帰還回路　を応用した試作品を開発し
た。ビルの璽要な貢献は，「抵抗安定型信号発僑器」を作り出したことだっ

た。夕一マン教授もまた重要な貢献をした。教授は，一定の推量からブラッ
ク方程式をもっと簡単な式に置き換えることによって，より現実的な回路設
計を可能としたのだった。

＜有力者紹介＞
　Later　tha霊year，　a｛ter　we　s重ar業ed　uρin漁e　garage，　Ter鵬a昌arranged　for　Har◎ld

　8u重t携er，　ar茎釧｝gineeri轟99rad疑a重e　o｛S重a簸ぎord　arx封Rternatめ轟al　aRd　Telephone

　a轟dTelegraphIs　vice　presldent　of　research　aRd　deveioP田eRt，　to　take　a　look　a重

　B川ls　osci総a重or．　Buttner　was　so　impressed　that　he　ofでered　us＄500｛or重he

　歪oreig轟patent　rights　a漁d　help　ir達ge翅轟g　the　U．S。ρatent，（p．4壕）

　　（筆者訳）のちに我々がガレージで（ベンチャーを）立ち上げたとき，夕一

　マン教授は　ハロルド・バットナーという　スタンフォード大学工学部OB
で国際電信電話会社の研究開発担当常務に　ビルが開発した発信器を見せる
機会を作ってくれた。バットナー氏は強い印象を受けて，海外特許取得費用
として500ドルを援助してくれたうえに，米国国内特許取得への働きかけ
も行ってくれた。

＜マーケティング支援＞
　We　b三胎e　first　producti◎R朝Rodel　by　Chris重瀟as，　and　l　clearly擁aving童his　unit

　si重t治g　oR　the　mantd　ab◎ve　the　fireplace．　There　we重ook　pictures　of　i重a臓d

　pr◎duced　a　two一ρage　sales　brochure　tha霊we　sent重。　a　Iis七〇f　abou重重we舞tyイive

　ρotential　c“s重◎r轟ers　pr◎vided　by　Fred　Ter凱ar1．（P．42）

　　（筆者訳）われわれはクリスマスまでに最初の製品を作り上げた。そして，

　私はこれをよく見えるように暖炉の上のマントルピースに載せた。そこで，
　われわれはその写真をとって2ページもののカタログを作り，四一マン教授
　に教えられた25の見込み客宛に発送したのだった。

今やエレクトロニクスとコンピュータ分野で，シリコンバレーに生まれ育った世
界的な企業であるHP社は，学生時代から創業期に至るまで実に多くの援助を指
導下嘗である夕一マン教授から受けたことが読みとれる。それは，＜学生生活へ
の援助〉，〈研究開発への参加〉，〈職業訓練〉，〈創業支援〉，〈マーケティ

ング支援〉など多岐にわたっている。HP社こそは　大学指導教官の有形無形の
支援によって生まれたくベンチャービジネス〉だった。
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しかしながら，ここで注意を要する点は，2人がストレートに大学院に進学した
学生ではなかった点である。彼らがスタンフォード大学工学部の夕一マン教授の
研究室を卒業したのはマ934年である。その後，ターマン教授の励ましにより
パッカードは1935年からGE社に就職する。また，ビューレットはスタンフ
ォード大学大学院を経てマサチューセッツ工科大学の大学院工学研究科修士課程

へと進学し，1937年にスタンフォードに戻ってきた。

このように，ベンチャー精神をもって新たな産業分野に飛び込むこと，広く東部
の世界におけるく産〉とく学〉のメッカを経験することについて，ターマン教授
は彼の学部ゼミ学生たちに以下のように語って学生たちを鼓舞している。

＜学生たちへの激励＞
　lreme醗ber　Terman　sayi轟g　somethl轟g鰍e愉at：“Well，　as　yo嫉ca轟see，　mos重of

　these　s秘ccessful　radio　firms　were　b二二byρeoP［e　withou塗乙舳ch　ed縫cation，ll

　addiRg漁at　business　oPPortuRity　were　eve轟greater　for　sor轟eo資e　wit捻as◎und

　theore額cal　background　i貸the　fieid．丁絵a童got　us　thinking，　a轟d　i轟our　ser達ior　year，

　with　Ter鵬a轟葬s　encouragemeRt，　Bi鍵Hewle重重，εd　Porter，　Bameyαiver，　a轟d　I

　were　r轟ak蛤g　tentatlve　plans　沁try宝。　do　somethi轟g　o轟　our　own　after
　gradじa嚢。轟．（P．24）

　　（筆者訳）私は，四一マン教授が確かこのように言ったことを覚えている。
　　「もちろん諸君は今日の隆盛を極めるラジオメーカーが高等教育を受けない

　人々によってなされていることを知っているだろう。」ビジネスチャンスは，
　エレクトOニクスの分野で正しい理論的背景を持つものには十分すぎるほど
　の機会を与えてくれる。これは今にして思えば，われわれが4年生の時夕一
　マン教授は励ましてくれたのだと思う。ビル・ビューレットやエド・ポ一婦
　一，・バーニー・オリバーや私は，卒業後に何か自分たちですぐに実行可能な
　計画について考え始めていた。

＜卒業にあたって＞
　Terma轟eRc◎uraged　me　to　ta紋e撫e　G旺lob，ρ◎int治g◎戚嶺at　I　would　leam　a

　great　deal嶺at　would　prove　use顯hn　our　ow轟e轟deavor．　Healso　thought　Blll

　would　beRe獄from　some　grad纏ate　work．　S◎we　agreed重。　P◎stpone　our

　busiRess　ve轟ture，　s重ill　determ績ed　eventua縫y宝。　s生art　the　company　we　had

　taiked　abo“重．（P．24）

　　（著者訳）夕一マン教授は　私がGE社に就職することについて　将来のベ
ンチャー創業にとって本当に有効な事柄をたくさん学べると指摘して　大い
に励ましてくれた。彼は，またビルについても大学院で学ぶことは同様にベ
ンチャーに有益だろうと考えていた。それで，われわれはベンチャー創業を
延期することにはしたが，いずれ話していた会社を起こそうと考えていた。

（2）HP社から学ぶインキュペーシ鑓ン哲学
以上から，われわれはベンチャーを支援するための2つのプログラムであるく教
育プログラム〉とく事業化支援プ日グラム〉を考える場合に，次のような示唆を
得られるだろう。すなわち，

〈教育プログラム〉
（a）若者はきわめて短期間の成果を求めたがるのに対して，教官は学生の人間
　　　的成長をふまえながら，実社会における人生の選択といった長期の視点か
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らベンチャー創業をすすめることができる。

（b）一度社会に出て再び母校に帰ってからの創業は，それまでの経験を活かし
　　つつ母校を軸として動くことから，自由と情報が無理せずに得られるとい
　　う点でベンチャー創業に対してきわめて有利である。

（c）技術系バックグラウンドを有する人間に対するくビジネス関連科昌〉教育
　　は，後のベンチャー創造と経営に対してきわめて有効である。中でも，「会
　　社法」および「企業会計」が重要である。

（d）人生の真実の豊かさは，富や名声よりも自己実現する機会を自ら創造でき
　　ることである。すなわち，エンジニアとしての独自の設計思想，創業場所，

　　事業パートナーの選択，などが自由に行えることは人生最大の喜びにつな
　　がる。同時に，同じ志をもつパートナーの存在は何にもまして重要である
　　　（ソニーの井深・盛田も同様）。

〈事業化支援プ日グラム〉

（a）研究室レベルでの設計試作において公的研究資金を使っての開発に参加す
　　　ることが，後の自社濡鼠の開発プロセスの短縮化を可能にする。

（b）現在その地域や国家が抱える技術的な問題・課題に応えるべく，外部から

　　研究ニーズと資金を持ち込む指導教嘗（高専生による「0丁目ン」参加は
　　最良のエンジニア教育を学生に与える）と，それに一心不乱で突き進む学
　　生だちのチームは，将来の技術系ベンチャーを生み出す早良の予備軍であ
　　る。

（c）現在考えられているベンチャー創業支援メニューの中心は「資金供与」で
　　ある。しかしながら，HP社の事例では，大切なのは母校を申心とする「ネ
　　ットワーク」であり，もはや伝説となっている「＄538のガレージ創業」
　　と，手作りの発信機「蟄ode1　200A」のパネル作りは，塗装の焼き
　　付け処理を彼らの台所のオーブンで行った。つまり，「自己資金」と「手
　　作り」が原則なのではないか。

（d）教嘗はジその長い学内外との関わりの中から，卒業生たちのビジネスに決
　　定的に欠ける能力，すなわちく製品の紹介〉について教授の人脈をフルに
　　活かした支援を行うことが可能である。

こうした事例から，本節ではいよいよ地域に必要とされるベンチャーのインキュ
ベーション施設のソフト面をく教育〉とく事業化支援〉に分けて設計する。設計
スタイルは，はじめに骨子を図表化したのち，各項昌について詳細な説明を行う。

（3－a）地域型ベンチャー・インキュペーシ灘ンを教育薗から見たソフト設計
いよいよ，インキュペーシ霧ン施設において入居者に提供すべき教育プログラム
の設計に入る。

その主たる構成は，商科大学において通常行われる教育プログラムが適当と考え
られる。すなわち，〈講義〉〈実習〉およびく演習〉の3種類である。
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図表6－6　地域型ベンチャー・インキュベーションの教育ソフト設計

a）講義

「会社法」および「企業会計」をコア科自として，商学部で

ﾊ常開講する企業法および企業経営に関する関連科自を講
`。

b）実習 簿記，パソコン（ワード＆エクセル，パワーポイント）
c）演習 会社定款作成，財務門門作成，キャッシュフロー表作成

道内におけるビジネス系大学の学部・大学院教官は，こうしたインキュベーショ
ン施設における高専および大学工学部卒のU工夕一ン技術者に対する教育を直ち
に開始すべきである。それは，巣位履修という形をとる必要もないし，何らかの
教育制度に準拠する必要もなく，圏的は唯一「会社」という概念と実際のオペレ

ーシ3ンに関するさまざまな約束事を知識として短時間に教育することである。

現実的には，大学の教官が学期中にこうした連続講義を出張で行うことは不可能
である。そこで，次の2つの講義形態が考えられる。すなわち，

（a）夏休みや冬休みなどの長期休暇中にインキュベーション施設に出張して集

　　中講義を行う。

（b）学期間中に，複数の教窟が交代で出張して連続講義を行う。

さらに重要な点は，こうしたインキュベーション内での教育プログラムを成功さ
せるためには，講義への参加をインキュペーシ3ン入居者の義務とすべき点であ
る。しかも，大企業にみられる社内研修教育と岡様，レポートやプレゼンテーシ
翔ンを通じた試験チェックを必ず実施し，後の創業支援の援助対象とするか否か
の墓礎データとして用いるべきであろう。

こうした社会人に対する評価システムには，異論も多いであろう。だが，激烈な
競争にたった一人で立ち向かわなければならないベンチャー企業の創業者は，そ
れゆえに厳しい競争に孤独で勝ち残らなければならない。同時に，技術者がもし
自己の技術的確かさを過歯し，企業経営に関する基本的な知識もなく経験や勘だ
けで経営してゆくことの危うさは，なんとしても回避しなければならない。

（3－b）地：域型ベンチャー・インキュベーションを事業化支援面から見たソフ

　　　　ト設計

次に，インキュペーシ灘ン施設で行われるべきく事業化支援プ縣グラム〉に関す
るソフト設計を行う。

これまで製品開発や製造に特化してきたUI夕一ン技術者が企業創業者になるま
でには，それらの方面に関する知識を教育したうえで，実際に事業化までの各ス
テップをフ㌘O一して段階的に支援することが現在有効と考えられている。

ここで，第3章で行った高専対象の起業意識アンケートでの分析結果のうち，＜
起業かっUターン〉と回答した16名のうち事業化支援に該弄するのは，1位「事
業資金」，4位「経営ノウハウ」，6位「事業計画作成支援」であった。
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図表6－7　「起i業かつUターン希望」國答者（壕6名／当該圓答者全員）
順位 上位3位頻度 獲答項目

1位 蓬3（30髭） 事業資金

2位 9（2桃） 事業化までの生活支援

2位 9（21髭） 人材

4位 3（7晃） マーケティング

4位 3（7髭） 経営ノウハウ

6位 蓬（2％） 事業計画作成支援

6位 雀（2毘） 技術

圏外 0（0器） インキュベーション

圏外 0（0％） その他

総数　　　43（10◎晃）

そこで，創業に至る各段階における事業化支援を，実際の支援実例に沿って分解

し，改めて支援当事者と外部協力組織を明確化したのが図表6－8である。

図表6－8　地域型ベンチャー・インキュベーションの事業化支援ソフト設計

段階別支援項目 支援当事者 外部協力組織

①事業計画作成 インキュペーション事務塞 商科大学センター

②創業場所選定 インキュペーション事務鍵 自治体企業立地課

③設備投資計画策定 インキュペーション事務室 高専→自治体企業立地課

④経営計画策定 インキュペーション事務塞 商科大学勧外→地元商工指導センター

⑤人材募葉 インキュペーション纂務室 高専→自治体→公共職業安定所

⑥公的補助申請 インキュペーション事務室 自治体企業立地課→商科大学センター

⑦金融機閣決定 インキュへ㌧ション事務塞 地売金融機関本支店

⑧住居決定 インキュへ㌧ション事務塞 自治体企業立地課今霞治体住宅課

⑨設備投資発注
@（インフラ及び設備導入）

インキュペーション事務室 自治体企業立地課および

燉Z機関敢引支店

これらの支援内容は，実際の現場でコーディネーターが行うことなので，次章の
コーディネーターの現状と課題に譲るが，ここでは外部協力組織が担うべき可能
支援業務について考察する。

〈商科大学センター〉

①事業計画策定における事業目的の墓本コンセプト，夕一ゲット，戦略，戦術，
およびキャッシュフΩ一についての集中的かつ段階的な討議を，商科大学内の支
援センターで大学が招へいする奪門家（大学教官および学外協カスタッフ）と共
同で行い，それらの弱点を補強する。

大学内での討議結果を反映した「事業計画書」を，その後の各種公的補助申請や
融資申込に応爾する。また，④経営計画策定，⑥公的補助申講，などに関しても，

商科大学内の支援センターでは豊竈な国内情報をもとに，資料取り寄せと各種申
請書の作成に関してあらゆるサポートが驚能である。
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〈自治体〉

②創業場所選定と③設備投資計画策定では，それらの用地斡旋と新規設備投資（⑨

設備投資発注）や新規雇矯にともなう各種補助等（⑥公的補助確請）の支援が行
われている。また，⑧住屠決定では，隣接する公営住宅の入居手配サービスが受
けられる。

また，函館や旭川などの非札幌圏では国の部局が設置されていないため，地元自
治体が委任事務を行っているケースが多い。そのため，公的資金等の窓口も一元

化されやすく，かえって首都圏にくらべて申請にかかわるワンストップサービス
の提供が可能となっている。

〈高専〉

③設備投資計画策定と⑤人材募集では，高専教官への相談が期待される。設備投
資の：域内調達面で母校OBが経営する企業紹介を受けられる可能性がある。また
人材採燗では，事業の立ち上がりで新卒者の教育は無理であるため，既卒者に関
する情報で母校・高金にまさる存在はない。

さらに，独立開業を果たし，インキュペーシ黛ン施設から出て数年後に生産体制
の拡充が進んだ場合，たとえ無名のベンチャー企業であっても母校との連絡体制
が確立している限り，新卒者の採矯はさぽど困難なことではない。そうした意味
でも，インキュペーシ3ン入居直後からの母校高専との密接な交流が，将来の人
材募集にとって決定的な意味を持つのである。

〈金融機関〉

⑨設備投資発注では，その資金計画とキャッシュフロー計画，償却計画，につい
て細部にわたる事前協議が必要である。

特に設備投資に対しては，自治体，北海道および通産局による各種補助金と優遇
処置が用意されているが，その申請書類上，金融機関発行の証明書類が必要とな
る場合が多い。また，各種公的補助金や融資制度の窓口にもなっているため，地
元金融機関との二人三脚体制は蓬非とも必要である。

また，6－2で述べたように，ベンチャー企業にとって地元金融機関のトップは
顔の見えるく銀行家〉となり，さらなる信用創造がはかられるというメリットも
大きい。

6－4　まとめ

以上，本章では，本膳皆書の結論ともいえるく地域型ベンチャー・インキュペー

シ避ン〉におけるハード面およびソフト薗の設計を行った。

それらのうちのいくつかは，関係者の多大な努力により提供されており，いくつ

かは未着手のままである。しかしながら，戦後50年を経て日本経済は次なる発
展段階への踊り場に入っており，新産業の担い手である革新的ベンチャー企業の
育成は急務の経済政策課題となっている。

特に，経済のグ鑓一パル化は，政府による国内産業への護送船団方式の解体を加

70



速化しており，大企業のリストラと余剰人員の解消は急ピッチで続いている。そ
のため，新たな雇周創出の受け皿としてもベンチャー企業は期待されており，特
に経済の落ち込みが激しい地：域におけるベンチャー支援は不可欠である。

しかしながら，6－3で設計したインキュペーシ3ン施設を実際に運営し，実効
性のあるベンチャー支援を行うのは大学，行政，金融機関などの外部協力組織で
はない。それは，インキュベーション施設における高い志と情熱　経験に裏打ち
された企画力　不退転の実行力を兼ね備えるくベンチャー・コーディネーター〉
に他ならない。こうしたコーディネーターは　技術と経営の双方に深い洞察力を
有し　かつ金融に関する深い知識と経験も求められる。

P・ドラッカーが近著『明日を支配するもの』　（上田訳：ダイヤモンド社，19
99年）で再三述べているように，成果の上がらないマネジメントはマネジメン
トではなく，成果の上がらない組織はグローバル競争のなかで消滅せざるを得な
いのである。

そして，われわれが目指すく地：域型ベンチャー・インキュベーション〉は，あく
までも競争相手がグローバルに存在し，それは台湾でありシリコンバレーである。

それらの地：域にあるインキュペーシ灘ン施設に対してく地域優位性〉をもてない

施設であれば，そこから生まれるベンチャー企業も競争力を持ち得ず，失敗する
ことはほぼ間違いないといえよう。

そこで，終章では，これらのインキュベーション施設が立ち上がった以降に重要
となるくコーディネーター〉に関する現状分析と今後の課題について考察して，
本報告書を締めくくりたい。

（担当：身魂）
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終章　地域型ベンチャー・インキュベーションにおけ

るコーディネート機能

既に，第4章において道内インキュベーション施設の現状について触れ，また第6章で

は技術力とマーケティング先を持った〈UIターン＆ベンチャー〉を受け止め，彼ちに

対して創業期に必要とされる支援プログラムを提供することのできるく地域型ベンチャ

ーインキュベーション〉のハード面とソフト面に関する設計を行った。

そこで本章では，既に道内に存在しているインキュベーション施設がより効果的にくU

エターン＆ベンチャー〉を受け入れ　事業化の促進を支援していくためには何が重要か

という観点からコーディネート機能について考える。特に，第6章で触れたスタンフォ

ード大学の夕一マン教授や，新竹サイエンススパークの工業技術院が果たした役割を参

考にして，地域において期待されるベンチャー・＝］一ディネーターの人物像について検

討したい。

7－1　コーディネート機能の必要性

（1）コーディ＊一ト機能強化の必要性

本報告書では，〈インキュベーター〉について「企業家的な中小企業に利払可能なスペ

ース，共用の支援サービス，金融，マーケティング，マネジメントなどの企業開発サー

ビスを提供する施設であり，若い企業が最も鑓難な創業期に存続し，成長するのを助け

る養育役」と定義している。つまり創業期の企業に安価なスペースを提供するとともに

コンサルティングを行って，その成長を支援する施設・サービスのことである。

前章でふれたようにく地域型ベンチャー・インキュペーシ3ン〉として，①立地条件，

②ハード，③ソフト，の3条件が必要である。①の立地条件としては，ジェット空港，

高専大学，公的試験研究機関，工業団地等のインフラが整備されており，そこに②で述

べたハード面としてベンチャー向けのレンタルスペースがあるという点で，道内のイン

キュベーション施設の中に3条件の内2条件を満たす施設が存在する。

しかしながら，③のベンチャー支援におけるソフト面でのく教育プログラム〉とく事i業

化支援プログラム〉について，その実施主体に関する検討が不十分であることは蕎めな

い。インキュベーション施設には成功事例が必要であり，事例が積み重なれば次世代の

ベンチャー企業の入居も増加する。それゆえ，こうしたソフト面を実際にマネジメント

し，ベンチャー企業の事業展開を支援できるくベンチャー・コーディネーター〉の存在

が欠かせない。

（2）コーディネーターとは何か

インキュベーション施設に入居するベンチャー企業にとって，企業が抱えている問題点

を分析・特定し，解決するために，必要な外部資源に引き合わせを行うコーディネータ

ーの果たす役割は想像以上に大きい。つまり，コーディネーターとは単にベンチャー企
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業をく夢剛ヒ〉させるだけでなく，シュムペーターの言うところのく新結合によるイノペ

ーシ3ン〉のチャンスを創業者に与えるのである。

大企業に比べて経営資源の劣る中小企業やベンチャー企業は，変化の激しいグローバル

競争の中で外部経営資源を積極的に活用する必要がある。従来，国内の中小企i業に対す

る調整役もしくはつなぎ役の役割を，系列の上位にある大手企業や総合商社が行ってい

た。しかしながら，産業構造の変化に伴って，企業間ネットワークにおいて独自のつな

ぎ役を引き受け，仕事の流れを構築し，取引先紹介や資金調達を支援するくベンチャー・

コーディネーター〉の重要性が高まってきた。

特に技術系ベンチャーを支援するインキュペーシ欝ン施設におけるコーディネーターの

役割は，巣なるビジネス紹介にとどまらず，事業訟訴を一緒になって行うくマネジメン

トのアウトソーシング機能〉が求められる。

こうした背景の下，あるインキュペーシ翔ン施設では5年ほど前に，＜入居企業ならび

に隣接するリサーチパークの管理運営〉を中心とする従来の活動から，〈技術系企業に

対する技術コーディネート機関〉という位置づけへと活動方針を転換したという。だが，

関係者によると，1つか2つの成功例を除きく技術コーディネート〉の活動は満足のい

く成果を上げていない。その理由としては　道内のみならず全国的にも幅広い人脈や経

験を持つコーディネーター人材の絶対的不足が原因という。

こうした問題は，何も北海道に限ったことではない。テキサス大学のインキュベーショ

ン「ICスクエア」を成功に導き，その後シリコンバレーのサ．ニーバル市においてNA

SA技術の罠間転換を目的としたインキュペーシ滋ン「NASA｛イムズ・コマーシャ

ラィゼーション・センター」を設立したコズルメルスキー博士も，以前テキサス弼オー

スティンにおげるインキュペーシ霧ンで失敗している。その最大の理由は，事務局長と

してバイオの博士号保有者を招き，技術指向のインキュベーションを霞指したためとい

う。こうした経験から　インキュペーシ黛ンの経嘗またはマネーー
トワークを持ち　豊富な人生経験を持つ人物が必要であると，コズメルスキー博±は強

調する。（小門裕幸『エンジェルネットワークーベンチャーを育むアメリカ文化』（中

央公論社；1996））

インキュベーション施設におけるソフト面を拡充するには，まず自らの組織機関内だ

けで活動するのではなく，地：域における大学，高専，砺究機関，地元企業等と積極的に

連携し，お互いに補妬しながら事業育成のための地域プラットフォームを形成していく

ことが必要である。そして，地：域内で不足しているものがあれば，国内外を問わずに他

地域と広：域連合むべきであろう。

73



図表7－1地域型ベンチャー・インキュペーシ珊ンにおげるコーディネーター
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弩芝ターン＆ベンチャーに欝一ディネーターが引き合わせる機能

①技術開発支援機能
　　（自社技術の確立、特許化、商品化への研究開発、事業化アドバイス、試作・製造先の選

　　定、製造支援など）

②研究成果のベンチャー企業への技術移転機能
　　　（産官学共同、TLO、公設研究機関の活用、共購研究事業など）

③ベンチャー企業の立ち上がり支援機能
　　　（設立・届出、事業計画、資金計画、公的助成、相談、スタッフ・奪門家派遣、アウトソ

　　　ース先の紹介など）

④　資金供給機能

　　　（制度金融、民間銀行、ベンチャー財団、ベンチャーキャピタル、エンジェル、朱公闘証

　　券市場、プライベートファイナンス、アライアンスなど〉

⑤立ち上がり後の経営指導機能
　　　（企業の使命・理念・残的、経営計画、目標達成、組織構成、内部管理など）

⑥マーケティング機能
　　（市場調査、商鐵化、販路閣拓、罷業支援、商品戦略、流通戦略、価格戦略など）

⑦人的資源育成・供給機能
　　　（ビジネススクール、起業家育成講座、インターンシップ、人材誘致など）
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それゆえ，こうしたコーディネーターは，インキュベーション施設のく入居者〉と国内

外のく産学官〉を結びつけられる高い能力と実行力が求められる。図工，外国語，ビジ

ネス，技術に精通している必要もあるが，自身が企業家であったり企業経営の経験は不

要である。それよりも，〈プロフェッシ黛ナル・スキル〉に裏打ちされた地域藁献とい

う高い志が重要である。もちろん，ストックオプシ闘ンなどの成功インセンティブも与

えられる必要があるだろう。

こうした支援サービスにおいて最近注自されるのが，①ベンチャー企業中小企業を専

門的に支援することを霞的として，公認会計士が中心となって設立した「（株）D・ブ

レイン」（本社東京；全国主要都市にコンサルティング部門を分社落去），ならびに②

全国に散らばるベンチャー型中小企業の新規事業を地：域を越えて結びつけ新たな事業創

造を行う「（株）アクシス・ウエイブ」（本社東京）がある。これらの試みが成功すれ

ば，これからのく地域型ベンチャー・インキュペーシ欝ン〉から全国の企業ネットワー

クの参入機会が増すことは間違いない。

7－2　〈U工二一ン＆ベンチャー〉に対するコーディネーター

の人物像

われわれは，既に第6章においてく地域型ベンチャー・インキュベーション〉のハード

およびソフトの設計を行った。その中でこれらの機能を遂行する「インキュベーション

事務室」を想定し，〈Uエターン＆ベンチャー〉を支援するコーディネーターとしての

役割を想定した（図表6－8参照）。

図表7－1は，創業期のベンチャー企業にとって必要な機能とコーディネーターの役割

について表したものである。既に見たように，すべての機能を個々のインキュベーショ

ン施設が兼ね備えているわけではない。そこでインキュベート事務室におけるインキュ

ベート・マネージャー，すなわちコーディネーターは，創業期のベンチャー企業に必要

な機能を外から引っ張ってくる能力が求められる。

それは，共同技術開発の相手探しかもしれないし，特許申請の手続き，製造依頼先の選

定，投資家探し，銀行との交渉，流通経路の確保かもしれない。経営指南はもちろん，

住居の確保やパソコンシ簸ップ探しの手助けも必要となるだろう。

次の課題は　一体誰が　このように著しく困難で知的なビジネス創造支援を行うことが

できるのかという点である。そこで，われわれはく地：域型ベンチャー・インキュベーシ

ョン〉施設に最低2名のコーディネータ配置が必要と考える。1名はインキュベーショ

ン・事務周長として施設全体を統括し，もう1人はインキュベーション・マネージャーと

してアシスタントと十分な予算をもちながら国内外と地：域型ベンチャー企業を結びつけ

るため，縦横無尽に活躍するものである。

その場合，壕名は技術分野に明るく，他の1人は金融・財務・マーケティング等のビジネ

ス分野に明るいという組み合わせが好ましい。なぜなら，製造系ベンチャー企業の創業
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に対しては，〈技術のコーディネート〉に加えて，資金やマーケティング，会社設立と

いったくビジネスのコーディネート〉も期待されるからである。

そこで，〈UI夕一ン＆ベンチャー〉における起業支援を目的とするコーディネーター

について，実際の経験と調査先からのコメントをもとに人物像を描いてみた。すなわち，

（a）バックグラウンドー北海道以外で勤務したことがあるか道外の大学出身者で，道

外ネットワークを持つ人物。理工系学部出身で文系の業務をしていた，または文系出身

で技術系の仕事をしていた場合は尚望ましい。2つ以上の職を経験していて，営業の経

験がある。経営者の経験があれば尚良い。金融機関や，企業の財務企画に勤務したこ

とがあり，資金調達の実態とファイナンスの理論の分かる人間。法律契約に関し常識

的な理解がある。最縣のマーケティング手法，マルチメディア技術の進歩に伴う時代変

化に敏感。好奇心三盛。外国語に堪能。異業種交流会，セミナー等に参加している。弁

護士，会計士，コンサルタント等専門家の友人が多くいる。官公庁，道内外企業に知己

が多い。

（b）性格姿勢一熱意とやる気のない起業家はいらない。甘えは禁物。当然コーディ

ネータ自身も熱意に溢れ，自己に厳しくなければならない。義理・人情に篤い。企業と

寝起きを共にして一緒に足を棒にし，販売先，提携先を探し回る。信義に厚い。幅広い

ネットワークを個人の門門として持っている。有力者を回って，ベンチャー企業への出

資を説得できる論理と実績と誠意。ベンチャー企業のために協力者をまわりに作り出し

ていくλ柄。希望を捨てない。社会町回の意識が高い。

（c）求められる能カー交渉能力。論理構築能力。体力。忍耐力。話を聞く能力。わが

ままで自己中心的な（起業するにはプラス要素），将来のベンチャー企業家を説得する

能力。話を聞いてあげる能力。励まし，カづける能力。ネットワークを増強させていく

能力。自分にわからないことを素直に認める能力。ベンチャー企業を選び出す能力（昌

利き）。駄圏な企i業に引導を渡す勇気。私利私欲の走らない自制心。

道内に限らず国内各地で，地域政策，マーケティング，ファイナンス，インキュペーシ

滋ン等多くの分野で専門的人材が決定的に不足しており，コーディネーターたる人材の

候補は極めて限られている。次回7－3では，本章ならびに本研究の最後として，コー

ディネーター獲得に関する課題と今後の研究テーマについて述べ本書を締めくくりたい。

7－3　まとめ

本報告書では，既存の道内インキュベーション施設が地域におけるベンチャー創造とい

う本来の設置鼠的を効果的に果たし，もって地域の新産業創出を実現するためには，地

元高専OBで首都圏に働く技術者を〈U日夕一ン＆ベンチャー〉として積極的に受け入

れるべきである，との結論に達した。

そうした観点から，既存の道内インキュベーション施設を観察した場合，必要となる施

設のハード面とソフト面を改めて設計し直し，そこで行われるべきベンチャー支援のた

めのくインフラ〉〈施設利用形態〉〈支援プログラム〉を明らかにした。
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だが，これらのインキュベーション施設が〈UI夕一ン＆ベンチャー〉の受け懸として，

われわれが第6章で設計したくハード〉およびくソフト〉を有効にマネジメントし，創

業期にある製造系ベンチャー企業に対する効果的なベンチャー支援を行うためには，外

部経営資源への橋渡し役としてのくコーディネーター〉が絶対に欠かせないことがわか
った。

日本ベンチャー学会の会長である法政大学の清成忠男総長は平成11年6月10日付け
『日本経済新聞』「経済教室」の欄において，以下のように述べている。

昨今のB本でも創業支援策がとられ，制度的インフラは整備されつつあり，特に資金供給面で

の制度的改善は著しく，立派なハコものも用憲されている。だが人的インフラは極めて不十分

である。

地域レベルで政策を策定・運営する人材が不足している。それ以上に事業化を支えるマーケティ

ングやファイナンスの専門人材の層が社会的にきわめて薄い。インキュベーションのノウハウ

を持った民閣の人材も蓄積されていない。こうした多様な人材の蓄積は達成経験の繰り返しを

通じて自已形成的に出来上がっていく。

さらに集積の形成を通じ新産業を形成するという戦略的思考が地域の側に希薄である。長い間

串央集権になじんできたからであろうか。さしあたりは地域形成に責任をもつ入材を地域の内

外から集め，ブレークスルーに挑戦するしかない◎創業数がクリティカルマス（眼界量）を突

破すればあとは自己増殖的に劇業が増加しよう。

このような隙路を打破するためには，個別インキュベーション施設の努力もさることな

がら，①道や市町村は，独自の地域産業政策として十分な予算をもって優れたコーディ

ネーターを国内外問わず招へい誘致すること，②地域のビジネス系大学は，現場におけ

る実際のコーディネーション活動を研究してモデル化し，次世代の灘一ディネーター人

材の育成をはかること，が重要と考えている。

本研究は，平成11年度にも今年4月1日に小樽商科大学内部に新設された「ビジネス

創造センター（CBC）」の独自プロジェクトとして継続されるが，次年度の主たる研

究テーマとして，①コーディネーターの獲得ならびに養成，②ビジネス系大学がベンチ

ャー企業家に対して行うべき教育プログラムの開発と実施，③小樽商大「ビジネス創造

センター（C8C）」自身が果たすべきコーディネート機能の研究，を予定している。

これらの研究については，文部省科学技術研究費補助も決定しており，来年6月を圏標

に『地域型ベンチャー支援システムの研究1縫』として公回する計画である。

（担当：松田）
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参考資料

A：（株）リクルートリサーチ

　　『首都圏ビジネスマンの就業意識に関する調査1997』

8：小樽商科大学ビジネス創造センター（CBC）パンフレット

78



参考資料A＝『首都圏ビジネスマンの就業意識に関する調査1997』

1　調査概要

『首都圏ビジネスマンの就業意識に関する調査1997』

　　　　　　　　　　　　　　　（株）リクルートリサーチ編；1997年6月

翻調査対象　　…首都圏50km圏内（東京都および神奈川県，千葉県，埼玉県，茨城

　　　　　　　　県の一部）に在住する20－59歳の民間企業官公庁勤務の男性

圏調査期間　　…1997年1月壌4日一3月9銭
騒調査方法　　…住民基本台帳からのランダムサンプリングによる訪問留置法

國有効圓収数　…8，683人

ll調査結果

（1）高等専門学校卒業生の独立意向について

a）独立意向の有無

この調査によると，独立意向度に関する質問の回答を，最終学歴ごとにまとめて集計し

た時に，明らかにく高専・短・専各卒グループ〉が他学歴に坊べて約10％独立意向が

高く，当グループの47．○％のビジネスマンが「将来独立してみたい」と回答してい
る。

図表　資料一1　独立意向の有無

［＝＝i藪こ＝工＝＝＝＝＝＝＝＝＝コ全体

［＝＝遡＝＝工＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝コ中卒／計

［＝i塵こ＝工＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝コ高卒／計

睡主義羅羅嚢嚢羅羅羅羅覇＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝コ高奪・短・奪各卒／計

［＝璽〔＝工＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝コ大学・大学院卒／計

0％ 　20％　　　　　　40％　　　　　　60％　　　　　　80％　　　　　100％

圏独立してみたいm独立したくない・無回答
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（全対象者に「あなたは将来独立して仕事をしてみたいと思いますか？」と質問／単一回答）

独立してみたい 猿立したくない・無回答

有効回答数 回答数　　　　　％ 園答数　　　　　％
全体 8683 3249　　　37，4 5434　　　62．6
中卒／計 548 205 37．4 343 62．6

20代 誓7 73 62．4 44 37．6

30代 76 44 57．9 32 42．1

40代 蓬46 52 35．6 94 64．4

50代 209 36 17．2 173 82．8

高卒／計 3292 1196　　　36．3 2096 63．7

20代 767 360i　46．9 407 53」

30代 936 395 42．2 541 57．8

40代 916 294 32」 622 67．9

50代 673 147 21．8 526 78．2

高専・短・専各誌／計 1022 480 47．0 542 53．0

20代 403 218 54」 蓬85 45．9

30代 341 165 48．4 肇76 51．6

40代 187 72 38．5 115 6t5
50代 91 25 27．5 66 72．5

大学・大学院卒／計 3770 唾356 36．0 2414 64．0

20代 636 275 43．7 358 56．3

30代 1450 563 38．8 887 6L2
40代 1蓬26 377 33．5 749 66．5

50代 558 138 24．7 420 75．3

b）独立意向の強さ

また，独立意向者のみにその意向の程度を質問したところ，「すぐにでも独立したい」

かつ「近い将来独立したい」と回答した独立意向の強い層は，学歴別・年代別の集計に

おいてく高専・短大・専各卒独立意向者〉の30歳代，40歳代おいてに顕著である。

図表　資料一2　独立意向の強さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中卒30代

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高卒30代

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高専・短・導各卒30代

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大学・：大学院卒30代

0％　　　　　　　20騰　　　　　　　40％　　　　　　　60％　　　　　　　80鶉　　　　　　　沁0川

口すぐにでも独立したい函近い将来独立したいロいっかは独立したい巨闘心あるが未定［］三園答

b
」
」
U

　 1 毎
，

藝
も
b
」
」
」
」

○
．
○
．
傘
尊

b
b
b
b
妻
U

o
O
脅
，
◎
o
．
．

レ
ヒ
匙
㌧
」
b

1 1 i i ，
・
騨
◎
・
・

・
㌧
　
顯
」
　
亀
」
」
］

…

1
9
●
．
噛

伽
」

1 ○
．

80



（独立意向者のみに「将来独立することをどの程度考えていますか？」と質問／単一回答）

％ すぐにでも

ﾆ立したい
近い将来独

ｧしたい
いっかは独

ｧしたい
関心がある

ｪ未定
無回答

全体 100 7．3 16．5 33．0 42．4 0．9

中卒／計 100 8．3 20．0 36．1 35」 0．5

20代 100 6．8 26．0 4蓬」 24．7 1．4

30代 100 18．2 藤3．6 40．9 27．3 0．0

40代 壌00 1．9 212 30．8 46．2 0．0

50代 100 8．3 13．9 27．8 50．0 0．0

高卒／計 100 7．9 17」 34．9 39．3 0．8

20代 100 5．8 16．9 40．6 36．7 0．0

30代 裕0 7．6 19．5 35．7 37．0 0．3

40代 100 10．5 14．3 31．0 41．5 2．7

50代 100 8．2 歪7．0 26．5 47．6 0．7

高専・短・専各卒／計 100 7．7 19．8 32．3 40．0 0．2

20代 100 t8 18．8 39．4 39．9 0．0

30代 100 13．9 21．2 27．9 37．0 0．0

40代 100 9．7 20．8 23．6 45．8 0．0

50代 100 12．0 16．0 24．0 44．0 4．0

大学・大学院卒／計 100 6．5 雀4」 31．0 47」 t2
20代 100 3．2 15．8 36．0 45．0 0．0

30代 100 5．7 12．3 31．8 48．7 1．6

40代 葉00 8．2 れ．9 30．2 48．3 1．3

50代 100 12．3 23．9 20．3 42．0 t4
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c）独立に向けたの課題

また，〈高専・短・専各卒独立意向者〉に対して，独立に向けての課題を質問した回答

の集計を独立意向者金体のデータと比較すると，

　　　30歳代のく高専・短・奪旧卒独立意向者〉は独立に際して，

　　　　　商品力・技術力があり，家族の理解協力が得られやすい。　…　メリット

　　　　　しかし，資金が足りず，経嘗ノウハウがない。　　　　　　…デメリット

ということができる。

図表　資料一3　独立に向けての課題

（高専・短・専心卒の独立意向者に「独立に向けての課題は？」と質問／複数回答）

雑紙

ﾂ立
W意
東?）者

な資

｢金
@が
@足
@り

でみ販ｫ
客
気
な
が
や
い
　
確
見
　
保
込

徳商
齦
i
が
カ
な
。
い
　
技

ウ経

ｪ営ﾈ
ノ
い
ウ
　
ハ

保内
ﾅ
紫
き
員
な
が
い
確

い相根

@手談
@がで
@いき
@なる

れ協家
ﾈ三族
｢がの

ｱ
　
り
　
．

そ
の
他

な特

｢に
@誤
@題
@は

無
園
答

独立意向者
熨ﾌ

3249 69．6 24．8 20．4 39．4 7．7 裕．0 1t4 4．7 9．2 2．3

高専・短・專各

ﾙ独立意向者
^計

480 74．4 24．6 23．5 44．6 9．0 18」 8．5 2．7 9．6 0．8

20代 2壌8 77．5 22．5 34．4 50．0 10．1 20．6 5．0 2．3 6．0 0．9

30代 鷹65 75．8 24．2 蓬5．2 44．8 8．5 16．4 7．9 3．6 12」 一一一一

40代 72 65．3 29．2 16．7 33．3 8．3 壌6．7 19．4 2．8 蓬2．5 t4
50代 25 64．0 32．0 4．0 28．0 4．0 壕2．0 12．0 　　　　 嘆6．0 4．0

（2）地方出身者のUターン転職意向

次に首都圏以外の出身者に，出身地へのUターン転職意思の有無を質問したところ，北

海道出身者は「ぜひ出身地へ転職したい」～蓬3．0％，「できれば出身地へ転職した

い」～24．5％と全国のどの地域よりも出身地へのUターン意向が強いことがわかる。

Uターン転職意向の最大理鐙としてあがっている，①「生まれ育った土地に愛着がある

から」，②「両親の世話をしなければならないから」，③「地方の方が自然環境が良いか

ら」といった3大理由において，北海道は全国の中で特に強い魅力があるということが

できる。これは，我々の函館高専卒業者アンケートにおけるUターン希望の最大理由「帰

郷心」，「親の世話」とも共通の傾向であった。
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図表　資料一4　Uターン転職意向の有無
　　　　　　　（首都圏以外の出身者に「出身地へのUターン転職意向は？」と質問／

　　　　　　　単一回答）

北海遵（権200）

東北（謎＝48フ）

翻ヒ関東（競＝327）

頃ヒ陸・琴肇爆越（鰻鷲343）

φ部・東海（N瓢242）

近畿（N魂88）

中圏（N頃50）

臨薩（N＝84）

九撰（臨423）

1 1

｝

1

1

0箔　　　　10％　　　 20箔　　　 3〔〕箔　　　 40覧　　　 50箔　　　 60篤　　　 70覧　　　 80艶　　　 90髭　　　100箔

癒ぜひ出身地へ転職したい團できれば繊身地へ転職したいa出身地へは転職したいとは思わない切無騒答

図表　資料一5　Uターン転職意向の理由
　　　　　　　（蒼都圏以外の出身者に「Uターン転職意向の理由は？最大の理由は？」

　　　　　　　　と質問／単一回答複数幽答）
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反対に，首都圏以外の出身者がUターン転職を困難と考える理由は，「希望を満たす会

社がない」，「求人の絶対数が少ない」，「年取が下がってしまう」，「求人企業の情報が手

にはいらない」，「家族が岡意しない」，「子供の教育上転居できない」　…etc．

すなわち，年収イメージが把握でき　子供の教育環境等も含めた家族の晶晶が得られる

だけの情報が入手でき，充実した仕事ができれば　出身地へのUターンについて大きな

課題はないということができる。これについても，我々の函館高専卒i業者アンケートが

同様の結果を得ている。

図表　資料一6　Uターン転職が困難な理由

（酋都圏以外の出身者に「Uターン転職する時に困難なことは？」と質問／複数回答）

　　　　希望を満たす会社がない
　　　　　　　　　　　　　　ト　　　　　求人の絶対数が少ない
　　　　　　　　　　　　　　ト
　　　　　年収が下がってしまう
　　　　求人企藁の情報が入らない
　　　　　　　　　　　　　　ト羅離があるため、転職活動ができない

　　　　　　　家族が同意しない
　　　子供の教育上、転居できない

妻の勤め先があるかどうか不安である

　　　現在の持ち家を離れられない

ノ　　㌔　　享

　　　　　　　、・、犠　5望．5髭

・・ム＿45．媛

　　　　　　　　　晦・・偶

生瀦報が手に入らない四2・5髭

　　　　　　その他劉濃
特に困難なことはない　一躍一w欄㍑

甜　…　　　　2尋．　　　　　覧
　　2t3器

蓬◎。0毘

・項剥

◎髭 蓬0箔 2◎覧 30鑑 40銘 50毘 60箔

（3）地方出身者におけるUターン意向と独立意向のクロス集計

最後に，〈出身地へのUターン転職意向者〉とく独立意向者〉のク〔］ス集計をとってみ

た。二二の独立意向比率と比較しても，明らかに〈Uターン転職意向者〉の「独立して

みたい」という意向は高い（52．9％）。また「ぜひ出身地へ転職したい」と回答し

た首都圏ビジネスマンの独立意向は56．壕％とより高くなっている。これらのデータ

は，函館高印鑑業者アンケートとあわせて，我々の仮説を強く支持するといえるだろう。

図表　資料一7　独立意向者とUターン転職意向者のクロス集計（単位＝％〉

独立して

ﾝたい

独立した

ｭない
無回答

Uターン転職意向者（計）　　　　（臨751） 52．9 45．9 t2
ぜひ出身地へ転職したい　　　（N＝198） 56」 40．4 3．5

靱
翫
別 できれば出身地へ転職したい　（握ご553） 5t7 47．9 0．4

出身地へ転職したいと思わない　儘頃767） 36．6 62．6 0．7

全体　　　　　　　　　　　　　　　　（幽7140） 40．6 58．6 0．8

（担豪：鈴木）
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参考資料B：小樽商科大学ビジネス創造センター（CBC）パンフレット

　
　
　
ビ
　
じ
　
　
　
　
じ
セ
げ
　

縫
満
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薦
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醐翻

C㊧Cは．小樽藤鍵穴学の懸綬で島うビジ素スを穫潔する「漿麩3の蜜譲題禽にるとついて、断霧事箕の

1愚筆．化にもちろんのこと．斬轟轟翼の弟選と欝寵を興藁対象とし曝す帰とくに，蔑展な按爾やアイデアがあ

りながらも．轟濤綬営責籔が不÷分潔ために無難｛ζに蔑らないビジネスシーズを、穴学鞍霞のアブ“一夢

によr｝てビジゑスニーズへと嫡ぴっけることを邸累農的とし雲す。

ツ職ジェクト譲灘
欝欝

ビジ藩スのシーズとニーズ篭鱈びつ曾、

籔灘翼の可鱗艶期砂錨講義す。
殿灘扶物らではの勅トワー矩フル1議胤．ビジ綜餓綴織勉孚内灘薄門躍壁
膿霞醗を胃機的に箔び諾わせた繍転置隅完プ償ジェク糖立ち上げ欝．これによ5’課内．さ就

は鰍から排ち込まれるさ雲ざ衷なビジ‡スシーズをBピジ亭スニ噌ズへと農麗ξ建ることに騒騒レ聾す内

灘、濃
ギ・　　　P．，護
　　　　　　　　1

響鞍雍儒響磯

翼攣翼賎1騰鋤データベースから、
醜⑳転ジ象スシーンに鞠益な霧軽邊鍵匂し蓑蜜。
疑学以細凝10瞬ε；bたり駁墜して験詫芳弼責鰐に厭で．ビジ車ス斜灘鰻する燕摺醐
のデータベースを鱗腿し．インター翠ットや茜種セミナー等を織導て臨瞬謝二積報公籏乏窩斌壇凝と

穴孝瞬翠に鰭びつけ鮮，
L

高屡醗纂人璽成署纂
繍．　贋

斬購飛の多掻で三農なビジ象スに、

感藝浄働に鴛露で豊る人機翼轡峨払てい譲蜜、
額徽酔客員ス勤フを，麗臨鵬懐離などかち常駐・澱醸…鵠bず暢広く愛け入れるほか．

＊＄大職に翻する鋤頒樹鰺入や騨獣．C鵬嚇臨翻謬癬瓢ζでビジネス
ブ◎フェフシ彌ナルへと爾かう案践的砺駆を霞鍵し巽マ．

．艶．寀ｿ．畠騰惣鷲・辮鷺

　　　　　　　　　．「イ
　　　　　　　　　　　亨
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